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主 論 文 題 目： 

   

教員の質の定量的測定およびその形成要因に関する研究 

 

（内容の要旨） 

 教育政策を巡る議論では教員の資質向上が強く要請され、そのために多くの施策が実

施されている。しかし、これらの教育施策が本当に教員・学校の質向上に結び付くのか

について十分に根拠が存在するわけではない。それどころか、子どもにとってどのよう

な教員や学校が良いのかという問いについて、未だに研究間で結果が一致するような結

果は得られていない。その一方で、教員が子どもの能力成長に強い影響力を持っている

とする研究成果は強固かつ頑健である。 

 そのような研究状況の中で、本稿では教員の有効性について主に日本の小学生・中学

生のデータを用いながら多角的な検討を行った。 

第一に、教員の違いが子どもの成長に与える影響について日本のある市町村のデータ

を用いて分析した。その結果として学力や学習方略に対して個々の教員の違いが与える

影響力が取りうる値の範囲は広かった一方で、非認知能力や学級での子ども・教員間の

関係性に対して教員の違いは子ども全体の変動のうち少なくとも 5%から 8%以上を説

明していたことを示した。さらに、教員付加価値間の相関係数から、学力を伸ばすこと

が得意な教員と非認知能力・学習方略を伸ばすことが得意な教員は異なるという結果を

得た。以上の結果から、教員の違いは学力より非認知能力に対して重要である可能性が

示唆された。 

第二に、日本のある自治体のデータを用いて効果的な指導方法について分析した。し

かしどのような指導が授業で行われるかは必ずしも外生的に決定されるわけではなく、

学校が置かれた状況によって内生的に決定される。本稿では時間変化しない観察不可能

な生徒間異質性および時間変化する観察不可能な生徒間異質性をコントロールすること

で、その内生性への対処を行った。結果として、子どもの自発性を促進する指導や授業

手法を工夫すること・子どもの授業態度への指導は小学生の学力に対して正の効果を持

った。 

第三に、指導方法の具体例としてコンピューター支援教育(CAI)をとりあげ、カンボ

ジアで行った実証実験を通じてその効果を分析した。その結果、認知能力に対する平均

処置効果は肯定的で統計的に有意である一方で、学習時間には変化がなかったことが示



唆された。これは、CAIが子どもの単位時間当たりの学習生産性を向上させることに成

功していることを示している。さらに、CAIは子どもの大学進学に対する主観的な期待

感を高めることがわかった。 
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Essays on the quality of the teacher and the factors 

 
 

（内容の要旨） 

  In the discussion over the education policy, there is a strong call for improving the quality 

of teachers, and many policies have been applied to it. However, there is not enough evidence 

to prove that these educational policies lead to the improvement of the quality of teachers 

and schools. On the contrary, there is still no consensus among studies on the question of 

what kind of teachers and schools are good for children. On the other hand, the research 

findings that teachers have a strong influence on children's ability to grow are strong and 

robust.  

In such a research context, this paper examines the effectiveness of teachers from multiple 

perspectives, mainly using data from Japanese elementary and junior high school students.  

  First of all, we analyzed the impact of different teachers on children's growth using data 

from an anonymous municipality in Japan. Specifically, we estimated the teacher's value-

added using individual data, and descriptively analyzed the impact of teacher's abilities on 

the growth of children. In this study, we estimated the value-added of teachers not only in 

terms of academic achievement but also in terms of learning strategies, non-cognitive 

abilities, and relationships between children and teachers in the classroom. The results 

showed that the range of possible values for the influence of individual teacher differences on 

academic achievement and learning strategies was wide, while teacher differences in non-

cognitive abilities and classroom child-teacher relationships explained at least 5% to 8% of 

the total variation in children. Furthermore, the correlation coefficients among the teacher 

value-added indicated that teachers who were good at developing academic skills differed 

from those who were good at developing non-cognitive skills and learning strategies. These 

results suggest that differences among teachers may be more important for non-cognitive 

skills than academic skills.   

  Second, we analyzed the effective teaching methods. Here, we estimate the impact of 

instructional methods on children's educational outcomes. However, the type of instruction 

that takes place in the classroom is not necessarily determined exogenously, but rather 

endogenously by the circumstances in which the school is located. In this paper, we address 

this endogeneity by controlling for time-invariant unobservable student heterogeneity and 

time-variant observable student heterogeneity. As a result, teaching that promotes children's 

spontaneity, devising teaching methods, and teaching children's classroom attitudes had a 

positive effect on the academic performance of elementary school students.  

  Thirdly, as a concrete example of the teaching methods, we took up computer-assisted 

instruction (CAI) and analyzed its effects through an experiment carried out in Cambodia. A 

clustered randomized controlled trial was conducted in five elementary schools near Phnom 

Penh, Cambodia, with approximately 1,600 children. The results suggest that the treatment 

effect on cognitive ability was positive and statistically significant while there was no change 



in learning time. This indicates that the CAI has been successful in improving children's 

learning productivity per unit of time. Besides, CAI was found to increase children's 

subjective expectations of going to college.  

  

  

Keyword: teacher, teacher value-added, teaching method, computer-assisted instruction 
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第1章 問題意識と本稿の概要

概要
本章では本博士論文全体を概観する。教育政策を巡る議論では教員の資質

向上が強く要請され、そのために多くの施策が実施されている。しかしこれ
までの教員研究においては、「効果的な教員の具体的な特徴は何か」という問
いに対して、研究によって異なる結論が導かれておりいまだに議論が続いて
いる。その一方で、教員が子どもの成長に対して強い影響力を持っていると
する研究は多い。そのような研究状況の中で、本稿は主に日本におけるデー
タを用いながら教員の有効性について多角的な検討を行った。本稿は 3編の
論文から構成される。第 3章では、教員の違いが子どもの成長に与える影響
について日本のある市町村のデータを用いて分析し、教員の違いが子どもの
認知能力や非認知能力に対して与える影響を定量的に測定し、その記述的な
分析を行った。そして、効果的な教員の具体的な特徴として教員の指導方法
が重要であると指摘する研究が増えていることをうけ、第 4章では日本のあ
る都道府県のデータを用いて指導方法について分析し、幾つかの指導方法イ
ンデックスが子どもの学力に対して有意な影響を持っていることを指摘した。
第 5章では指導方法の具体例としてコンピューター支援教育をとりあげ、カ
ンボジアで行った実証実験を通じてその効果を分析し、コンピューター支援
教育は伝統的な教員による授業と比較してより高い効果を持ったことを指摘
した。

1.1 現代の教員施策とその背景
近年、日本の教育政策を巡る議論では教員や学校教育の資質向上が強く要

請されてきた。例えば、文科省中央教育審議会において 2015年 12月に「こ
れからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」と題された答申が
まとめられ (文部科学省, 2015)、そこでは「新たな知識や技術の活用により
社会の進歩や変化のスピードが速まる中，教員の資質能力向上は我が国の最
重要課題であり，世界の潮流でもある」と述べられている。この見解は文科
省の教育施策の方針の一つでもあり、その下で教員免許制改革などの施策が
検討されてきた。このように、子どもの能力を向上させるためには学校教育
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1章 問題意識と本稿の概要

の充実が必要であり、その中でも特に子どもと多大な時間を共にする教員の
資質が重要な役割を持っているのではないかと考えられてきた。
このように教員や学校の質の向上が要請されてきた背景には少なくとも 2

つの要因が考えられる。第 1の要因は、社会変化によって子どもに求められ
る能力が変化していることである。社会・経済のグローバル化や急速な IT化
の進展によって、プログラミング能力などこれまでの学校教育では焦点があ
たってこなかった能力が今後の人的資本として重要になる可能性がある。ま
た、変化の多い社会の下では、その変化に対応するためのコミュニケーショ
ン能力や課題解決能力といった学力に限らない（「生きる力」という言葉に代
表される）多元的な能力が必要になるのではないか、と考えられてきた。そ
して、このように子どもに必要とされる能力に変化があるならば、その子ど
もを教育する立場にある教員に求められる資質もまた変化があると考えられ
る。このような考えを反映して、平成 24年 8月 28日に開かれた文科省中央
教育審議会の答申では「社会の急激な変化に伴い、高度化・複雑化する諸課
題への対応が必要となっており、学校教育において、求められる人材育成像
の変化への対応が必要である」と述べられている (文部科学省, 2012)。
第 2の要因は、資質の高い教員の継続雇用の可否に対する危機意識が高まっ

ていることである。すなわち、今後労働市場において相対的に能力の高い人
材を雇用することができなくなる恐れがある。その例の 1つが教員の新卒採
用である。図 1.1では公立学校の教員採用試験の状況を年度別にプロットし
た。横軸は年度を表しており、縦軸は採用数 (左軸)や競争倍率 (右軸)を表し
ている。図からは、採用試験における倍率が平成 12年度の 13.3倍をピーク
に下がり続けていることを確認することができる。また教員採用受験者の数
も昭和 54年以降下落傾向にあり、平成 4年に最低値をつけたあと、その後そ
の低い水準のまま推移している。すなわち、現代において教員採用の選抜は
比較的緩やかになっており、以前に比べると容易に教員としての職を得るこ
とができる。そしてそのように選抜が緩やかになれば、以前ならば教員とし
て採用されなかったであろう人材も現代においては教員になりうる。他国と
比較した時に日本では認知能力の意味で優れた人物が教員という職を得てい
ることが知られているが (Hanushek et al., 2019)、現在の教員採用状況が続
けば、そのような優秀な教員の数は相対的に減ってしまう恐れがある。
加えて、教員の退職者数も今後増加傾向であることが見込まれる。図 1.2

は年度別に小学校における教員の年齢構成を示した表である。図では、各々
の教員を「25歳未満」「25歳～30歳未満」「30歳～35歳未満」「35歳～40歳
未満」「40歳～45歳未満」「45歳～50歳未満」「50歳～55歳未満」「55歳～
60歳未満」「60歳以上」に分けて、それぞれのカテゴリの全体に対する構成
割合を示している。図からは「55歳～60歳未満」の教員構成割合が増加傾向
にあることを確認することができる。このカテゴリの教員は 1995年には全体
の 7.8%を占めるに過ぎなかったのにも関わらず、2016年には全体の 18.1%

現代の教員施策とその背景 Page 4



1章 問題意識と本稿の概要

図 1.1: 教員採用試験の受験者数・採用者数・競争率（倍率）の推移
注: 本図は教員採用試験の受験者数・採用者数・競争率（倍率）の推移を示している。横軸は年
度を表し、縦軸 (左) は人数、縦軸 (右) は倍率を表している。
出典: 文部科学省 (b)

を占めるに至っている。そして、このカテゴリの教員は今後 10年間で定年退
職をしていくことになるが、その時には、その代わりとなる人材を雇用する
必要があると考えられる。しかしその代替となる人材を確保しようにも、上
述の通り教員という職業そのものの人気が低下しているため、今後優秀な教
員の確保は重要な政策課題となりうる。
以上の理由から資質ある教員の雇用・育成が必要であるという認識の下で、

これまで様々な教育施策が検討されてきた。例えば、必要な知識の維持や新
しい知識の獲得を通じた教員の資質向上を意図して、教員免許更新制が 2007

年 6月 27日に教育職員免許法改正によって導入された1。また、高度な教員
養成を行うことを目的とした平成 19年に教職大学院設立に関する諸省令が交
付されて以降、多くの大学が教職大学院の設置を行ってきた。
ただし、これらの教育施策が本当に教員・学校の質向上に結び付くのかにつ

いて十分に根拠が存在するわけではない。子どもにとってどのような教員や学
校が良いのかという問いは教育経済学の世界では長く探求されてきたが、いま
だに研究間で結果が一致するような結果は得られていない。例えばHanushek,

Eric A and Rivkin (2006)では論文発表時点での教員免許についての過去の
研究をサーベイし、教員免許については研究間で一致した見解を得られてい
ないとしている2。
その一方で教員が子どもの能力成長に強い影響力を持っているとする研究
1「求められる教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に最新の知識技能を身に

付けることで、教員が自信と誇りを持って教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることを目指すも
のです。」と説明されている。

2これらの論点については第 2 章で詳細な検討を行った。
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1章 問題意識と本稿の概要

図 1.2: 教員の年齢構成割合の推移
注: 本図は平成 7 年から平成 28 年までの教員の年齢構成・平均年齢の推移を表している。教員
の年齢を「25 歳未満」「25 歳～30 歳未満」「30 歳～35 歳未満」「35 歳～40 歳未満」「40 歳～
45 歳未満」「45 歳～50 歳未満」「50 歳～55 歳未満」「55 歳～60 歳未満」「60 歳以上」の 9 つ
のカテゴリに分けて、それぞれの構成割合を年毎に表している。
出典: 学校教員統計調査平成 28 年度より筆者作成

成果は強固かつ頑健である。すなわち、より子どもの能力の促進させること
ができる「質の高い」教員がいる一方で、子どもの能力を成長させることが
できない「質の低い」教員も存在するということがわかりつつある3。このよ
うな教員による影響力の違いは教員付加価値研究として現在精力的に研究が
進められている。

1.2 教員の質研究の現状と課題
しかしこの教員の質研究において、現在十分にわかっていない学問的もし

くは政策的課題が存在する。それはまず第一に、日本において教員の違いは
子どもの能力形成にどの程度影響を及ぼすかについてはほとんどわかってい
ないという点である。現在教員の質研究はほとんどアメリカにおける教員の
質を対象としている。しかし教育制度は国によって大きく異なり、その制度
によって教員に求められる役割は変わってくると考えられる。そのため、日
本のようにアメリカと教育制度が大きく違う国で同様の議論を展開できる保
証はない。場合によっては、日本のような全国的に非常に均質な教育を供給
している国では、教員によるパフォーマンスの違いは小さい可能性が存在す
る。そのため、日本において教員の質を研究することには重要な学問的並び
に政策的な意義が存在する。
第 2に、学力以外の子どもの能力に与える教員の影響はほとんどわかって

3後述する教員付加価値の高低を指して「質の高い/低い」と呼称しているのであり、教員の
質を「子どもの能力の多寡」で表すことができるというステイトメントではない。
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いないという点である。教員は必ずしも子どもの学力のみを伸ばすことが期
待されているわけではなく、これまで学力以外の様々な観点に関心が集まっ
てきた。その最たる例は非認知能力である。Heckman and Rubinstein (2001)

などの研究が指摘するように、非認知能力は将来の労働市場で評価される重
要な人的資本である4。それにもかかわらずこの非認知能力に対する教員の影
響力はほとんど分かっていない5。この点は、教員が子どもの能力形成で果た
している役割を理解するためには非常な重要な論点となる。例えば、学力を
伸ばすうえで「良い」教員は、果たして非認知能力を伸ばすという観点にお
いても「良い」教員なのだろうか。場合によっては、学力を伸ばすために苛
烈な指導を子どもに行った結果、学力は上昇しても非認知能力は下がってし
まうかもしれない。
これらの点を検証することを目的として、第 3章では日本のとある自治体

における教員の質を推定し、その特徴を分析した。教員付加価値は学力だけ
でなく学習方略や非認知能力並びに学級での子ども・教員間の関係性を対象
にして求めた。その結果、教員の影響の大きさは対象となる能力によって異
なることがわかった。教員の影響力は非認知能力や子ども・教員間の関係性
で大きく、学力では低いことがわかった。さらに学力の意味で「良い」教員
と非認知能力の意味で「良い」教員は必ずしも同一ではないという示唆も得
ている。すなわち、少なくとも当該自治体では「良い」教員のありかたとい
うのは一様ではないことがわかった。「良い教員」や「良くない教員」とわか
りやすい 2つの区分に分けるのは難しく、学力の意味で「良い」教員が非認
知能力の意味でも「良い」教員とは限らない。教員の質を考える時には、学
力という単一の指標だけで評価をすることは、効率的ではないと考えられる。

1.3 教員の指導方法についての研究の現状と課題
しかし、上述の議論によって判明しているのは教員によって子どもへの影

響力が異なるという点のみであり、教員付加価値研究として展開されている
教員の質研究は「教員のどのような要素が子どもへの影響力の違いを生んで
いるのか」という点について詳細な議論を展開しているわけではない。この
点については、上述したようにはいまだに研究間で統一的な見解はなされて
おらず、さらなる研究の蓄積が求められている。
そしてこの「良い教員の特徴とは何か？」という問いに対して、「教員の

指導方法が重要である」と答える研究が近年なされつつある6。例えば、授業
中に大教室の前方で教壇に立って滔々と一方的に講義をする教員と、講義は
一定程度にして子どもに理解度確認のためのテストを行なったり場合によっ

4日本での事情などは李嬋娟 (2014) などに詳しい。
5教員の違いが子どもの非認知能力に与える影響を分析している研究として、Jackson (2018)

などを挙げることができる。
6第 2 章で詳細な検討を行った。
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ては視覚教材などを使って理解を促すような工夫を行っている教員では、後
者に習う方が子どもはより授業内容を理解し身に付けることができるであろ
う。このように、指導方法についての研究では「教員が授業の中でどのよう
に教えているか・振舞っているか」という要素が子どもの能力に影響を与え
ているのではないかという仮説を提示し検証している。この教員の指導方法
という論点は、年齢や勤務経験などといった教員の履歴書的な特徴とは異な
り、「教員がどのような実践を行っているか」という点に焦点をあてていると
いう点で異なる。上述したように教員の履歴書的な特徴の子どもの学力への
影響力の存否はいまだに議論の対象になっているが、教員の指導方法を重視
する立場からすれば、どれほど教員としての経験を積み重ねたところでその
経験が実際の実践に反映されなければ意味がないのではないかと考える。
この仮説を検証することを目的として、第 4章では、教員の指導方法が子

どもに与える影響を分析した。指導方法を分析する際に大きな課題になるの
は、指導方法は学校や教員に割り当てられた子どもたちに応じて内生的に選
択されるという点である。第 4章では、そのような問題への対処方法を提案
したうえで分析を行った。結果として、いくつかの指導方法についてはその
有効性を認めることができた。さらに、その有効性は学校種別に応じて異な
ることを示唆した。ただし分析上の都合から、本章では指導方法の大まかな
方向性を分析の対象としている。そのため、具体的にどのような指導がどの
程度有効かそのものまでは踏み込むことができていない。

1.4 コンピューター支援教育の効果
そのため、最後に第 3章では効果的でありうる指導方法を具体的に検討し

た。ここでは、教育アプリを用いた分析の効果について掘り下げて分析した。
ICTを活用した指導は現在、その効果が大きく期待されている指導方法の 1

つである。2019年 12月には文部科学省によって「ギガスクール構想」が発表
されるなど (文部科学省, a)、ICTを教育に用いることで教育における技術革
新をもたらすことができるのではないかという期待は大きい。特に、2020年
3月に新型コロナウイルス感染拡大に端を発する全国的な学校閉鎖が行われた
といった状況下では、オンライン上でどのような指導ができるか、またはどの
ような指導が効果的かという問いは強い社会性を帯びはじめている (Burgess

and Sievertsen, 2020)。また学問的には、Comi et al. (2017)といった研究が
ICT教育の有効性について検証を行っている。このような動向をうけて、第
5章ではカンボジアにおける実証実験を通じて、その ICTを活用した教育の
効果を分析した。
実験ではカンボジアのプノンペン近郊の 5校において、通常授業の代わり

に ICTを活用した指導であるコンピューター支援教育（Computer-Assisted

Instruction、CAI）を行った。分析の結果、CAIは子どもの学力を高める効

コンピューター支援教育の効果 Page 8



1章 問題意識と本稿の概要

果を持ったことがわかった。しかし、その一方で CAIは非認知能力や勉強時
間の増加には寄与しなかった。通常授業と代替的に行った CAIの実施によっ
て勉強時間は増加することなく学力が上昇したことは、CAIによって子ども
の学習生産性が上昇したことを意味する。すなわち、指導方法として CAIを
採用することはその他の伝統的な教授方法と比較してより効果的であった。
無論、カンボジアの子どもを対象にした分析になるため、その分析が日本の
教育においてもそのまま当てはまるかという点は十分に検討される必要があ
る。特に、カンボジアにおいてここで比較対象となっている通常授業を行う
教員の質は日本に比べると比較的低いと考えられ、日本のように比較的教員
の質が高い国におけるCAIの活用の効果は本稿で示す結果よりも小さい可能
性がある。しかしそれでもなお、教員の質が低いならば ICTなどのサポート
を得ながら指導を行うことが効果的である可能性を示したと言える。

1.5 おわりに
教員や学校の質の向上が求められる現代において、その「学校や教員の質

とはどのようなものか？」についてのエビデンスはますますその重要性を増
している。いかなる教員・学校施策も時間やコストがかかる以上、事前の十
全な検討と事後の十分な検証が必要であり、そのためにはエビデンスを蓄積
していくことが必要である。しかし、日本においてはそのエビデンスの蓄積
は必ずしもなされておらず、本論文の各章で示した結果はそのエビデンスの
重要な一つになる。第 3章で示した教員の質の特徴は今後より注力すべき教
員の資質についての示唆をもたらし、第 4章や第 5章で示した結果は、「どの
ような指導をするか」という点が子どもの学力の向上のうえでは重要であり
うることを示した。もちろんこれらの結果は日本全体での結果ではなく、日
本の一部の自治体や場合のよっては海外のデータを用いた研究であり、さら
なる検証がなされねばならない。しかし、本稿の様なデータによるエビデン
スの蓄積の継続によってはじめて、「教員や学校の質の向上のためには何が必
要か？」という問いに対して十分な回答をすることができるだろう。
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第2章 教員の有効性研究のこれま
での展開

概要
本章では教員の有効性を巡る研究の近年の動向を概観する。効果的な教員

や学校の特徴を巡って、多くの研究が教員認証・経験年数・給与や性別といっ
た様々な教員の特徴を取り上げ分析してきた。しかし、それらの分析の結果
は研究によって異なり、統一的な見解は得られていない。しかしその一方で、
教員付加価値研究は進展を見せている。子どもの成長にとって教員の違いは
重要であるという示唆を導くこれらの研究は、その推定手法に一定の懸念が
提出されながらも、実験的状況を通じてその有用性を示してきた。更に、近
年多くの研究が効果的な教員の特徴として重要なのは教員の学級の中での指
導方法や振る舞いではないかという仮説を検証している。今まさにこの指導
方法についての研究が急速に進められており、さらなる成果の蓄積が求めら
れる。

2.1 効果的な教員・学校の特徴
多くの研究が、学校や教員の存在が子どもの教育成果において重要な規定

要因になっているのではないかと指摘してきた。Ammermüller et al. (2005)

および Hojo and Oshio (2012)などの研究が学校要因がどの程度子どもの教
育成果を説明できるかを考察しており、家庭背景および学校要因を加えた教
育生産関数の決定係数は国によって異なるものの 20%から 40%であることを
報告している。総じて、教員や学校、特に教員が子どもの教育成果の重要な
規定要因であることは広く指摘されてされてきたことである。
それでは、どのような教員や学校が子どもの能力を向上させることができ

るのだろうか。高い学歴を持った教員が子どもを教えることが重要なのだろ
うか。それとも重要なのは教員としての経験の豊富さなのだろうか。もしく
は、全く別の要因が決定的な役割を果たしているのだろうか。非常に多くの
研究がこれまでに効果的な教員や学校の具体的な特徴の探求を行ってきた。
以降では、これまで研究の対象となってきた教員の特徴とその研究の結果に
ついてまとめていく。
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2.1.1 教員認証
教員認証 (教員免許) とは、教員候補をスクリーニングしその質の下限を

保障しようとする施策である。この教員認証 (教員免許)について、その制度
が有効に機能しているかどうかがこれまで研究の対象になってきた。具体的
には、教員認証（免許）を受けた教員と受けていない教員の間で子どもの担
当した学力の成長に差があるかどうかが分析されてきた。Darling-Hammond

et al. (2005)は通常の教員とTeach For Americaによって派遣された教員を比
較し、後者によって指導された子どもの学力はより低いとした。 Boyd et al.

(2008)・ Curran Neild et al. (2009)・Clotfelter et al. (2010)は米国における
データを用いて分析しており、教員の認証は子どもの学力に対して有意な影
響を持つとしている。Andersson et al. (2011)はスウェーデンの義務教育の
子どもを対象に分析し、教員が免許を持っていないことによる負の効果は大
きいとしている。
一方で教員が認証受けているかどうかと担当している子どもの学力の間に

は有意な関係はないとする研究も数多く存在する。Goldhaber and Brewer

(2000)および Goldhaber and Brewer (2001)は OLSによる分析ではあるも
のの中学生の学力に対する教員認証の効果は非有意であるとしている。Jepsen
(2005)は米国のデータを用いて教員認証の効果を推定している。その際に優
位性についての議論はしていないが、教員年収の効果の推定値の標準誤差は大
きいことを示している。その他、比較的近年の研究であると Croninger et al.

(2007)・Kane et al. (2008)・Palardy and Rumberger (2008)・Sharkey and

Goldhaber (2008)といった研究が教員の認証の効果が非有意であることを報
告している。
ただし上述の教員認証に関する研究は、厳密には教員認証（免許）という

制度そのものに対する分析ではない。これらの研究は、現行の教員認証制度
の元における認証取得の有無によるパフォーマンスの違いを分析している。
すなわち、それらの研究は「教員認証を取得していない教員」と「取得して
いる教員」の比較を行っているのである。しかし、それらの研究が導く認証
を受けた教員の有効性は必ずしも教員認証制度そのものの有効性とは同一で
はない。認証を受けた教員の有効性とは別に、教員認証制度そのものの効果
を考える必要がある。場合によっては、教員認証制度があることによって教
員という職業に対する参入障壁が高くなってしまうことによる悪影響の可能
性も存在する。
この教員認証制度そのものを評価した研究として、Angrist and Guryan

(2008) がある。この研究では、教員認証においてテスト要件を課した州の
データから教員認証制度を厳しく設定することの効果を評価している。その
結果から、教員認証制度は教員の賃金を上昇させるものの SATスコアなど
で評価された教員の質を向上させたわけではないことが示されている。この
ように教員認証制度そのものが意図通り教員の質を向上させているかどうか
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は、今のところ明らかではない。

2.1.2 教員の経験年数
訓練や経験を積むことで教員は指導に対して技能を積み上げ習熟するであ

ろうという考えの下で、教員の経験年数は研究の対象になってきた。経験が
浅い教員は授業や学級運営にも慣れていない一方で、経験を積むにつれてそ
れらの業務に習熟し高いパフォーマンスを発揮するのではないかという発想
は非常に自然である。政策実務においては、平成 24年 08月 28日に交付さ
れた「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について
(答申）」(文部科学省, 2012)において「今後、このような資質能力を有する、
新たな学びを支える教員を養成するとともに、『学び続ける教員像』の確立が
必要である」と、教員にさらなる学習や訓練の機会を提供し高度な教員養成
を目指す政策が謳われている。
このような想定の中で教員の経験年数を扱った研究のうちいくつかは、経

験を積んだ教員は比較的高いパフォーマンスを発揮することを報告している。
Jackson and Bruegmann (2009)は米国ノースカロライナにおける小学生の
データの分析から、教員がどのようにして教員として成長していくかを分析
している。その結果、経験の浅い教員は同僚の教員から学ぶことで能力を蓄
積をしていくことを示している。Carrell and West (2010)では高等教育にお
いて教員の経験年数が持つ効果をRCTを用いて分析している。その結果、講
義の種類によって経験年数が持つ効果は全く異なることを示している。Harris

and Sass (2011)では教員の経験年数は小学校・中学校教員の生産性を向上さ
せる一方で、高校教員の生産性は向上させないことを示している。Wiswall

(2013)では数学についてはキャリア後期での経験年数に高い効果があること
を示している。 Ost (2014)では教員の勤務経験が保つ効果について教職その
ものの経験年数と学年別の経験年数の効果にわけ、前者をコントロールした
上で後者について分析をしている。その結果、学年別の経験年数の効果はあ
るものの、急速に減耗していくことを示している。Papay and Kraft (2015)

では米国のデータを用いて、キャリア職において経験年数の効果が大きいこ
とを示している。
しかし、必ずしもすべての研究が教員の経験年数の有効性を示しているわ

けではない。Hanushek and Rivkin (2006)は先行研究をサーベイする中で、
教員の経験年数が子どもの学力に与えた影響を調べた研究の結果をまとめて
いる。その結果、その影響の統計的有意性が示された研究は半数程度である
としている。Aaronson et al. (2007)はシカゴの公立学校のデータを用いた分
析の中で、教員の経験年数の子どもの学力に対する影響は有意ではなかった
ことを示している。
まとめると、教員の経験年数が子どもの学力に正の影響を与えるとする研

究は数多くあるものの、その効果は教員が置かれた状況によって異なりうる。
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場合によっては教員の経験は効果的ですらないことがあり、一概に「経験を
積むことが教員にとって重要だ」と主張することは難しいことがわかる。

2.1.3 教員の性別
教員の性別、特に女性教員であることが担当した子どもに与える影響は頻

繁に調査されてきたが、その際に中心的なトピックになるのは教える教員と
教わる子どもの性別が同一であることが重要なのではという問いである。す
なわち、同じ性別の教員に教わることで、学習者と教員の関係性は比較的良
好になり授業もより効果的になる可能性がある。そのため実のところ、この
問題意識は教員と子どものマッチングが重要なのではないかという問いと通
底しており、教員の性別だけでなく同様の問題意識の下で教員の人種なども
分析の対象となってきた。
そして多くの研究が教員の性別と子どもの性別が同一であることで子ども

の学力が向上するという結果を報告している。Dee (2007)では、教員と子ど
もが同性であることが子どもの学力に対して正の効果があったことを示して
いる。Muralidharan and Sheth (2016)ではインドにおける分析を示してお
り、その結果として、同性教員による効果は正であるとしている。この分析
では単一学級における変動を用いており、後述の教員の学校内での内生的配
置の影響の可能性は低いとしている。Carrell and West (2010)はアメリカの
大学の生徒を対象にした分析をしており、女性教授は女性の生徒の STEM関
連アウトカムを向上させるとしている。Lim and Meer (2017)は韓国におい
て RCTを実施し、その結果として女性教員は女子に正の影響を与えるとし
ている。
一方で、子どもと教員の性別のマッチングが子どもの学力に与える影響は

小さいとする研究も存在する。Neugebauer et al. (2011) はドイツの子ども
を対象に分析を行っており、同性の教員を持つことが有益であるという証拠
は男子でも女子でもほとんど見当たらないとしている。Winters et al. (2013)

ではフロリダ州のデータを用いて分析を行い、教員と子どもが同性であると
中学・高校では学力に正の影響があるものの、その効果量は小さいとしてい
る。このような研究の中にはAntecol et al. (2015, アメリカ)のように、子ど
もと教員のマッチングは子どもの能力成長において有害ですらあり得るとす
る研究もある。
このように研究によって結果が異なる理由として、幾つかの研究が教員が

内生的に配置されている可能性を指摘している。ある学級にどの教員を割り
当てるかという問題は、多くの場合学校や自治体による意思決定である。そ
のため、女性の子どもが多く所属する学級には女性の教員を配置するという
意思決定が存在すれば、子どもの性別と教員のマッチングの間には内生性が
存在することになる。例えば、Holmlund and Sund (2008)ではウェーデンに
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図 2.1: 教員の給与とテストスコア (中 2)の関係
注: 横軸は教員の給与を表し、縦軸はテストのスコアを表している。それぞれのマーカーは国を
表し、プロットされたラインは回帰結果を表している。出典: Dolton and
Marcenaro-Gutierrez (2011)

おいて、女性教員のクラスでは男女差が大きいものの、それは教員の内生的
な配置によるものではないかと主張している。上述した研究の中には、Lim

and Meer (2017)などのようにRCTを用いてそのような内生性の影響を排除
して行った分析もあるものの、教員と子どもの性別のマッチングが子どもの
学力に与える影響について統一的な見解を主張するためにはさらなる研究蓄
積が求められる。

2.1.4 教員の給与
教員の給与は、子どもの能力を伸ばすことが出来るかどうかという意味で

の教員の能力を規定する要因として多くの研究の対象となってきた。図 2.1は
OECDが公表しているデータを用いて計算された教員の給与とテストスコア
(中 2)の関係を国ごとに表した図である (Dolton and Marcenaro-Gutierrez,

2011)。横軸は教員の給与を表し、縦軸はテストのスコアを表している。図か
らは、教員の給与と子どもの学力の間に正の関係があることを確認すること
ができる。ただし、背景に存在するメカニズムによって研究群を大別すると、
2つの議論の潮流が存在する。
第 1に、教員給与は労働市場における教員の相対的立ち位置を規定すると

考える研究がある。すなわち、教員の平均的な給与水準をその他の職業の給
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与と比較した相対賃金は、教員自身の労働市場における立ち位置を表してい
るとする。そこでは、教員の賃金が他の労働者と比べ平均的に高い時、より能
力の高い労働者が教員になるという想定が存在している。Lakdawalla (2006)

は米国の国勢調査のデータを用いて、教員と他職の給与比較に基づく相対賃
金を教員の質を表す指標として分析を行っている。その結果、技術革新によ
る労働者の賃金上昇や女性の就業機会の上昇が、米国の教員の質の低下を招
いたとしている。Hendricks (2014)は米国のテキサス州のパネルデータを用
いて、教員の給与を高く設定することで教員の離職率が低下することを示し
ている。
このようにして能力の高い人材が教員になることで、その教員に教わる子ど

もの能力もまたより促進されるのではないかと教員給与についての研究では考
えられてきた。Dolton and Marcenaro-Gutierrez (2011)では OECD が公表
している 39カ国のパネルデータを用いて教員給与のクロスカントリー分析を
行い、能力の高い人材を教員に採用し給与の早期昇格を可能にすることは生徒
の成績にプラスの効果をもたらすことを示した。Leigh (2012)ではオーストラ
リアの教員給与が教員志望者の学力を規定していることを示した。すなわち、
教員給与が他の職業の給与と比較して 1%上昇することは、教員課程に入学
する生徒の相対順位を 0.6%上昇させることがわかった Britton and Propper

(2016)では英国の公立学校における教員給与規制を利用したDID(Difference

in Difference)を用いて、教員とその他の職業の間にある賃金格差が 10%広が
ると、平均学力が約 2%低下することを示した。
ただし、教員の給与増加は必ずしも子どもの能力上昇に結びついたわけで

はない。Kingdon and Teal (2010)はインドの私立学校のデータから生徒の学
力の科目間変動を用いて分析を行い、教員の組合加入 (組合加入をした教員は
給与が増加する)が生徒の学力低下と関連していることを示している。De Ree

et al. (2017)ではインドネシアの公立学校で行われた RCTから、教員の給
与を引き上げる介入は教員の勤務時間を短縮させ生産性を向上させたにも関
わらず、子どもの学力は上昇には結びつかなかったとしている。Greaves and

Sibieta (2019)ではイングランドにおいて一部の学校で高い給与水準を強制
的払う必要がうまれたという自然実験を利用して、高い給与水準は必ずしも
子どもの学力上昇につながらなかったったことを示した。
第 2に、パフォーマンスに対するインセンティブとして教員給与が機能す

ることを想定する研究がある。高いパフォーマンスを発揮することへの報酬
として高い給与が支払われる時、教員は子どもへの指導に対してより動機づ
けされうる。このような給与のインセンティブとしての側面に注目をするの
が、パフォーマンスペイ performance pay(もしくはメリットペイ merit pay)

についての研究である。パフォーマンスペイとは、より高い成果を出した教
員により高い給料を支払うような給与システムのことを指す。パフォーマン
スペイの下では教員自身に担当する子どもの成長に対する動機付けが存在す
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るため、教員はより子どもの能力促進に励むと考えられ、これまで研究がな
されてきた。
しかし、それらの研究結果が示すのは、パフォーマンスペイが効果的であ

るかどうかはかなずしも自明ではないということである。まず、RCTを用い
てパフォーマンス研究の結果は一貫していない。Glewwe et al. (2010, イン
ド) ・Muralidharan and Sundararaman (2011, ケニア)・Mbiti et al. (2019,

タンザニア) はパフォーマンスペイの学力に対する正の効果を示す一方で、
Springer et al. (2011, 米国ナッシュビル)及び Fryer (2013, 米国ニューヨー
ク)はパフォーマンスペイは必ずしも子どもの学力向上に結びつかなかったこ
とを示している。また準実験的な状況を用いた分析や固定効果をコントロー
ルした分析も RCTを用いた研究と同様、一貫した結果を示していない。こ
れらの研究はDIDや RDDなどを用いてパフォーマンスペイの効果を分析し
ているが、効果があるという研究 (Ladd, 1999; Lavy, 2002, 2009; Figlio and

Kenny, 2007; Woessmann, 2011)や効果がなかったという研究 (Eberts et al.,

2002)の両者が存在する。

2.1.5 学校の特徴
ここまで教員の特徴が子どもの能力に与える影響を分析した研究を概観し

てきたが、そのこれまでの研究動向は「一貫して効果があるとされる学校や教
員の特徴は見つかっていない」と纏めることができる (Hanushek and Rivkin,

2006)。Aslam and Kingdon (2011)ではそのような状況を指して「履歴書的
な教員の特徴は効果がない」と述べている。
この研究動向は効果的な学校の具体的な特徴についての研究においても同

様である。効果的な学校の特徴の候補として、これまで頻繁に分析の対象と
なってきたのは学校による教育支出である。教育支出について定量的に行わ
れた研究として非常に大きな影響力を持ったのは、1950年代に米国の社会学
者コールマンらによって行われた研究である (Coleman et al., 1966)。コール
マンレポートと呼ばれることになったこの研究は、個々の人間の学力差は学
校による影響をほとんど受けていないことを指摘した。その後この研究結果
を受けて、学校への金銭的な投資は本当に子どもの学力に影響を与えていな
いのか、経済学の立場から検証する研究がハヌシェックらによって行われた
(Hanushek, 1986, 2006)。これらの研究の中で問われていたのは、そもそも
学校が子どもの教育成果に影響を与えているかどうかという点であり、結論
としては、学校はあまり子どもの教育成果に影響を与えていないという結論
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が現在のところ主流である。123。

2.2 教員固定効果
しかし、効果的な教員や学校の具体的な特徴が分からないことは、教員や

学校の子どもに対する影響力そのものを否定するわけではない。そのような
影響力の存在を裏付けるのが教員付加価値に関する研究群である。この教員
付加価値とは、担当した子どもの能力の伸び具合を用いて評価した教員の質
のことを指す。教員付加価値に関する研究では、教員付加価値を子どものデー
タから推定しその性質を調べる事を目的にする研究が多い。
多くの場合教員効果を推定するときは、次の様なモデル化のもとで推定を

行う4。

Aijt = βXijt + νijt where νijt = θj + µjt + εijt (2.1)

iは生徒、j は教員、tは時間を指し、Aは教育成果、X は生徒の個人特性、
εは観察不可能な要因を表す。νijtは教員効果 θj、クラスルーム効果 µjt、そ
の他の要因 εijt で構成されるとする。 上記式から Ait − βXit は教員効果 θj

についての情報を持つが、その中には今関心がないノイズである µjt と εijt

を含んでいる。そのため、多くの研究は singal extraction問題を解くことで
教員効果を推定している。
この時、先の教育生産関数の式は教員効果 θj についての次の様なシグナル

なのではないかと考えることができる。

sijt = Aijt − βXijt = θj + µjt + εijt (2.2)

さらにこの式は、教員 jが t期に担当している生徒を Ijtと書けば (集合 I の
要素数、すなわち生徒数を |Ijt|と書けば)、

sjt =

∑
i,i∈Ijt

sijt

|Ijt|
(2.3)

= θj + µjt +

∑
i,i∈Ijt

εijt

|Ijt|
(2.4)

= θj + vjt (2.5)

という教員効果 θj についてのシグナルを毎期受け取ると考えることができ
る。もし教員効果 θj に対する priorが期待値 0及び分散 V (θ)であり、上記

1しかし、Hanushek (2006) も指摘する通り、これは学校が個人の教育成果に与える影響が
学校資源の量を増やせば学力が上がる、といった単純なものではないだけで、学校そのものの価
値や学校への投資が不要であることを示すものではない。

2Angrist and Lavy (1999) などで研究されたクラスサイズ縮小政策は数少ない効果がある
とされている学校施策である。ただし教育政策としての有効性を含めて議論は終わっていない。

3ただしより洗練された手法を用いて学校支出にはやはり一定の効果があるという Jackson
et al. (2015) の様な研究も出てきている。

4Kane and Staiger (2008) に従う。
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シグナルを t期分受け取ると (そのシグナルの集合を sj = {sjt|t ∈ T}と書く
ことにする)、

E(θj |sj) =
∑

t,t∈T sjt
1

V (vjt)

1
V (θ)

+
∑

t,t∈T
1

V (vjt)

(2.6)

と教員 jの効果 θj の期待値を書くことができる。多くの場合は得られたデー
タから、V (θj)や V (vjt)を計算して妥当性の高い priorを構成した後、期待
値を計算することが多い。
多くの教員付加価値研究はこのモデルを発展させていく中で分析を行って

いる。Lefgren and Sims (2012)は複数の科目に上述のモデルを拡張し、教
科によって変わらない教員の能力を評価するモデルを提案している。Chetty

et al. (2014a,b)は教員の能力は不変ではなく時間によって変動するようなモ
デルを考え分析を行っている。上述のモデルはあくまで基本的な形にすぎず、
実際に知りたい情報などに応じた修正が今後ともなされながら分析されてい
くと考えられる。

2.2.1 教員固定効果研究が抱える限界
しかし、幾つかの研究は、上述 (2.2節)の方法によって推定された教員付

加価値は適切に教員の能力を反映していない可能性を指摘している。とくに、
得られた教員付加価値が本当に教員の子どもに与える因果的な影響を表すこ
とが出来ているのかという点において、推定上の成約などが頻繁に議論の対
象になってきた。教員付加価値の推定では教員に割り当てられた子どもの情報
を用いるが、その割り当ては必ずしも外生的に定まるとは限らない。例えばパ
フォーマンスが高い (とされる)教員には能力の高い子どもを優先的に配置す
る可能性や、教員歴が浅い教員には比較的優秀で指導がしやすい学級を割り
当てる可能性など様々な可能性を検討することができる。例えば、Rothstein

(2010)は教員付加価値推定が教員のランダム割り付けを仮定していることを
指摘し、さらにその仮定がノースカロライナのデータでは成立しないことを
指摘した。また、Kinsler (2012)では Rothstein (2010)が提案したランダム
割り付け検定の課題を指摘し、新しい手法を提案している。
しかしこれらの批判を考慮してもなお、上述の教員付加価値は教員のパ

フォーマンスの一部を十分に表現することができていると考えられる。すな
わち、教員付加価値のうち少なくとも一部は、教員の能力を表していると考
えることができる。例えば、上述のKane and Staiger (2008)やChetty et al.

(2014a,b)といった研究は、得られた教員付加価値が本当に教員の能力を表し
ているのかを実験的環境を利用して検証をしている。そしてその結果として、
教員付加価値が高かった教員に割り当てられた子どもは学力や非認知能力を
表す行動変数を向上させることを報告している。教員の業務評価として教員
付加価値を用いることには一定の議論が依然として必要ではあるものの、こ
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れらの結果は教員の子どもに対する影響力そのものは存在していることを強
く主張していると言える。

2.3 効果的な指導方法
教員付加価値研究から見えてくるのは（付加価値の意味で）効果的な教員

もしくは効果的ではない教員そのものは存在するという事実である。しかし
上述したように、その具体的な要因（「どのような教員が効果的か」）につい
ては未だに研究間で一貫性のある成果は存在しない。それでは良い教員とは
なにかという問いに答えることは今後も難しく、教員政策については実証的
な根拠に乏しい施策を検討するしかないのだろうか。あるいは、実証的には
サポートされるという理由で教員付加価値を用いるとして、教員付加価値を
計算するためには各教員について少なくとも数年レベルのデータが必要にな
る。そのようなデータの蓄積を待たないと効果的な教員かどうかは分からず、
教員施策を検討することもできないのだろうか。
以上の様な研究状況の中、教員の指導方法に関する実証研究が近年急速に

蓄積されている。学級の中でどのように授業を行うかは、学校や教員によっ
て大きく異なる。教壇の前にたって説明をすることに終始する授業もあれば、
演習に重きをおいて多くの授業外課題を課すような授業もあるだろう。図 2.2

及び図 2.3に示したのは、埼玉県で行われた学力調査の 2015年から 2019年
のデータを用いて計算された、学年で用いられた指導方法の学校内での決定
要因を示したものである。図 2.2は、指導方法を学校要因・学年要因・科目
要因・市町村要因に分解しており、指導方法によってその決定要因が大きく
異なることを確認することが出来る。例えば「低学力向け少人数指導」では
科目要因がその決定要因の多くを占めているのに対して、「対話による課題解
決」では科目要因は決定要因に占める割合は比較的小さい。図 2.3は、横軸
に「学校内で年度ごとに指導法方法を変えているか」をとり縦軸に「学校内
で科目ごとに指導方法を変えているか」を指導方法ごとに表したものである。
図からは、学校の中でも年度による違いが大きい指導方法と、科目による違
いが大きい指導方法に分かれていることを確認することができる。このよう
に現在学級で用いられる指導方法は現場によって大きく異なっている。上述
の教員の特徴についての研究と異なり、指導方法についての研究では学校や
教員による授業の実践のあり方そのものに着目をする。
そのような指導方法についての研究では、授業における講義時間 (いわゆ

る伝統的な立ち講義の時間)の影響というトピックが頻繁に議論の対象になっ
てきた。教員が学級の前の黒板やホワイトボードの前に立ち子どもたちに対
して一方的に説明をする授業スタイルに対して、一部の研究者や政策担当者
は「主体的に子どもが学習に向かうことが重要である」として批判を行って
きた。このような論点を対象に、幾つかの研究が定量的な評価を試みている。
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図 2.2: 指導方法の決定要因
注) 指導方法の規定要因として学校要因・科目要因・学年要因及び市町村要因の 4つの要因を考
え、その規定要因としての大きさを示した。手続きとしては、各要因をランダム効果として従う
分布の推定を行ない、その分散を示した。分散の合計値が 1 になるように基準化してある。
出典) 埼玉県学力調査から筆者作成。

図 2.3: 指導方法の学校内決定要因
注) 各指導方法における規定要因として学校年度要因と学校科目要因の大きさを推定しプロット
した。X 軸は学校年度要因の大きさを表し、Y 軸は学校効果要因の大きさを表す。基準化を行
うため、学校年度要因・学校科目要因共に学校要因との比を取ることで基準化を行った。
出典) 埼玉県学力調査から筆者作成。
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Schwerdt and Wuppermann (2011)では講義時間の多寡が子どもの学力に影
響を与えていることを示している。その一方で、Van Klaveren (2011)では授
業時間の中で教員が教室の前で立って講義している間の割合が長くとも、子
どもの学力には影響はないとしている。このように講義時間と子どもの学力
の関係についてはまだ統一的な見解は形成されていない。
また、伝統的な指導方法と現代的な指導方法のどちらが子どものが学力を向

上させる上で効果的かという点に着目する研究も多い。このような研究では、
上述の講義時間の様に子どもに一方的に知識を伝授する伝統的指導方法と子
どもの学習における主体性を重視する現代的指導方法を対比させ、後者が前
者に対して優先するような仮説を検証の対象にしている。Bietenbeck (2014)

では伝統的指導方法と現代的指導方法を対比し、前者が子どもの学力に対し
てポジティブな影響を与えているとしている。Lavy (2015)では伝統的授業
方法は低い SESの子どもに高い正の影響を与えていることが示されている。
Hidalgo-Cabrillana and Lopez-Mayan (2018)では授業で用いられた指導方
法について教員と子どもではその認識が大きく異なることを示し、現代的指
導方法は子どもの学力に正の影響があったとする。
またその他、個々の指導方法も検証の対象になってきた。Comi et al. (2017)

では ICTを用いた指導方法を評価しその利用方法によって効果が異なりうる
という結果を導いている。Tanaka and Ishizaki (2018)では日本において、リ
メディアル教育が子どもの学力に正の効果を与えうる可能性を指摘している。
また、Bessho et al. (2019)も同様に日本のデータを利用した傾向スコアマッ
チングを用いて、指導方法が効果を持ちうる可能性を検討している。
以上のように、今まさに指導方法についての研究は急速に進められている

ところである。その研究結果は必ずしも研究間で整合的であるとは言えない
ものの、学術的な見解を下すほど研究は蓄積されてない。場合によっては教
員の特徴についての研究のように、指導方法と子どもの学力の間には強い関
係性はない可能性が高いという見解に今後落ち着く可能性さえある。しかし
そのような議論を行うためにも、今後さらなる成果の蓄積が求めらている。
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第3章 教員付加価値から見た教員
の役割について－日本の小
学生を例にして－

概要
教員が子どもの能力の成長に与える影響について、多くの研究者や政策担

当者がそれぞれの国のデータを用いて検証してきた。その一方で日本の教員
を対象に行われた分析は非常に少なく、子どもの能力の成長に教員がどの程
度影響を持っているのかはよく分かっていない。本稿では日本のある自治体
における個票データを用いて教員付加価値を推定し、教員が子どもの能力の
成長に与える影響について記述的に分析した。その際には、学力のみならず
学習方略や非認知能力並びに学級での子ども・教員間の関係性を対象にして
教員付加価値を求めた。その結果として学力や学習方略に対して個々の教員
の違いが与える影響力が取りうる値の範囲は広かった一方で、非認知能力や
学級での子ども・教員間の関係性に対して教員の違いは子ども全体の変動の
うち少なくとも 5%から 8%以上を説明していた。更に、教員付加価値間の相
関係数から、学力を伸ばすことが得意な教員と非認知能力・学習方略を伸ば
すことが得意な教員は異なるという結果を得た。以上の結果から、教員の違
いは学力より非認知能力に対して重要である可能性が示唆された。

3.1 はじめに
教員が子どもの能力の成長にどのように寄与しているのかという問いは、

現代において教員付加価値に関する研究として深化している。教員付加価値
とは教員が担当した子どものアウトプット（往々にして学力を指す）の平均
的な増加分のことであり1、教員の質を計測した指標としてしばしば用いられ
る。多くの研究がこの教員付加価値をどのように推定するか、または推定さ
れた教員付加価値が子どもの能力の成長にどのように関係しているかを考察
してきた (Kane and Staiger, 2008; Chetty et al., 2014a; Lefgren and Sims,

1Jackson et al. (2014) では“ a label given to systematic variation in output across
students assigned to the same teacher”と定義されている。
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2012)2。それのみならず、実務面でも教員の評価に用いようとする動きもあ
り、研究・実務両面においては教員付加価値という指標は注目を集めている。
しかし、学力以外の教育成果に対して教員付加価値を分析した研究は必ず

しも多くはない。教員付加価値についての研究の多くは学力を対象にしてお
り、非認知能力などを対象に教員付加価値を推定し考察する研究は一部にと
どまる (Jackson, 2018; Kraft, 2019)。教育成果について多くの人が最初に思
い浮かべるのが学力ではあるものの、子どもにとっての教育成果は学力のみ
に限られるわけではない。特に、子どもの人的資本蓄積において非認知能力
などの学力で表現できない能力の重要性が指摘されて久しい。そして教員が
子どもに与える影響もまた、学力に対する影響に限られるわけではない。教
員は子どもとのコミュニケーションを通じて非認知能力に対する影響を含め
た多様な影響を子どもに与えうる。そのため、教員付加価値については様々
な教育成果を対象とした研究が必要である。
更に、日本を対象にした教員の効果に対する定量的研究は非常に少ない。

教育システムや学校を取り巻く状況は国によって大きな違いがあるため、海
外での研究成果をどの程度日本においてそのまま適用可能かについては慎重
な議論が必要である。そのため、その国独自のデータに基づく研究の蓄積は
重要であるのにもかかわらず、日本の教員を対象にした研究は乏しいのが現
状である。例えば、国際学力調査を用いた教育生産関数の文脈で教員の影響
を分析する研究は存在する (Hojo and Oshio, 2012; Hojo, 2012)が、これら
は教員の効果を分析することを目的とした研究ではなく教員の特徴を教育生
産関数の 1つの引数として捉えたものである。また二木 (2017)が日本にお
ける教員効果に関する数少ない量的研究であるが、あくまで都道府県レベル
での集計値に対する議論であり教員個人の教育効果を分析するものではない。
教員の効果について知ることには政策的な意味も大きいため、日本を対象に
して教員付加価値の研究を行う意義は大きい。
本稿では小学校の教員を対象にして教員付加価値の推定を行いその記述的

な分析を行う。教員付加価値の推定には日本のある自治体における全ての子
どもと教職員を対象に 3年に渡って行われた調査のデータを用いた。その調
査では、毎年 4月に子どもに対する学力調査と質問紙調査及び教員に対する
質問紙調査を行っている。特に、子どもに対する質問紙調査の中では非認知
能力や学習方略に加えて学級の様子について尋ねており、本稿では学力に限
らない多面的な教育成果に対する教員付加価値の推定をすることができた。
そして、得られた教員付加価値の分布や相関を見ていくことで、教員付加価
値が持っている性質を考察した。
結果として、学力や学習方略に対して個々の教員の違いが与える影響力が

取りうる値の範囲は広かった一方で、非認知能力や学級での子ども・教員間

2元々、子どもは学校という場所を通して多くの時間を教員と共に過ごすため、教員が子ど
もに対して強い影響力を持ちうることを多くの研究が指摘してきた (Hanushek, 1986, 2006;
Ammermüller et al., 2005; Hojo and Oshio, 2012)。
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の関係性に対して教員の違いは子ども全体の変動のうち少なくとも 5%から
8%以上を説明していた。更に、学力の教員付加価値と非認知能力の教員付加
価値の間の相関は小さく、統計的に有意ではなかった。これは、学力を伸ば
すことが得意な教員と非認知能力を伸ばすことが得意な教員が異なることを
示唆する。最後に、高い教員付加価値を持つ教員の観察可能な特徴を見つけ
ることはできなかった。すなわち、年齢や性別といった教員の観察可能な特
徴と推定された教員付加価値との間に統計的に有意な関係はなかった。
これらの結果は教員付加価値研究において次の様な意味を持つ。まず第一

に、非認知能力や学習方略に対する教員付加価値のあり方を調べた数少ない
研究であるということである。管見の限りセルフコントロールや自己効力感、
学習方略に対する教員付加価値を現代的な手法で推定した研究は本研究が初
めてである。特に学習方略については、認知能力が伸ばすことができる教員
であっても学習方略を伸ばすことが出来る教員とは限らず、そのため子ども
の学習のあり方を教員が変えると言うよりむしろ授業の方法など授業時間に
おける教員のあり方の違いが教員付加価値の違いにもつながっているのでは
ないかという示唆を得た。第二に、日本における現代的な手法による教員付
加価値として管見の限り初出であるということである。その結果、非認知能
力に対する教員付加価値について、その大きさの水準については小さい可能
性があるものの、日本においてもアメリカにおける研究と同様の結論を得た。
ただし、よりバイアスが少ない推定の必要性や子どもの長期的なアウトカム
に対する教員の影響など、日本においては教員付加価値研究はさらなる進展
を必要とする。
本稿の構成は以下の通りである。第 3.2 節では先行研究を概観する。第 3.3

節ではデータについて述べる。第 3.4 節では推定結果について述べる。第 3.5

節では本稿における結論を述べる。

3.2 先行研究
教員の子どもの教育成果への影響についての研究は古くから存在し3、Hanushek

and Rivkin (2006)によればそれらの研究は 3つの文脈に類型化できる。1つ
目は労働市場一般における教員の立ち位置 (賃金や志望倍率)を用いて教員の
分析を行うものである。例えば日本を対象にした研究である二木 (2017)は、
労働市場における他職に比べた教員の人気度を用いて分析を行なっている。
これらの研究では総じて、他の産業と比較して優秀な人材が教員になってい
る事が子どもの成績を上げる可能性を検証している。
2つ目は教員の属性が子どもの教育成果に与える影響を分析するものであ

る。ここで言う教員の属性とは、具体的には教員免許の有無や経験年数な

3教育経済学の分野で行われた初期の研究については、Hanushek and Rivkin (2006) にま
とめられている。
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どを指す。近年のこの種の研究例として Jackson and Bruegmann (2009)や
Clotfelter et al. (2010)などを挙げることができる。しかし、これらの方向性
での議論では研究によって結果が異なることが多く (Hanushek and Rivkin,

2006)、研究間で一致して「有効である」とされるような教員の属性は見つ
かっていない。
そして、3つ目が子どもの教育成果に対する教員付加価値を計算して分析す

る研究群である。教員付加価値とは子どもの教育成果の成長に対する教員の
貢献を指した言葉であり4、もとより観察不可能な概念である。そのため、多
くの場合は教員ごとの教員付加価値をデータから推定することになる。しか
し、この推定をどの様に定式化するかについては必ずしも決まりきった手法
があるわけではない。近年はKane and Staiger (2008)に示された経験ベイズ
的な手法を用いて教員付加価値を推定する研究が多く (Chetty et al., 2014a;

Lefgren and Sims, 2012, など)、これらの研究は総じて教員付加価値が子ども
の教育成果に対して一定の重要な役割を担っていることを報告している。そ
の推定が含意している仮定の妥当性を巡った議論 (Rothstein, 2010; Kinsler,

2012)もなされているが、一方で実験的な状況を用いて教員付加価値が因果
的な効果を持つ事を示す研究が存在する (Chetty et al., 2014a)。
しかし、学力以外の教育成果に対する教員付加価値の研究には蓄積が乏し

い。教員が子どもに影響を与えるのは学力だけではなく、教室におけるコミュ
ニケーションを通じて教員は様々な影響を子どもに与えうる。例えば Chetty

et al. (2014b)では、良い教員は子どもの大学進学率や将来的な収入、貯蓄率
や 10代での妊娠率に影響を明らかにしていることを示している。しかし、上
述の研究を始め多くの教員付加価値を扱った研究はテストスコアに対する付
加価値を分析しており、学力以外への教育成果に対して教員が持っている影
響力についてはよく分かっていない。数少ない例として、Jackson (2018)は
子どもの出席率や停学といった社会行動に対する教員付加価値を推定し分析
を行っている。しかしこの結果がどれほど一般的であるかなどはよく分かっ
ておらず、更なる研究が必要である。
更に、非認知能力と教員付加価値に関する議論には教員の能力の多次元性

という論点が存在する。すなわち、学力以外の教育成果を対象にして教員付加
価値を計算できるということは、ある教員の教員付加価値は学力や非認知能力
など教育成果の数だけ存在することになる。そのため、教員の能力は「良い/

悪い」で表される 1次元的な概念ではなく、「学力について良い/悪い」「非認
知能力について良い/悪い」と続く多次元的なものになる。そして、この論点
は、教員評価などの文脈では一層重要な問題になる。何故ならば、ある教員の
付加価値への評価として「良い/悪い」を一概に定めることができなくなるか
らである。認知能力を伸ばすことに長けた教員が、非認知能力を伸ばすことに
長けている保証はない。もしくは同じ認知能力であっても国語を伸ばすこと

4Jackson et al. (2014) は近年の教員の付加価値に関する研究動向をまとめている。
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に長けた教員が算数を伸ばすことにも長けているとは限らない。このように、
教員の能力の多次元性について言及した論文として、上述の Jackson (2018)

では中学 3年生という比較的高年齢の子どもを対象に、認知能力と非認知能
力の教員付加価値の間の相関が弱いことを報告している。また、Goldhaber

et al. (2013)では米国ノースカロライナ州のデータを用いて、小学校レベル
での教員の付加価値の科目間相関を算出し、国語科目と数学科目の付加価値
相関係数が 0.7程度であることを報告している。しかし、非認知能力につい
ての研究がもとより少ないため、同様に上述の結果がどれほど一般的である
かなどはよく分かっていない。
最後に、日本を対象にした教員の付加価値についての研究は非常に少ない

ことについて詳述する必要がある。国際学力調査を用いた教育生産関数の推定
の文脈で教員の影響を分析する場合は存在する (Hojo and Oshio, 2012; Hojo,

2012)。しかし、これらは教員の効果を分析することを目的とした研究ではな
い。上述の二木 (2017)は日本におけるある程度の規模のデータセットを用い
た数少ない教員効果に関する研究であり、教員の質が子どもの欠席率を減少
させうるとしている。しかし、あくまで都道府県レベルでの集計値を用いた
分析であり、個々の教員の違いを十分に反映できていない可能性がある (集計
バイアス)。

3.3 データ
本稿では 2016年－ 2018年 (調査は 2015年から行われている)にかけて行

われた日本のとある県 Sにおける学力テストのデータを用いる。テストは毎
年 4月に行われ、テストと同時に非認知能力や普段の生活の様子を尋ねる質
問紙調査を行った。テストを受けた生徒にはユニークな IDが振られ、経年
で同一生徒を特定することが可能な設計になっている。調査の対象になった
のは、S県における政令指定都市を除く全ての市町村の公立小学校及び公立
中学校に所属する小学 4年生から中学 3年生までの生徒である。すなわち、
小学 4年生から中学 3年生を対象にした悉皆調査として行われた。およそ生
徒数では 30万人程度、学校数では 1064の学校（小学校が 708校、中学校が
356校）の生徒が参加した。
上記の調査に加え、S県の市町村の一つである T市に勤める小中学校の全

ての教員を対象に質問紙調査を 2016年から 2018年にかけて行った。これは
教員の授業での実践を尋ねるもので、教員一人一人にユニークな IDが振ら
れ経年で同一教員を特定することが可能な設計になっている。ただし日本に
おける公立学校の人事制度においてある教員は必ずしも同じ学校に所属し続
けるわけではなく、T市以外の市町村への転出も多い。また全ての教員が毎
年学級を一つ担当するわけでもなく、中には副担任などの形で自分の担当学
級を持たない教員もいる。これらの理由から、複数年度で担当クラスを持っ
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ている教員は少なくなってしまうことに注意をしなければいけない。本稿で
は教員のデータを用いるために、この T市のみのデータを取り扱った。
また今回分析に用いたのは小学校での教員データだけで、中学校での教員

データは分析に用いなかった。その理由は、小学校と中学校では学級に対す
る教員の割り当て方として教科担任制か学級担任制かという違いがあるから
である。日本の教育システムにおいては、多くの小学校の教員は一つの学級
を受け持ち全ての科目を教えることになる5。一方で、多くの中学校では教員
は専門科目を持ち、複数の学級で授業を行うことになる。その場合、中学生
の能力の成長をどの教員の貢献と見做すことができるかは不明瞭である。例
えば、子どもの国語の能力が成長していた場合は国語を担当した教員の貢献
であると言えるだろう。しかし、非認知能力が成長していた場合は、どの科
目の教員の貢献なのかを判断するのは困難である。以上の理由から、本稿で
は小学校の教員のみを分析の対象とした。まとめると、本稿で分析の対象と
なるのは、T市の小学校 (その小学校数は 12校)に通う 4年生から 6年生の
子ども及び教員である。
S県 T市の子どもが置かれている状況は必ずしも日本の教育状況そのもの

を表しているわけではないため、外的な妥当性には十分な検討が必要である。
S県は東京近郊に所在する県であり、その中でもT市は人口 13万人程度の中
規模都市である。また、T市の公立小学校における 2016年度の所属教員１人
当たり児童数は 20.5人であり6、日本の公立小学校平均の 15.5人と比べると
大きい。一方で、T市に住む人の平均的な課税対象所得は 350万円7であり日
本平均の 321万円と比べ高く、日本の中では比較的所得の高い人が居住する
都市であると言える。この様に T市をとりまく教育環境や家庭の状況は必ず
しも日本のあらゆる地域と同一ではない。そのため、本校における T市を対
象にした分析が他の市町村を対象にしたときにどの程度適用可能であるかに
ついては十分に注意をする必要がある8。
表 3.3および表 3.4ではデータで用いる変数についての記述統計を示した。

表 3.3には子どもを単位とする変数について平均値、標準偏差及びサンプルサ
イズを年度・学年ごとに示した。「標準化の有無」と記された列に「◯」がつ
いている行の値は全て、標準化を行った後の値である9。また、調査が行われ
たのは毎年 4月であることには注意が必要である。ある年の 4月に行われた
調査の結果は、その前年度の状況を反映していると考えられる。例えば、表

5ただし習熟度別学級の実施などにより、一部科目において複数の学級を担当するような状況
は存在する。

6平成２８年度学校基本調査より算出。なお本統計で言う教員とは学校に所属する教員全てを
指し、その中には養護教諭など学級を受け持たない教員も含まれる。そのため、ここで示した値
は平均的な学級規模とは異なることに注意が必要である。

72013 年度総務省『市町村税課税状況等の調』より、納税義務者一人当たり課税対象所得を
算出した。

8一方で、学習指導要領などを通じて公立小学校では標準化されたカリキュラムが提供されて
おり、T 市と日本の他の地域の教育環境には共通する要素も多い。

9ただし、全ての子どもを対象に標準化を行った後に、前年度に紐づく教員がいないような子
どもは取り除き計算したため厳密に平均 0 分散 1 になっているわけではない。
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3.3において 2016年 5年生の値は、2015年 4年生時の状況を反映した値と考
えられる。そのため、教員もその前年の状況に紐付けられる（例えば、2016

年 5年生の子どものデータに紐付けられる教員は、2015年 4年生時点の教員
である）。表 3.4では得られた教員についての情報をまとめている。表 3.4上
段では教員の数を年度及び学年ごとに分けて示し、表 3.4下段では教員を単
位とする変数の記述統計を示した。以降ではデータで用いる変数について記
述する。

認知能力
認知能力を表す値として、国語と算数の学力の推定値を用いる。すなわち、

S県学力調査では小学生に対して国語と算数のテストを実施しており、その
結果から IRT(Item Response Theory)を用いて個人の科目ごとの学力の推定
値を算出した。加えて本稿では分析にあたって全ての学力の推定値を年度・
学年及び科目ごとに平均 0・分散 1に標準化を行なった。この操作によって標
準化された学力は、実質的に学年内での相対的な高低を表すことになる。こ
の IRTによって算出された標準化された学力推定値を以降では認知能力の値
として分析の対象とする。

非認知能力及び学習方略
また、調査ではテストとは別に質問紙調査によって、子どもの非認知能力

や学習方略を尋ねている。この「非認知能力」という言葉はある能力を具体的
に指し示すものではなく、認知能力の尺度では捉えられないような性格的特
徴などの個人的な属性を広く指す概念として用いられている (Heckman and

Kautz, 2012)。特にその「能力」という用語法は、それらの属性のうち訓練
などによって学習可能である部分に着目していること表している。この非認
知能力という言葉が指し示す広範な概念のうち、本研究では「セルフコント
ロール」および「自己効力感」の 2つの能力を対象に分析を行った。
このように非認知能力といいう言葉が指し示す範囲は非常に広範であるの

にもかかわらず、本稿で分析しているのはそのうち「セルフコントロール」
および「自己効力感」であることには注意が必要である。すなわち本稿で議
論が可能であったのは、非認知能力そのものではなくその下位尺度でしかな
い。本稿ではこれらのセルフコントロールおよび自己効力感に対する教員付
加価値の分析を通じて学力に限らない「非認知能力」の教員付加価値の特徴
を考察していく。しかし、セルフコントロール・自己効力感以外にも子ども
の非認知能力 (社会情緒的能力)を構成するような能力は存在しする。そして
その非認知能力に対する教員付加価値がセルフコントロール・自己効力感に
対する教員付加価値と同様の性質を持つとは限らない。このような分析の射
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程を巡っては注意深く結果を解釈する必要があり、また学術的な研究として
もこのような議論の射程を広げていくような研究が待たれる。本章では取得
できたデータにおける都合から上記２つの非認知能力の下位尺度を対象にし
た分析を行うが、3.2で述べたように非認知能力を対象にした教員付加価値研
究が少ない研究状況では本稿の価値は失われることはない。
以下ではそれらのセルフコントロールおよび自己効力感の定義の詳細につ

いて記述する。

3.3.1 セルフコントロール
セルフコントロールとは、「理想、価値観、道徳、社会的期待などの基準に合

わせて自分自身の反応を変化させ、長期的な目標の追求をサポートする能力」
と定義される (Baumeister et al., 2007)。このセルフコントロールの能力が高
いことは、自らの行動の意識的な制御を通じて、学業や勉強時間 (Tsukayama

et al., 2013)、また賃金などの労働条件などを予測することがこれまで示され
てきている (李嬋娟, 2014)。
本研究ではTsukayama et al. (2013)で示されたセルフコントロール尺度を

日本語に翻訳したものを用いる。この尺度は学齢期の子どもを対象に開発さ
れたセルフコントロール尺度であり、比較的簡易的にセルフコントロールを
測定することができるという特徴をもっている。Tsukayama et al. (2013)で
は、この尺度で測定されたセルフコントロールの値によって、GPAや勉強時
間・TVゲームに費やす時間などを予測できることが示されている。尺度を
構成する具体的な質問項目については表 3.1に示した。各々の質問は 5件法
によって回答され、尺度を計算する際には点数が高いほどセルフコントロー
ルが高いことを指し示すように変換を行った (例えば「授業で必要なものを
忘れた」という項目に対して 1(ほとんどない)と回答された場合は、指し示
す値を 5とした)。最終的にこれらの質問項目が指す値を合計して、「セルフ
コントロール」の値として用いた。

3.3.2 自己効力感
自己効力感とは「個人がある状況において必要な行動を効果的に遂行でき

る可能性の認知」と定義される (成田 健一他, 1995)。すなわち、自己効力感
の低い人は特定のタスクを達成することができないと考え、そのタスクを避
けようとするのに対し、自己効力感の高い人はタスクが困難であっても達成
に向けて動こうとすると考えられる。自己効力感について心理学的研究は、高
い自己効力感は高い学業成績 (Multon et al., 1991; Richardson et al., 2012;

Behncke, 2012)と関係があることを示している。
本研究では Pintrich and de Groot (1990) で示された尺度のうち Self-

Efficacy for Learning and Performance 下位尺度を日本語に翻訳したもの
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を用いる。この尺度は子どもの学習動機づけを構成する尺度として開発され、
子どもの学業成績と正の相関を持っていることが示されている。尺度を構成
する具体的な質問項目については表 3.1に示した。各々の質問は 5件法によっ
て回答された。最終的にこれらの質問項目が指す値を合計して、「自己効力
感」の値として用いた。

3.3.3 学習方略
学習方略とは学習のやり方を表すメタ的な認知能力として主に教育心理学

の分野で研究がなされてきている (佐藤, 1998; Pintrich et al., 1991)。学習方
略が高い子どもは、学習のやり方を工夫する中でその学習の成果を高めるこ
とができると考えられる。Pintrich and de Groot (1990)といった心理学的研
究が、高い学習方略が高い学業成績につながることをこれまで示している。
本研究では佐藤 (1998)で示された学習方略尺度を用いる。当該尺度はPin-

trich and de Groot (1990)や Pintrich et al. (1991)をもとに、その下位尺度
を整理しながら日本の小学生・中学生を対象に開発された心理尺度である。
尺度を構成する質問項目については表 3.2に示した。各々の質問は 5件法に
よって回答され、尺度を計算する際には点数が高いほど学習方略が高いこと
を指し示すように変換を行っている (例えば「授業の内容が難しいときは，や
らずにあきらめるか，簡単なところだけ勉強する」という項目に対して 1(ほ
とんどない)と回答された場合は、指し示す値を 5とした)。最終的にこれら
の質問項目が指す値を合計して、「学習方略」の値として用いた。
これらの値はそれぞれ複数の質問項目 (表 3.1・表 3.2)の回答 (5件法)を足

しあげることで得られる。更に分析においては学年ごとに平均 0・分散 1に
標準化を行い、学年内での相対的な高低を表す値に直した。このうちセルフ
コントロールと自己効力感の 2つの非認知能力は一部の学年でしか尋ねてい
ないことに注意が必要である。すなわち、セルフコントロールは 2016年に
中学１年生であった学年と 2017年に 5年生であった学年にのみ尋ねており、
自己効力感は 2016年に 5年生であった学年にのみ尋ねている。そのため非認
知能力をアウトカムとして用いた分析では、他の変数をアウトカムとした分
析に対して用いることができるサンプルが少なくなる。
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項
目

逆
転
項
目

質
問

セ
ル
フ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

✓
授
業
で
必
要
な
も
の
を
忘
れ
た

✓
他
の
子
た
ち
が
話
を
し
て
い
る
と
き
に
，
そ
の
子
た
ち
の
じ
ゃ
ま
を
し
た

✓
何
か
乱
暴
な
こ
と
を
言
っ
た

✓
机
・
ロ
ッ
カ
ー
・
部
屋
が
散
ら
か
っ
て
い
た
の
で
，
必
要
な
も
の
を
見
つ
け
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た

✓
家
や
学
校
で
頭
に
き
て
人
や
も
の
に
あ
た
っ
た

✓
先
生
が
，
自
分
に
対
し
て
言
っ
て
い
た
こ
と
を
思
い
出
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た

✓
き
ち
ん
と
話
を
聞
か
な
い
と
い
け
な
い
と
き
に
ぼ
ん
や
り
し
て
い
た

✓
イ
ラ
イ
ラ
し
て
い
る
と
き
に
，
先
生
や
家
の
人
（
兄
弟
姉
妹
を
除
き
ま
す
）
に
口
答
え
を
し
た

自
己
効
力
感

授
業
で
は
よ
い
評
価
を
も
ら
え
る
だ
ろ
う
と
信
じ
て
い
る

教
科
書
の
中
で
一
番
難
し
い
問
題
も
理
解
で
き
る
と
思
う

授
業
で
教
え
て
も
ら
っ
た
基
本
的
な
こ
と
は
理
解
で
き
た
と
思
う

先
生
が
出
し
た
一
番
難
し
い
問
題
も
理
解
で
き
る
と
思
う

学
校
の
宿
題
や
試
験
で
よ
い
成
績
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
と
思
う

学
校
で
よ
い
成
績
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
と
思
う

授
業
で
教
え
て
も
ら
っ
た
こ
と
は
使
い
こ
な
せ
る
と
思
う

授
業
の
難
し
さ
，
先
生
の
こ
と
，
自
分
の
実
力
の
こ
と
な
ど
を
考
え
れ
ば
，
自
分
は
こ
の
授
業
で
よ
く
や
っ
て
い
る
ほ
う
だ
と
思
う

表
3.
1
:
質
問
リ
ス
ト
:非
認
知
能
力

注
）
本
表
で
は
変
数
「
セ
ル
フ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
」「
自
己
効
力
感
」
及
び
「
勤
勉
性
」
を
構
成
す
る
質
問
を
ま
と
め
た
。
列
「
逆
転
項
目
」
に
チ
ェッ
ク
マ
ー
ク
が
つ
い
て
い
る
場
合
、
そ
の
質
問
は
測
定
の

向
き
が
他
の
質
問
と
逆
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
全
て
の
質
問
に
対
し
て
、
回
答
は

5
件
法
で
得
ら
れ
た
。
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項
目

逆
転
項
目

質
問

学
習
方
略
す
べ
て

勉
強
の
や
り
方
が
，
自
分
に
合
っ
て
い
る
か
ど
う
か
を
考
え
な
が
ら
勉
強
す
る

勉
強
で
わ
か
ら
な
い
と
こ
ろ
が
あ
っ
た
ら
，
勉
強
の
や
り
方
を
い
ろ
い
ろ
変
え
て
み
る

勉
強
し
て
い
る
と
き
に
，
や
っ
た
内
容
を
覚
え
て
い
る
か
ど
う
か
を
確
か
め
る

勉
強
す
る
前
に
，
こ
れ
か
ら
何
を
勉
強
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
に
つ
い
て
考
え
る

勉
強
す
る
と
き
は
，
最
初
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
始
め
る

勉
強
を
し
て
い
る
と
き
に
，
や
っ
て
い
る
こ
と
が
正
し
く
で
き
て
い
る
か
ど
う
か
を
確
か
め
る

勉
強
す
る
と
き
は
，
自
分
で
決
め
た
計
画
に
沿
っ
て
行
う

勉
強
し
て
い
る
と
き
，
た
ま
に
止
ま
っ
て
，
一
度
や
っ
た
と
こ
ろ
を
見
直
す

勉
強
す
る
と
き
は
，
参
考
書
や
事
典
な
ど
が
す
ぐ
使
え
る
よ
う
に
準
備
し
て
お
く

勉
強
す
る
前
に
，
勉
強
に
必
要
な
本
な
ど
を
用
意
し
て
か
ら
勉
強
す
る
よ
う
に
し
て
い
る

勉
強
し
て
い
て
大
切
だ
と
思
っ
た
と
こ
ろ
は
，
言
わ
れ
な
く
て
も
ノ
ー
ト
に
ま
と
め
る

勉
強
で
大
切
な
と
こ
ろ
は
，
繰
り
返
し
て
書
く
な
ど
し
て
覚
え
る

勉
強
で
わ
か
ら
な
い
と
こ
ろ
が
あ
っ
た
ら
，
友
達
に
そ
の
答
え
を
き
く

勉
強
で
わ
か
ら
な
い
と
こ
ろ
が
あ
っ
た
ら
，
友
達
に
勉
強
の
や
り
方
を
き
く

勉
強
の
で
き
る
友
達
と
，
同
じ
や
り
方
で
勉
強
す
る

勉
強
す
る
と
き
は
，
最
後
に
友
達
と
答
え
合
わ
せ
を
す
る
よ
う
に
す
る

勉
強
す
る
と
き
は
，
内
容
を
頭
に
思
い
浮
か
べ
な
が
ら
考
え
る

勉
強
を
す
る
と
き
は
，
内
容
を
自
分
の
知
っ
て
い
る
言
葉
で
理
解
す
る
よ
う
に
す
る

勉
強
し
て
い
て
わ
か
ら
な
い
と
こ
ろ
が
あ
っ
た
ら
，
先
生
に
き
く

新
し
い
こ
と
を
勉
強
す
る
と
き
，
今
ま
で
に
勉
強
し
た
こ
と
と
関
係
が
あ
る
か
ど
う
か
を
考
え
な
が
ら
勉
強
す
る

✓
学
校
の
勉
強
を
し
て
い
る
と
き
，
と
て
も
め
ん
ど
う
で
つ
ま
ら
な
い
と
思
う
こ
と
が
よ
く
あ
る
の
で
，
や
ろ
う
と
し
て
い
た
こ
と
を
終
え
る
前
に
や
め
て
し
ま
う

今
や
っ
て
い
る
こ
と
が
気
に
入
ら
な
か
っ
た
と
し
て
も
，
学
校
の
勉
強
で
よ
い
成
績
を
と
る
た
め
に
一
生
懸
命
が
ん
ば
る

✓
授
業
の
内
容
が
難
し
い
と
き
は
，
や
ら
ず
に
あ
き
ら
め
る
か
，
簡
単
な
と
こ
ろ
だ
け
勉
強
す
る

問
題
が
退
屈
で
つ
ま
ら
な
い
と
き
で
も
，
そ
れ
が
終
わ
る
ま
で
な
ん
と
か
や
り
続
け
ら
れ
る
よ
う
に
努
力
す
る

子
ど
も
・
教
員
間
の
関
係
性

学
級
で
の
生
活
は
楽
し
か
っ
た
で
す
か

学
級
は
落
ち
着
い
て
学
習
す
る
雰
囲
気
が
あ
り
ま
し
た
か

学
校
の
友
達
は
自
分
の
よ
い
と
こ
ろ
を
認
め
て
く
れ
ま
し
た
か

学
校
の
先
生
た
ち
は
自
分
の
悩
み
の
相
談
に
の
っ
て
く
れ
ま
し
た
か

表
3
.2
:
質
問
リ
ス
ト
:学
習
方
略
、
学
級
で
の
子
ど
も
・
教
員
間
の
関
係
性

注
）
本
表
で
は
変
数
「
学
習
方
略
」
及
び
「
学
級
で
の
子
ど
も
・
教
員
間
の
関
係
性
」
を
構
成
す
る
質
問
を
ま
と
め
た
。
列
「
逆
転
項
目
」
に
チ
ェッ
ク
マ
ー
ク
が
つ
い
て
い
る
場
合
、
そ
の
質
問
は
測
定
の

向
き
が
他
の
質
問
と
逆
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
「
学
習
方
略
」
を
表
す
質
問
に
対
し
て
回
答
は

5
件
法
で
得
ら
れ
、「
学
級
で
の
子
ど
も
・
教
員
間
の
関
係
性
」
を
表
す
質
問
に
対
し
て
は
回
答
は

4
件
法
で

得
ら
れ
た
。
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子ども・教員間の関係性
更に学級風土 classroom climate、特にその中でも学級での子ども・教員間

の関係性を対象にして教員付加価値を推定する。学級風土 (もしくは学校風土
school climate)とは子どもの学級生活の質や特徴を表し、主に教育心理学や
教育社会学で研究されている概念である (Wang and Degol, 2016; Berkowitz

et al., 2017)。その中では学級・学校における規範、価値観及び人間関係など
が子どもの学級での生活に働きかけ、学力や行動にまで影響を与えるのでは
ないかと考えられている (Hopson and Lee, 2011)。そして、その学級風土の
要素の一つとして、学級における子ども・教員間の関係性は挙げられている
(Wang and Degol, 2016)。
本稿では、この学級における子ども・教員間の関係性について分析を行う。

調査では前年度の学級における教員及び友人との関係について、4つの質問
（全て４件法）によって子どもに尋ねた (表 3.2)。それらの項目全てを足し合
わせて学級での子ども・教員間の関係性を表す変数とした。更に分析におい
ては学年ごとに平均 0分散 1に標準化を行った。

その他の変数
調査において子どもの家庭での状況などを子どもに尋ねて調査している。

そのうち、本稿では (1)週あたりの通塾時間（8件法）及び (2)家庭にある
本の冊数 (5 件法) を用いる。これらは共に子どもの家庭に社会経済的地位
(Socio-economic Status、以降 SESと表記)を表す代理変数として用いる。前
者は経済資本を表す変数であり、後者は文化資本を表す変数である。

教員
ある教員は必ずしも T市に留まり小学校高学年を対象に教鞭を取り続ける

とは限らない。表 3.4上段では教員質問紙への回答を得ることができた教員の
数を年度及び学年に分けて示し、同時に年度ごとに調査に新たに参加した教
員の数及び調査への参加が認められなくなった教員の数を示した。調査に参
加する教員数は学校内の配置転換や人事異動によって変わると考えられる10。
例えば、T市からの転出もしくは転入によって教員質問紙への調査の可否は
変わってくる。そのようにして、ある年に調査に参加した教員のうち凡そ半
分は次の年には調査に参加しなくなる。例えば、2017年度において調査に参
加した小学校教員の数は 80人であったが、その内 37人が 2018年度の調査
には参加していない。このように、調査に参加した教員ののべ総数に対して、
継続して調査に参加し続ける教員の数は少なくなってしまう。本稿では 2016

年度－ 2018年度に渡って一度でも調査に参加した教員を対象に分析を行う
10無論、あえて調査に参加をしないという教員も存在する。
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が、そのうち単年度しか調査に参加していない教員も存在することには注意
が必要である。
また小学 4年から小学 6年の学級を担当した全ての教員が調査に参加した

わけではない。調査に参加していない教員の数を示すため、表 3.4上段では
調査の対象となった学級の数を同時に示している。例えば、2016年度におい
て調査の対象となった学級は 109学級あるのに対し、調査に参加した教員は
82人であり全体の約 80%である。これらの調査に参加していない教員が存在
することには注意が必要である。次節の式 3.1で求めるような教員付加価値
の推定値が調査に参加していない教員の存在でバイアスされるわけではない
が、その一方でやはり本稿の分析によって教員付加価値を得ることができる
教員には偏りが出てしまう可能性は存在する。すなわち、教員という言葉で
名指ししたい集団とは違う母集団を対象に分析をしてしまう可能性が存在す
る。平成 28年度学校教員統計調査 (文部科学省)によれば T市の小学校の教
員の平均年齢は 40.2歳である。一方で、表 3.4下段に示したように T市教
員調査上の教員の平均年齢は 36.2歳であり、T市教員調査に参加した教員の
年齢は T市の小学校に所属している教員の年齢と比べて 4歳ほど低い。しか
し、学校教員統計調査の対象となった教員には小学校低学年の教員や学級を
持たない管理職の教員も含まれるため、この平均年齢の差が T市教員調査に
参加していない教員によるものであるとすることは難しい。このように調査
に参加していない教員の特徴をデータから分析をすることはできないが (そ
もそも調査に参加していないためデータ上に存在しない)、本稿の分析結果は
T市教員が調査に参加している教員を母集団としたものであることには十分
に留意して解釈を進める必要がある。
教員質問紙では担当した学級の他に、教員の特徴について尋ねている。表

3.4下段にはその記述統計を示した。例えば平均的な年齢は 36.2歳であり、
全国の公立小学校教員の平均年齢である 43.4歳11に比べると若いことがわか
る。また、教員の出身大学については注意が必要である。すなわち、出身大
学 (大学院)について回答が得られたのは 62人のみであり、データを得られた
教員の総数の半分以下であった。これは、2016年に行った調査においてのみ
教員に卒業した大学 (大学院)を尋ねることが可能であり、2017年度－ 2018

年度に新たに調査に参加した教員については相当する質問を行うことができ
なかったためである。

11平成 28 年度学校教員統計調査より。
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(a) 調査に参加した教員 (学級)の数
4年 5年 6年 ALL IN OUT 学級数

年度
2015 28 26 28 82 82 0 109

2016 26 30 24 80 42 44 120

2017 37 32 34 103 60 37 122

(b) 教員の特徴
年齢 教員歴 女性教員 出身大学偏差値

教員
36.210

(167,10.320)
12.416

(166,10.101)
0.509

(167,0.501)
49.338

(62,7.465)

表 3.4: 記述統計 (教員)

注）本表では、本稿で用いている変数のうち教員を単位とする変数の記述統計を示している。上
段では、本稿で教員付加価値の推定の対象とした教員の数を示した。小学校では１人の教員が 1
つの学級を担当するため、教員の数はそのまま学級の数を表す。行は年度を表す。1 列目 (「4
年」)から 3列目（「6年」）までは、学年ごとに教員が何人いるかを示し、4列目（「ALL」）は
その合計を表す。5 列目 (「IN」) は新たに教員質問紙に参加した教員の数を表し、6 列目
（「OUT」）は教員質問紙に参加しなくなった教員の数を表す。7列目（「学級数」）は、調査の対
象となった学級の数を表す。下段では、教員の特徴を表す変数の記述統計を示した。各々のセル
では、対応する変数について「平均 (サンプルサイズ、標準偏差)」という記述方法を用いてい
る。データ単位は全て、教員１人である。

3.4 推定戦略と推定結果
3.4.1 教員付加価値の推定
教員付加価値を推定するために、ある子どもの教育成果を次のような教育

生産関数で表すことができるとする12。

yit = αyit−1 +Xitβ + µj + θc + ϵit (3.1)

yitは t年における子ども i の教育成果を表す。本稿では教育成果として、学
力（国語、算数）の他に非認知能力（自己効力感、セルフコントロール）や
学習方略及び学級での子ども・教員間の関係性を考える。Xit は観察可能な
子ども iの特徴を表し、本稿では SESの代理変数として家庭にある本の冊数
及び通塾時間を用いる。θcは子ども iが所属する学級 cの効果を表し、µj は
学級 cを担当する教員 j の付加価値を表し、ϵit は子ども iの t年におけるそ
の他の要因全てを表す。µj・ θc・ ϵit は全て観察不可能であり、互いに独立
であることを仮定する。

12この定式化の妥当性については Appendix A.1 にて議論を行った
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式 3.1 は付加価値モデルと広く呼ばれるモデルの一つである (Todd and

Wolpin, 2003)。前期の能力を表す yit−1をコントロールすることで、これま
で蓄積された能力もしくは時間変動しない要因の影響を取り除くことを意図
している。そのため、分析に用いる変動は子どもの能力の成長である。教員
付加価値はこの子どもの能力の成長に対する教員の貢献 µj を評価すること
になる。
この教員の貢献の差 µj は教員の特定の特徴の有効性を表すものではなく、

総体的な教員の貢献の差を表すことには注意が必要である。多くの教員の質
研究は「どのような教員が子どもの能力成長を促すことができるのか？」と
いう教員の有効性の要因を探究してきた。本稿においても 4章において、教
員が学級で用いる指導方法に着目をして分析を行なっている。しかし、教員
付加価値研究はそのような有効性の要因研究とは異なる観点から分析を行う
研究である。式 3.1において教員の付加価値として表される µj はデータに
おいてなにか観察可能な値ではなく、教員が子どもに与える影響を表す潜在
的な値として定義されている。その中にはあらゆる教員の要素が含まれてい
る。例えば教員 jの教員付加価値 µj には、教員 jの性別や年齢からどのよう
な指導方法を用いているか、これまでどのような研修を受けてきたのか、ど
のような家庭で育ったのかといった教員 j を構成する全ての要素が含まれて
いる。教員付加価値研究は「そもそも教員によってパフォーマンスの違いは
あるのか？」「パフォーマンスの違いがあるのだとすると、それはどのような
性質にものなのか？」という点に関心を寄せており、その意味では教員の有
効性の要因研究よりも一つ上位の問いになる。もし教員によるパフォーマン
スの違いが存在しないのならば、そのパフォーマンスの差の要因を探ったと
ころで政策などに与える影響は小さい。いずれにせよ、本章で焦点をあてて
るのはそういった教員の相対的な貢献の差であることは強く強調しておく必
要がある。
本稿では教員付加価値 µj をKane and Staiger (2008)の手続きに従って求

める。Kaneらの手法では式 3.1を推定し、その残差を用いて µj の推定値を
計算する。すなわち、式 3.1を sit = yit −αyit−1 −Xitβ = µj + θc + ϵitと書
き直せば、sitは µj という求めたい値に θc と ϵitというノイズが加わった情
報を表す変数と見做せる。この時、ある学級 cはある教員 j によって担任さ
れるため、sit を子ども iが所属するクラス (クラス cに所属する子どもの集
合を Ic と表記する。またその集合の要素数すなわちクラスの人数を ∥Ic∥と
表記する。)で平均した値 sjc は

sjc =

∑
i,i∈Ic

sit

∥Ic∥

= µj + θc +

∑
i,i∈Ic

ϵit

∥Ic∥
= µj + vjc
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となる。ただし学級 cに所属する子どもの集合を Ic で表している。この sjc

は教員付加価値 µj についてのノイズ付きの情報と見做せるため、教員 jの教
員付加価値の期待値 µj はある重み αjc を用いて

E(µj |sjc) =
∑

c,c∈Ij

αjcsjc

で表される13。本稿では以降特に断り無く「推定された教員付加価値」と記述
されている場合、上述の手続きで求めた教員付加価値を指す。現代的な教員付
加価値研究のほとんどが、このデータから得られる情報にその正確度に応じた
重みを与える手法に準拠し教員付加価値を推定しており (Kane and Staiger,

2008; Lefgren and Sims, 2012; Chetty et al., 2014a; Jackson, 2018)、この手
法で求めることはそれらの研究と比較しながら本研究を評価することが出来
るため有用である。
教員付加価値を求める手法には幾つかの派生形がある。Kane and Staiger

(2008)が示した教員付加価値を推定する方法は、ある教員が担当するクラス
や生徒数は有限であることから必ずしも一致性などの統計的な性質が保証さ
れているわけではない。また教員付加価値に期待される性質も状況によって異
なる。例えば、上述の定式化では教員付加価値は時間を通じて一定であること
を前提にしているが、新任の教員が業務経験を通じて徐々にその能力を高めて
いくことなどを考慮に入れようとすれば教員付加価値は時間を通じて変化しう
るものとして定式化する必要がある。そのため、教員付加価値を推定する手法
には複数の教育成果で共通する教員の付加価値を評価した Lefgren and Sims

(2012)や教員の付加価値の時間による変化を許容する Chetty et al. (2014a)

などの幾つかの派生系が存在する。更に、似た手法として式 (1)のうち θc+ϵit

を誤差項を含む観察できない要因 vitなどとして yit = αyit−1+Xitβ+µj+vit

という式を推定し、そのうち教員の固定効果 µj を教員付加価値として用いる
研究も存在する14 。本稿では比較のため、この固定効果を用いた推定も報告
する。
この式 3.1 において µj を識別するための仮定は、µj が θc や ϵit と独立で

ある事である。すなわち、教員 j が内生的に学校や学級に配置されていては
ならず、そのような関係があれば推定された教員付加価値はその割り当て方
に応じたバイアスを含むことになる。このバイアスの方向はその内生的割り
当てがどのようにおこなわれているかによって異なる。例えば、経験の浅い
教員の授業負担を軽くするために SESの高い子どもを優先的に割り当ててい
るとする。そのような子どもが塾などの外部の教育リソースを活用して能力

13重み αjc は µj に関する情報 sjc の正確度を表すパラメータである。具体的な計算方法は
Kane and Staiger (2008) を参照せよ。

14Kane らの手法が教員固定効果の計算と大きく異なる点として、sit の信頼度で教員付加価
値を評価しているという点を挙げることができる。例えば 5 人しかいないクラスを担当する教
員の固定効果と 30 人いるクラスを担当する教員の固定効果ではその信頼度に大きく差があり、
Kane らの手法ではその点を考慮に入れて計算をしていると言うことができる。
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を伸ばしているといった場合、担当教員の教育効果を高く見積もってしまう
可能性がある。本研究は実験的もしくは準実験的な状況を利用した研究では
ないため、この仮定が成立しているかどうかは注意深く検討する必要がある。
その仮定の妥当性を考えるために、表 3.5では教員と子どもの観察可能な

特徴の間に相関が無いかを調べた。具体的には子どもの特徴を (学校固定効
果・年度・学年の影響は取り除いた上で)担当した教員の特徴に回帰し、その
係数の推定値を示した。その結果、示した推定値は全て統計的に有意ではな
かった。もちろん、観察されない子どもや教員の特徴を基に教員が内生的に
配置されている可能性もありその検証は今後の研究において重要であるもの
の、子どもの特徴に合わせて教員を内生的に配置している傾向を見つけるこ
とはできなかった。
ただしこのような子どもの観察可能な特徴が教員の配置と相関がないこと

をもって内生的な配置が全くなかったとは言い切れない。本稿で用いるデー
タには含まれなかった要素と関係する形で内生的な配置が行われている可能
性は存在する。しかしほとんど全ての場合において考えられるあらゆる要因
と教員配置が関係ないことを示すことは非常に困難であると考えられる。そ
のような中でKane and Staiger (2008)やChetty et al. (2014a)の研究は、実
験的な状況において推定された教員付加価値が教員のその後のパフォーマン
スに対する予測能力を持つことをもって、そのような内生的配置などのバイ
アス要因だけではない教員付加価値の存在を実証していた。このように実験
的状況を用いて推定された教員付加価値の検証を行うことが上述の仮定の検
証としては最も妥当ではあるものの、本稿も含めて日本におけるそのような
研究は管見の限り存在しない。このような検証の必要性は本稿の大きな限界
点であり、更なる研究の蓄積が求められるところである。

前年度学力 (国語) 前年度学力 (算数) 本の冊数 通塾 女性 就学援助

年齢 推定値
0.000
(0.001)

0.002
(0.001)

0.000
(0.001)

-0.001
(0.001)

0.000
(0.001)

0.000
(0.001)

サンプルサイズ 8051 8048 8011 7904 8051 4904

経験年数 推定値
-0.003
(0.003)

0.001
(0.003)

-0.002
(0.003)

-0.002
(0.001)

0.000
(0.001)

0.001
(0.001)

サンプルサイズ 6491 6488 6460 6381 6491 3811

女性教員 推定値
-0.003
(0.023)

-0.006
(0.023)

0.023
(0.026)

0.002
(0.011)

-0.001
(0.012)

0.000
(0.010)

サンプルサイズ 8088 8085 8048 7940 8088 4904

出身学校の偏差値 推定値
0.000
(0.003)

-0.002
(0.003)

0.003
(0.003)

-0.001
(0.001)

0.000
(0.001)

0.000
(0.001)

サンプルサイズ 3614 3613 3590 3553 3614 2812

表 3.5: 教員と子どもの観察可能な特徴間の相関
注）本表では子どもの観察可能な属性 (前年度学力 (国語・算数)、本の冊数、通塾、女性、就学
援助) を教員の観察可能な特徴 (年齢、経験年数、女性教員、出身学校の偏差値) に回帰した結
果を表している。推定では学校固定効果、学年、年度の影響を取り除いて推定した。各々のセル
では推定値及び標準誤差・有意水準を示しており、「推定値 有意水準 (標準誤差)」という表記法
を用いている。「***」・「**」・「*」はそれぞれ 1%・5%・ 10%の水準で統計的に有意であるこ
とを表す。

また µj が θcや ϵitに対して外生であったとしても、個々の µj を正確に推
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定するためにはある教員に対して複数の学級のデータが必要である (Jackson

et al., 2014)。すなわち、教員が担当するクラス c固有の効果 θcは学級の生徒
間では固有であり、学級内のサンプルを多く集めたところでその影響をとり
のぞくことはできない。そして、複数の学級のサンプルを用いることで、そ
のノイズの影響を軽減することができる。逆に言えばデータにおいて担当学
級の数が少ない教員付加価値の推定値 µ̂j は θcの影響を強く受けてしまう15。
Kane and Staiger (2008)の様な経験ベイズ的手法が用いられるのは、まさに
その様なノイズの大きさだけ教員の教員付加価値 µ̂j を割り引くためであっ
た。本稿では小学校でのデータを取り扱うが、小学校ではある教員は年度ご
とに 1つの学級を担当するため、中には担当した学級が 1つしかないような
教員も存在する。そのため、µ̂j の標準偏差 σ̂µ を報告する際には (表 3.6)そ
のような教員をデータから除いた場合の結果も報告する。
特にこの問題が重要になってくるのは、年度が変わってもある教員 (j′ と

表記する)は同じクラスを持ち上がって担当し、教員に割り当てられた子ど
もの構成が時間を通じて一定のケースの場合である (このような教員割り当
てを「持ち上がり」とここでは表記する)。「持ち上がり」が教員 j′に発生し
ている時、教員効果 µj′ とクラス効果 θcは識別することができない。ある教
員 j′の付加価値の推定値はある同じクラスの観察不可能な特徴による効果を
含むことになり、内生性によるバイアスはより深刻化する。日本の教育シス
テムにおいては、ある教員とあるクラスの割り当てがどの程度持続するかは
自治体や学校に依存する。クラス替えが毎年発生し教員にクラスを毎年割り
当てし直す学校もあれば、2年から 3年程度同じクラスを教員に割り当て続
ける学校もある。しかし、本稿におけるデータ内で「持ち上がり」の発生割
合を計算すると、T市においては持ち上がりクラスは全体の 1%と非常に稀
にしか起きていなかった。そのため、クラスの持ち上がりの問題はほとんど
発生していないと考えることができる。
更に、推定手法によって教員効果 µjの分散 σµの推定値には異なるバイアス

が存在する。教員固定効果を用いた推定では、測定誤差と真の教員効果 µj の
識別ができない。そのため、その推定値の標準偏差 σµ̂FE

は真の分散 σµより
も大きくなるというバイアスが存在する。一方Kane and Staiger (2008)によ
る推定方法で求められた推定値の分散 σµ̂KS

は真の分散 σµよりも小さくなる
というバイアスが存在する (Jacob and Lefgren (2005), Online Appendix C;

Kraft (2019))。すなわち、真の教員付加価値の分散 σµと σµ̂FE
および σµ̂KS

の間の関係は次の様にまとめることができる。

σµ̂KS
≤ σµ ≤ σµ̂FE

(3.2)

　

15本稿では推定された個々の µj そのものを直接分析の対象にはしなかったが、例えば教員付
加価値を教員評価に用いることを考えた時にこの問題は強い制約となる。
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図 3.1: 推定された教員付加価値の分布
注）本図では、推定された教員付加価値の分布を示している。教員付加価値のヒストグラムを棒
グラフで示しており、推定された教員付加価値をカーネル密度推定することによって得られた密
度関数を線グラフで示している。

3.4.2 教員付加価値の分布
推定された教員付加価値 µj について、その分布を図 3.1に示した。図にお

いては教員付加価値 µj のヒストグラムを棒グラフで示し、カーネル密度推定
によって求められた密度関数を線グラフによって示した。これらの図からは、
実際に推定された教員付加価値の分布を視覚的に確認することができる。ど
のような教育成果を対象にしても、教員付加価値は正規分布のような形の分
布関数を描いていおり、極値が複数あるような複雑な形をしているわけでは
ない。
次に、教員の影響の大きさを評価するために、表 3.6に教員付加価値の推
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定値の標準偏差を示した16。(1)列には推定した教員付加価値の標準偏差を教
育成果ごとに記している。比較のために以降の列では、他の手法で求めた教
員付加価値や元々の記述統計を同時に示している。(2)列には固定効果法に
よって求めた教員付加価値の標準偏差を示した。(3)列には教員付加価値が推
定された人数を記した。(4)列には教育成果の元々の標準偏差を示した。3.3

節で示している通り各教育成果に対しては標準化を行っているため、ここで
の標準偏差はほとんど 1に近い。(5)列には教育成果のクラス平均の標準偏
差を示した。

(1) (2) (3) (4) (5)

教員付加価値 教員付加価値 教員の数 Std(yit) Std(ȳc)

(標準偏差) (標準偏差)

KS FE

国語 0.003 0.140 170 0.996 0.330

算数 0.013 0.141 170 0.994 0.343

学習方略 0.008 0.194 140 0.999 0.305

セルフコントロール 0.051 0.165 54 1.000 0.292

自己効力感 0.069 0.159 54 0.997 0.242

子ども・教員間の関係性 0.078 0.323 170 0.999 0.397

表 3.6: 教員付加価値の標準偏差
注）本表では求めた教員付加価値の標準偏差を示している。各々の行は教員付加価値を求める対
象とした教育成果を表す。(1) 列では本稿で主に用いている教員付加価値の標準偏差を示した。
(2) 列では、比較のために教員固定効果推定で求めた教員付加価値 (教員固定効果) の標準偏差
の値を示した。(3) 列には教員付加価値が推定された人数を記した。(4) 列では子どもの教育成
果の標準偏差示した。(5) 列ではクラス平均の標準偏差を示した。

結果として、認知能力や学習方略に対する教員付加価値の標準偏差が取り
うる値の範囲は広いことがわかった17。(1)列において認知能力（国語、算数）
を対象にした教員付加価値の標準偏差はそれぞれ 0.003・0.013であり、学習
方略を対象にした教員付加価値の標準偏差は 0.008である。これは全体の変
動 ((4)列)やクラス平均の変動 ((5)列)のうちそれぞれ高々1%・3%程度し
か推定された教員付加価値は説明していないことを表す。一方で (2)で示し
た固定効果によって推定された教員付加価値の標準偏差は、認知能力（国語、
算数）を対象にした場合はそれぞれ 0.140・0.141、学習方略を対象にした場
合教員付加価値の標準偏差は 0.194である。これは、全体の変動のうち 15%

から 20%を教員付加価値が説明していることを表す。式 3.2で示したように
真の教員付加価値の標準偏差は Kane and Staiger (2008)による方法で求め
られた標準偏差と教員固定効果による方法で求められた標準偏差の間にある

16またこれらの値が頑健であることを示すために、節 3.4.3では推定の対象とする教員を変え
た場合における推定値を示した。

17この「教員付加価値の標準偏差」の大きさは、教員の影響力そのものを意味しないことには
注意する必要がある。ここで議論しているのは個々の教員の教員付加価値の違いであり、すなわ
ち教員の違いの影響力である。
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と考えられる。そのため、全体の変動に対して認知能力や学習方略に対する
教員付加価値が説明するのは 1%から 20%の間のいずれかであるといえる。
この「少なくとも 1%」という教員付加価値の大きさは、他の研究と比較

した時に必ずしも大きいわけではない。Chetty et al. (2014a)では小学校に
おいて英語では 11%、数学では 15%ほどの教員付加価値の大きさを報告して
いる。Kraft (2019)では認知能力に関する各種アウトカムにおいて 13%から
18%の教員付加価値の標準偏差を報告している。しかし、本研究で得られた
分析では「認知能力や学習方略に対する教員付加価値は 1%から 20%の間に
ある」というところまでしか言えず、これらの海外のおける研究よりも教員
の役割が小さい可能性もあれば大きい可能性もある。無論もしも教員付加価
値の標準偏差の真の値が上限値の 20%程度あれば海外の研究と比較しても同
水準以上であるが、一方で教員付加価値の標準偏差の真の値が下限値の 1%

であれば 1/10程度と非常に低い水準になる。結果として個々の教員の違いが
子どもの学力に与える影響力の大小を評価することは難しいと言える。
Kane and Staiger (2008)の方法で導出した教員付加価値については図 3.1

の下段左図から視覚的に確認することができる。図 3.1の下段左図では、算
数への教員付加価値のヒストグラム（オレンジ色）と子どもの算数の学力の
ヒストグラム (青色)を同時に描いている。しかし、オレンジ色で描かれた算
数への教員付加価値の分布は非常に小さく、視認をすることは難しい。この
図からも、Kane and Staiger (2008)の方法で推定された場合認知能力に与え
る個々の教員の影響は小さいことを見て取ることができる。
次に、非認知能力や学級での子ども・教員間の関係性に対する個々の教員の

影響力は全体の変動に対して少なくとも 5%から 8%以上あった。すなわち、
(1)列において示されたKane and Staiger (2008)の方法によって求められた
教員付加価値の標準偏差は非認知能力（セルフコントロール・自己効力感）を
対象にした時にはそれぞれ 0.051・0.069であり、学級での子ども・教員間の
関係性を対象にした時には 0.078である。これは元々の教育成果の標準偏差
が 1であることを踏まえると、個々の教員の付加価値の違いは全体の変動に
対して 5%から 8%ほどを説明したことを意味する。そして式 3.2からは、こ
れらの値は真の値に対する下限として捉えることが出来る。
この「少なくとも 5%から 8%」という教員付加価値の大きさは、他の研究

と比較した時にも同水準か少し小さい程度である。Jackson (2018)では中退
率で測定した教員付加価値の標準偏差は 10%、欠席率で測定した教員付加価
値の標準偏差は 3%であったとしている。Kraft (2019)では教員付加価値は成
長志向や GRITといった非認知能力の変動を 15%程度説明するとしている。
これらの研究と比較すると今回得られた非認知についての教員付加価値の大
きさは少し小さい程度である。無論この値は下限値であるため、場合によっ
ては海外の研究と同水準の大きさである可能性もある。結果として、認知能
力に対する教員付加価値と異なり、非認知能力や子ども・教員間の関係性に
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対しては教員による一定の大きさの影響力を捉えることが出来たと言える。
このような関係性については図 3.1の下段右図から視覚的に確認すること

ができる。図 3.1の下段右図では、学級での子ども・教員間の関係性への教
員付加価値（オレンジ色）及び元々の子どもによる回答 (青色)を同時にヒス
トグラムによって描いている。そしてこの図表では、図 3.1の下段左図では
算数への教員付加価値とは異なり、オレンジ色で描かれた教員付加価値の分
布を視認することができる。
総じてこれらの結果は、小学校において個々の教員は非認知能力や子ども・

教員間の関係性において重要な役割を担っていることを示している。子どもを
担当する教員が変わることは、子どもとのコミュニケーションのあり方の違い
などを通じて、その子どもの非認知能力や教員との関係性を大きく変えうる。
この非認知能力の変化は、労働条件などの長期的に成果に結実することを多
くの研究が示している。教員付加価値研究では、Jackson (2018)は非認知に
ついての高い教員付加価値は高校卒業や大学入学といった長期的なアウトカ
ムにおいても正に有意な影響を持っていることを示している。またHanushek

(2011)は質の高い教員の雇用がもたらず社会的価値を試算し、平均よりも１
標準偏差優秀な教員は 20人の学級であれば現在価値で 40万ドルの社会的価
値を生むとしている。これらの研究はアメリカを対象に行われており日本で
は同様の研究がないことから、これらの議論をそのまま適用することが可能
かどうかについてはさらなる議論が必要ではあるものの、教員の違いは非認
知能力の改善を通じて子どもの長期的な達成や社会的便益において重要な役
割をもちうると言えるだろう。一方で認知能力に対しては、推定結果が指し
示す教員による違いの大きさの推定値の範囲は広く、外国の研究との比較な
どからその大小について議論することは難しかった。そのためそのその長期
的影響においても、国による違いの影響などを除いてもなお、認知能力につ
いての教員付加価値の長期的影響を研究した Chetty et al. (2014b)や上述の
Hanushek (2011)が示すような高い効果がある可能性もあれば、それらの研
究ほどの効果が無い可能性もある。

3.4.3 教員付加価値推定の頑健性
節 3.4.2で得られた教員付加価値は頑健な推定値なのだろうか。ここでは

教員付加価値を分析する教員の集団を変えながら推定値の頑健性を検討する。
ここでは (1)複数クラスを受け持った教員のみにデータを絞った場合、およ
び (2)教員歴が 3年以上ある教員にのみデータを絞った場合のそれぞれにつ
いて教員付加価値の推定値の標準偏差がどのような値をとるかを示す。前者
は教員付加価値の推定においてクラス固有の効果の影響を一切軽減すること
ができていない教員 (節 3.4.3.4.1)を除いた場合を検討している。後者は、教
員の質が教員歴と共に変わっていく可能性を考慮している。教員の経験年数
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が子どもの能力に与える影響を分析する研究では、Harris and Sass (2011)の
様に最初の数年の経験が教員の質にとって重要であるという知見が存在する。
もしそうであれば、教員として勤務を始めて数年の教員の質は低くなりその
結果、推定された教員付加価値の標準偏差が高くなってしまう。そのような
可能性を検討するために、教員歴が短い教員をデータから除いた上で推定し
た結果を報告する。
得られた推定値の標準偏差を表 3.7に示した。(1)列は本文と示した値と全

く同一である。(2)列では１クラスしか担当していない教員を除いて推定され
た教員付加価値の標準偏差を示した。(3)列では教員歴が 2年以下の教員を
除いて推定された教員付加価値の標準偏差を示した。各々の行は教員付加価
値を求める対象とした教育成果を表す。
結果として、推定された教員付加価値の標準偏差は推定の対象とする教員

によらずほとんど同じような値をとった。例えば国語については考えると、
本文で報告した標準偏差は 0.003である ((1)列)のに対して、複数学級を担
当した教員のみで考えた場合の標準偏差は 0.005であり ((2)列)、経験年数 3

年以上の教員のみで考えた場合の標準偏差は 0.003である ((3)列)。これらの
値の違いは本文における議論に修正を迫るような差ではない。この傾向は他
のアウトカムにおいても同様である。

(1) (2) (3)

教員付加価値 教員付加価値 教員付加価値
(標準偏差) (標準偏差) (標準偏差)

KS KS KS

複数クラス 経験年数 3年以上
国語 0.003 0.005 0.003

算数 0.013 0.017 0.012

学習方略 0.008 0.007 0.007

セルフコントロール 0.051 0.057 0.055

自己効力感 0.069 0.068 0.067

子ども・教員間の関係性 0.078 0.097 0.086

表 3.7: 教員付加価値推定の頑健性
注）本表では求めた教員付加価値の標準偏差を示している。各々の行は教員付加価値を求める対
象とした教育成果を表す。(1) 列では本稿で主に用いている教員付加価値の標準偏差を示した。
(2) 列では１クラスしか担当していない教員を除いて推定された教員付加価値の標準偏差を示し
た。(3) 列では教員歴が 2 年以下の教員を除いて推定された教員付加価値の標準偏差を示した。
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3.4.4 教員付加価値間の相関
次に教員付加価値間の関係性について考えるため、表 3.8に教員付加価値

の項目間相関を示した。表の行と列は教育成果の種類を表し、各々のセルは
対応する教員付加価値間の相関を表す。例えば、[1]行 (1)列には、国語の教
員付加価値と算数の教員付加価値の間の相関が示されている。

(1) (2) (3) (4) (5)

算数 学習方略 セルフコントロール 自己効力感 子ども・教員間の関係性

[1] 国語
0.488***
(0.067)

-0.017
(0.085)

0.213
(0.136)

0.087
(0.138)

0.093
(0.077)

[2] 算数
-0.143*
(0.084)

0.101
(0.138)

0.211
(0.136)

0.237***
(0.075)

[3] 学習方略
0.345**
(0.130)

0.510***
(0.119)

0.248***
(0.082)

[4] セルフコントロール
0.254
(0.306)

0.363***
(0.129)

[5] 自己効力感
0.344**
(0.130)

表 3.8: 教員付加価値の項目間相関係数
注）本表では教員付加価値の項目間の相関を示している。各々のセルは相関係数を表し、括弧の
中は標準誤差を表す。各々の行及び列は教員付加価値を求める対象とした教育成果を表す。
「***」・「**」・「*」はそれぞれ 1%・5%・ 10%の水準で統計的に有意であることを表す。

結果として第 1に、子どもの国語の学力を向上させた教員は、算数の学力
をも向上させた傾向があった。具体的には、国語と算数の教員付加価値の間
の相関 ((1)列 [1]行)は統計的に有意であり、相関係数も 0.488と正である。
すなわち、国語を教える際に高いパフォーマンスを発揮している教員は算数
でも高いパフォーマンスを発揮している。高いパフォーマンスを発揮してい
る教員はある特定の科目を教えることが得意というよりむしろ、どのような
科目であっても知識を伝達することを得意としているのかもしれない。この
結果は英語と国語への教員付加価値の間に 0.7の高い相関があることを示し
た Goldhaber et al. (2013)とも整合的な結果である。
第 2に、子どもの非認知能力を向上させた教員は、学習方略や学級での子

ども・教員間の関係性をも向上させた傾向がある。すなわち、学習方略と非
認知能力 (セルフコントロール・自己効力感)及び学級での子ども・教員間の
関係性の教員付加価値はその間に統計的に有意な相関があり18、相関係数も
正である。この結果は、子どもとの友好なコミュニケーションを通じて学級
での子ども・教員間の関係性がよくなり、結果として子どもたちの非認知能
力や学習方略が向上したと解釈することができるだろう。
第 3に、学力 (国語・算数)の教員付加価値と学習方略・非認知能力の教員

付加価値の間の相関は小さく統計的な有意性もなかった。例えば、算数を対
象とした教員付加価値とセルフコントロールを対象にした教員付加価値の間
の相関係数は 0.101([2]行 (3)列)と小さく統計的に有意ではない。学力を伸

18セルフコントロールと自己効力感の教員付加価値の間には有意な相関はないが、これはサン
プルサイズが極端に少ないからであると考えられる。

推定戦略と推定結果 Page 54



3章 教員付加価値から見た教員の役割について－日本の小学生を例にして－

ばすという意味で「良い」教員と学習習慣や非認知能力を伸ばすという意味
で「良い」教員は必ずしも同一ではない。この結果は、学力に対する教員付
加価値と授業への出席率や停学などの生徒の行動に対する教員付加価値の間
には弱い相関しかないとした Jackson (2018)や Kraft (2019)とも整合的で
ある。
またこの学習方略の教員付加価値の性質からは、教員はどのようにして子

どもの学力を伸ばすかについて示唆を得ることができる。学習方略をあげるこ
とが出来た教員とは、子どもの「学習のやり方」をより効率的にすることが出
来た教員である。しかし、そのように学習を効率的にしたからといって、子ど
もの学力そのものを上昇させているわけではない。ここから分かるのは、子ど
もの学習のあり方を教員が変えると言うよりむしろ、授業の方法を工夫するこ
となど授業時間における教育のあり方の違いが学力にたいする教員付加価値
の違いにもつながっている可能性である。この授業における教授方法の違いが
子どもの学力に強い影響を与えているのではないかという論点は Bietenbeck

(2014)や Hidalgo-Cabrillana and Lopez-Mayan (2018)といった研究が近年
議論を行っている。教員は学習のありかたを教えるのではなく、子どもがよ
り理解できてより授業内容を習得できるような授業を提供することで、子ど
もの学力を上昇させていると表 3.8は解釈することができる。
まとめると、これらの結果が示唆するのは、教員の効果は多次元的である

ということである。確かに、国語及び算数といった学力を成長させることが
できる教員は比較的共通である。同様に非認知能力・学習方略を伸ばすこと
ができる教員もまた比較的似通っている。しかし学力を伸ばすことができる
教員と非認知能力・学習方略を伸ばすことができる教員は必ずしも同一では
ない。すなわち、一概に「良い」教員というものが存在するわけではなく、人
的資本の種類に応じて良い教員が存在するのである。そのため、例えば、学
力についての教員付加価値を用いて教員を評価することは、非認知能力とい
う重要な人的資本に資する能力を評価できない可能性がある19。
一方で、学習方略への教員付加価値についての解釈には議論の余地がある。

第 1に学習方略と学力は、教員が異なることによる子どもの能力の成長への
影響力という点で類似している。すなわち学力と学習方略は共に、推定され
た教員付加価値の標準偏差がとりうる値が広く、場合によっては非常にその
影響力が非常に小さい可能性がある (表 3.6)。第 2に、学習方略を伸ばすこ
とができた教員は非認知能力を伸ばすことができた教員と共通する傾向があ
る。すなわち、学習方略についての教員付加価値は学力の教員付加価値との
相関は高く有意であった (表 3.8)。更にその一方で、学習方略についての教
員付加価値と学力の教員付加価値との間にある相関は小さかった。このよう
に教員付加価値のどのような性質に着目するかによって、学習方略は学力と
も非認知能力とも近しい性質を持っている。教員付加価値と学習方略の関係

19ただし両者の関係性はトレードオフというわけではないと言う点には注意が必要である。
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については管見の限り本稿が初出であり、以上の関係性についての 議論には
更なる慎重な検討が必要である。

3.4.5 教員の属性と教員付加価値
それでは具体的にどのような教員が、「良い」教員なのだろうか。多くの研

究が観察可能な教員の特徴が必ずしも子どもの教育成果とは結びつかないこ
とを報告しており (Hanushek and Rivkin, 2006)、研究間で一貫して効果的
だとされる具体的な要因は見つかっていない。しかし、それらの研究はほと
んど学力を対象にしたものであり、ここまで考えてきた非認知能力や学級で
の子ども・教員間の関係性などの学力以外の教育成果と教員の観察可能な特
徴についての研究はほとんど存在しない。更に、そもそも日本の教員を対象
にした場合、3.2節でも述べた通りほとんど研究が存在しないため海外での研
究での結論を当てはめることが可能なのかどうかは分からない。
そのため、教員質問紙で尋ねている教員の特徴と推定した教員付加価値の

間の関係について分析した。また、高い教員付加価値を持った教員の観察可
能な特徴を調べた。具体的には下記のような定式化で分析を行う。

µ̂j = Xj,2018β + ϵj

µ̂j は推定された教員付加価値である。ただしここではアウトカム間で係数推
定値の比較を行うために、平均 0分散 1に標準化した値を用いた。Xj,2018は
観察可能な教員の特徴のベクトルを表し、本稿では教員の年齢、教員歴、性
別、出身大学の難易度を考える。ただし出身大学の難易度を考えるとサンプ
ルサイズが非常に小さくなるため、出身大学の難易度をサンプルに加えた場
合と加えていない場合でそれぞれ検討した。また、年齢などの年によって変
動する値については、全て 2018年度時点での値を用いた。加えて、非線形性
を考慮するために年齢や教員歴については、その二乗項を推定式に加えて推
定を行った。推定された β̂ が本節で関心を寄せる値である。
ただし上記で得られる値 β̂が因果的な効果を表すわけはないことに注意が

必要である。すなわち、Xj,2018と µ̂j の間には交絡が存在しうる。µ̂j の導出
手続を考えると、上記式においてコントロールされているのは教員 j が担当
した子どもの前年度のアウトカムや社会経済的地位を表す代理変数である。
しかし、µ̂j の推定と同様に、(子どもの前年度のアウトカムで条件付けでき
ない)教員の内生的配置などが存在した場合には、それらのコントロール変
数では十分に交絡を制御することはできない。そのため、上記式で得ること
ができるのはあくまでXj,2018と µ̂j の間の関係性であることに注意が必要で
ある。ただし、後述するように統計的に強く有意な関係性は見られないこと
から、その因果的な効果は存在したとしても非常に小さいと考えられる。
推定結果を表 3.9に示した。以下ではその結果について詳述していく。
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年齢、教員歴

どのような教員が良い教員か考えた時に頻繁に挙げられる点として、年齢
や教員歴といった仕事の経験の多寡を挙げることができる。教員という仕事
は高度な専門職でありその業務経験が長ければ長いほど教員としてのスキル
は向上する可能性がある。Hanushek and Rivkin (2006)では教員の年齢が子
どもの教育成果に与える影響を分析した研究をサーベイし、研究によってそ
の推定値は様々であり結論を未だに出せるような状況ではないとしている。
結果として、教員の年齢と教員付加価値の間に有意な関係は発見されなかっ

た。表 3.9において 32歳と 22歳の教員付加価値の差の推定値は、どの教員
付加価値を被説明変数としても統計的に有意ではない。ただし学習方略を被
説明変数とし出身大学偏差値を説明変数に加えた推定 ((6)列)では、32歳と
22歳の教員付加価値の差の推定は 4.410で 5%の水準で有意であった。しか
しこれらの結果は、出身大学偏差値を説明変数に加えていない推定 ((5)列)

の結果とは統計的な有意水準やその効果の正負が異なり頑健な結果とは言い
難い。
同様に、教員歴と教員付加価値の間に有意な関係は発見されなかった。す

なわち、表 3.9において教員歴 10年の教員と教員歴 1年の許員の教員付加価
値の差の推定値は統計的に有意ではなかった。むろんサンプルサイズが小な
いことを踏まえれば、教員の年齢や教員歴と教員付加価値の間に全く関係性
がないとするのは早急かもしれず、その点については今後の研究の課題とす
る必要がある。しかし、本表のような単純な相関においても有意な関係性を
見ることはできなかったことから、やはり年齢や教員歴が子どもの能力に与
える影響については慎重に検討する必要がある。

性別

教員の性別も良い教員の特徴を考える時には頻繁に論点に挙げられる。例
えば、労働市場における男女差は教員の能力にも影響しているかもしれない。
日本の労働市場の中では教員という職業は性別による賃金差が比較的小さい
(妹尾渉他, 2003)。そのため、相対的に労働市場で能力の高い女性が教員に
なっている可能性がある。
表 3.9の「女性教員」行には教員の性別と教員付加価値の間にある関係性

を示している。結果として、教員が女性であるか否かと教員付加価値との間
の関係のその推定値の分散は大きい。ただし学習方略を被説明変数とし出身
大学偏差値を説明変数に加えた推定 ((6)列)では、「女性教員」に係る係数の
推定値は-0.922で 5%の水準で有意であった。しかし、出身大学偏差値を説
明変数に加えるか否かで結果が変わっており、その頑健性には注意が必要で
ある。
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出身大学の偏差値

高い学力・認知能力を持つ教員は高いパフォーマンスを発揮するのではな
いかと言う仮説は頻繁に検証されてきた。例えば二木 (2017)など教員の採用
時の労働市場の状況が子どもの教育成果に与える影響を調べる研究は、暗に
能力の高い労働者ならば教員としても能力が高い可能性があるという仮説を
検証していると言えよう。Hanushek and Rivkin (2006)ではそのサーベイを
行い、最終的には研究によってその推定値は様々であり結論を未だに出せる
ような状況ではないとしている。
本稿で用いるデータでは、2016年度に T市に所属した教員に対する質問

紙調査の中で卒業大学及び卒業学科について尋ねている。それらの卒業大学
の情報を 2018年度に河合塾が算出した大学受験偏差値に紐付けることで、教
員の学力を卒業大学の偏差値という形で取得した。無論入試難易度偏差値は
時間によって変わるため、このひも付けは必ずしも適切ではないことに十分
注意する必要がある。
表 3.9の「出身大学偏差値」行には教員の卒業大学偏差値と教員付加価値

の間にある関係性を示している。結果として、卒業大学偏差値が教員付加価
値に与える影響は概ね正である一方でその推定値の分散は大きく統計的に有
意ではなかった。ただし学習方略を被説明変数とした推定 ((6)列)では、そ
の推定値は－ 0.088と負で統計的に 5%で有意である。教員の認知能力が高い
と担当した子どもの学習方略が下がってしまうことを示す結果であるが、そ
のサンプルサイズは 30と非常に少ないこともあり、更なる研究と慎重な議論
が必要である。

3.5 結論
本稿では子どもの教育成果に対する個々の教員の効果について考えた。教

員効果を教育成果に対する付加価値として計測した上で、得られた推定値の
性質を記述的に調べた。
まず教員が子どもの教育成果に与えている影響の大きさは、教育成果の種

類に応じて異なることが分かった。学力や学習習慣に対する教員の影響力は
小さい可能性もあれば海外の研究と同水準に大きい可能性もあった。一方で、
非認知能力や学級での子ども・教員間の関係性に対する教員の影響は比較的
大きかった。そのため、「教員は子どもに大きな影響を与える/与えない」と
いった言説について評価する時には、子どもの人的資本のどの部分を対象に
しているかを考える必要がある。子どもの学力の向上を期待して能力の高い
教員を雇用することは必ずしも効果的な施策ではない可能性があるが (一方
で効果的である可能性もある)、非認知能力や学級への雰囲気への効果を期待
して能力の高い教員を雇用することは高い効果を持ちうる。
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次に教員付加価値間の相関を調べた結果、学力を伸ばすことが得意な教員
と学習方略や非認知能力を伸ばすことが得意な教員は異なるのではないかと
いう示唆を得た。そして、この結果を踏まえた時に、教員付加価値を用いて
教員の評価をすることについては慎重に検討するべきであると考えられる。
すなわち、教員を評価する時一概に「良い」か「悪い」の 2つに分けること
は難しく、学力において良いパフォーマンスを発揮した先生であっても、非
認知能力では必ずしもそのようではない。
本稿の最大の限界はサンプルサイズの問題である。特に教員の数は少なく、

解析の結果がどれほど頑健であるかという点に課題が残る。ただし、本稿では
市町村に在籍する教員全ての情報を使っているため、もとより教員のパフォー
マンス測定の文脈で教員固定効果を考える時にはより大きい行政区分単位で
考えなければならない可能性が高い。
また本稿で得られた教員の付加価値は、教員が子どもの教育成果に対して

持つ因果的な効果とも異なることに注意が必要である。Chetty et al. (2014a)

らの議論のように、過去のデータから得られた教員付加価値が子どもの将来
の教育成果に対して因果的な効果を持つことを示した研究は存在する。そし
て、本稿ではそれらの議論を踏まえて推定された教員付加価値をそのまま分
析に用いている。しかし、日本においても教員付加価値が因果的な効果を持
ちうるかどうかは必ずしも自明ではなく今後の検証を必要とする。
子どもの教育成果に対する教員の効果についての研究は日本のみならず全

世界で未だ決まった結果の方向性が示されていない研究分野である。本稿で
行った議論も多く存在する研究課題の一部を扱ったものであり、決して絶対
的な知見であるとは言えないが、それでも本研究は日本における数少ない教
員付加価値の研究として重要であると言える。

Appendix 補論
A.1. 式 3.1の定式化の妥当性について
式 3.1のようなKane and Staiger (2008)で用いられている定式化はアメリ

カにおける子どもの能力成長を描写するものであった。しかし、本稿では日
本の子どもを対象にしているのであって、式 3.1の定式化を用いることの妥
当性は十分に検討される必要がある。それは Chetty et al. (2014a)などが検
討したような教員付加価値がどのような構造をもっているかという点のみな
らず20、子どもの教育生産関数 (Hanushek, 2008)の定式化として式 3.1が妥
当なのかという問題である。式 3.1では教育生産関数の変数として前年度の
学力や非認知能力などのアウトカム、SESなどといった子どもの特徴を表す

20この点については本稿でも多少言及・検討している。
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値を考えていた。しかし、異なる定式化の方が子どもの発達の描写としてよ
り適切である可能性がある。
そこで、式 3.1とは異なる定式化の可能性をここでは検討する。例えば式

3.1では AR(1)の形で定式化を行っているが、子どもの学力 yit を説明する
上では 1期前だけでなく 2期前の子どもの学力も重要な要因になるかもしれ
ない。そのような可能性を検証するために、ここでは

yit = α1yit−1 + α2yit−2 +Xitβ + µj + θc + ϵit (A.1)

という定式化を検討する。この式 A.1を推定した結果を表 10に示した。

国語 算数 学習方略 自己効力感 教員と子どもの関係性

α̂1

0.470***
(0.033)

0.502***
(0.027)

0.650***
(0.036)

0.565***
(0.032)

0.331***
(0.033)

α̂2

0.369***
(0.035)

0.370***
(0.029)

0.111***
(0.036)

0.191***
(0.033)

0.202***
(0.034)

表 10: 異なる定式化による教員付加価値推定の検討
注）本表では各々のアウトカムごとに式 A.1 によって推定した結果を示している。各々のセル
は推定値を表し、括弧の中は標準誤差を表す。「***」・「**」・「*」はそれぞれ 1%・5%・ 10%の
水準で統計的に有意であることを表す。

yit−2に係る係数 α2の推定値はいずれも統計的に有意であった。すなわち、
2期前のアウトカムは現在の子どもの能力形成に影響を及ぼしているという
ことである。この結果は様々に解釈することができる。ただ１期前の yit−1の
測定誤差などの精度を高める形で yit−2 は拾っている可能性もあれば、もし
くは子どもの能力は長期的に形成されることを示唆しているのかもしれない。
いずれにせよ、式 3.1と比べた時に式 A.1による定式化の方がより子どもの
発達を適切に描写していると考えられ、教員付加価値を推定する際にもこの
点を十分に検討する必要がある。
しかしそれにも関わらず、本稿では式 3.1を用いて推定を行う。たしかに

式 A.1による定式化の方が子どもの能力形成をより適切に描写していると考
えられる21。しかし、A.1を教員付加価値の推定に用いると、ある年の教員
付加価値を分析するためには過去 2年分の情報が必要になってしまう。本稿
で用いるデータでは 3年分しか値が存在せず、そのため A.1を用いてしまう
とそのうち 2年分しか推定に用いることはできない。その時、3.4.1で記した
ように教員付加価値とクラス固有の効果との識別の問題が大きくなり、分析
結果のうちクラス固有の効果がもたらす影響が大きくなってしまう。このよ
うな識別上の問題があるために本稿では式 3.1を用いるものの、今後の研究
においてより正確な教員付加価値の推定という文脈においてはAR(2)の形や
さらに他の定式化の可能性を十分に検討する必要がある。

21ただし、このような異なる定式化によって本稿で得られた結論が大きく変わるものではな
かった。
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第4章 子どもの教育成果に対する
指導方法の効果の検証 -時
間変化する要因を考慮した
分析-

概要1

どのような学校や教員が子どもの教育成果に対して良い効果を持つのか、
その具体的な特徴については研究間で統一した見解がほとんど得られていな
い。そのような状況の中で、学校や教員によって用いられる指導方法に近年の
研究では注目が集まっている。本研究では日本のある自治体における子ども
の個票データを用いて、指導方法が子どもの教育成果に与える影響について
推定を行う。しかしどのような指導が授業で行われるかは必ずしも外生的に
決定されるわけではなく、学校が置かれた状況によって内生的に決定される。
本稿では時間変化しない観察不可能な生徒間異質性および時間変化する観察
不可能な生徒間異質性をコントロールをすることで、その内生性への対処を
行った。結果として、子どもの自発性を促進する指導や授業手法を工夫する
こと・子どもの授業態度への指導は小学生の学力に対して正の効果を持った。

4.1 はじめに
どのような学校や教員が子どもの教育成果に対して良い効果を持つのだろ

うか。その具体的な特徴については研究間で統一した見解がほとんど得られ
ていない。これまで多くの研究が教員や学校が子どもに対して強い影響を与
えていることを指摘し (Hanushek, 1986, 2006; Ammermüller et al., 2005;

Hojo and Oshio, 2012)2、影響力を規定する具体的な要因について分析を行っ
てきた。その分析の対象は、学級規模や学校の予算、教員の性別・学歴など
広い範囲にわたる。しかし、その結果は研究によって大きく異なることが多

1本章は伊藤・田端 (forthcoming) として出版されたものを一部修正して掲載している。
2特に教員の重要性については、教員付加価値を推定する一連の研究が、教員が子どもの発

達に強い影響を及ぼしていることを示してきた (Kane and Staiger, 2008; Lefgren and Sims,
2012)。
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考慮した分析-

く (Hanushek and Rivkin, 2006)、研究間で一貫して効果的だとされる要因
は見つかっていない3。
そのような研究状況の中で、学校や教員による授業における指導方法に近年

関心が集まっている (Schwerdt and Wuppermann, 2011; Van Klaveren, 2011;

Aslam and Kingdon, 2011; Bietenbeck, 2014; Lavy, 2015; Algan et al., 2013;

Comi et al., 2017; Hidalgo-Cabrillana and Lopez-Mayan, 2018; Bessho et al.,

2019)。高い学力を持つ子どもを多く有する学校では授業で発展的な話題を中
心に取り扱う指導を行う一方で、在籍する子どもの平均的な学力が低いため、
基本的な話題を中心に学習から取り残される子どもを少なくすることを試み
る指導を行う学校もあるだろう。そして、これらの指導方法の違いは学校や
教員を特徴づける要素であり、子どもに与える影響力の重要な要因になりう
る。このような関心から、Aslam and Kingdon (2011)や Bietenbeck (2014)

などの研究が、指導方法が子どもの教育成果に与える影響力について分析を
行ってきた。そしてそのような研究の多くが、何らかの指導方法が子どもの
学力に対して正の効果を持ったことを報告している4。
しかし、指導方法の効果を推定することには困難が多い。何故ならば、実施

される指導は必ずしも外生的に定まるとは限らないからである。どのような
指導を行うかという問題は自治体や学校もしくは教員による意思決定を反映
しており、内生性の問題を抱えやすい。例えば、学級に所属する子どもの学力
が低ければ、授業において発展的な話題を扱うことを控えることで子どもた
ちの理解度を向上させようとする指導方法を採用する可能性がある。この場
合、学級の学力が低いことは、授業における発展的な話題の取り扱い方の原
因であって結果ではない。これまでの指導方法についての分析では、このよう
な内生性が起きる原因として、 1○学校間のセレクションの問題や 2○学校内の
セレクションの問題 3○教員の観察不可能な異質性の問題が大きく取り上げら
れてきた。これらの問題を乗り越えるために、RCT(Randomized Controlled

Trial)の実施や擬似的な実験的環境を利用することが可能であれば良いが、
研究にかかる費用や倫理的な側面もしくは擬似実験的な環境の発見の困難さ
などからこれらの方法を用いることは必ずしも容易ではない。その際に頻繁
に用いられるのは、子どもの固定効果をコントロールした上で指導方法の効
果を推定することである。ただし、どのようにして固定効果を制御するかに

3ただし、この指摘はそのまますべての教員の履歴書的な特徴が子どもに与える影響が存在し
ない、ということを指し示すわけではないことには十分な注意が必要である。ここで述べている
のは、現在の研究水準においては頑健な関係性は見つかっていないということであり、今後の研
究の進展によってはそのような研究状況が一変する可能性はある。また、教員の性別など子ども
と教員のマッチングという意味で十分に研究が進展していない分野も存在する。

4Schwerdt and Wuppermann (2011) では授業において子どもに講義をしている時間が子
どもの学力に影響を与えている報告されている一方で、Van Klaveren (2011)では教員が教室の
前で講義をする時間が学力に影響を与えていなかったことが報告されている。また、Aslam and
Kingdon (2011)では教員の属性ではなく、授業の準備や授業における発問といった授業プロセス
が学力に影響を与えることを示している。さらに、指導方法の中でも効果がある指導方法と効果
がない指導方法は異なりうる。Bietenbeck (2014) や Hidalgo-Cabrillana and Lopez-Mayan
(2018) では指導方法を現代的な指導方法と伝統的な指導方法にわけ、その両者で効果が異なる
ことを報告している。
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ついては研究によっては特殊な方法が用いられる。一般的なパネルデータで
は、個人の時間変化しない異質性をコントロールする。しかし、指導方法の効
果を分析をする際に頻繁に用いられるのは、複数の科目間での変動を考える
ことである (Clotfelter et al., 2010; Schwerdt and Wuppermann, 2011; Van

Klaveren, 2011; Aslam and Kingdon, 2011; Bietenbeck, 2014; Comi et al.,

2017)。ある子どもの国語と算数の成績は当然異なるが、教員による指導も科
目ごとにまた異なりうる。この科目間の変動を推定に利用することで、個人
間の観察できない異質性をコントロールすることができる。この方法は複数
年度のデータを必要としないこともあり、指導方法の効果を分析する際には
広く用いられている。
しかし、推定の際にどの変動を用いるかは、どのような内生性の可能性を

許容するかと密接に関わってくる。通常のパネルデータを用いた個人固定効
果の制御による推定では、時間変動する内生要因は推定された値をバイアス
させうる。一方で科目間の変動を用いた推定では、科目変動する内生要因が
推定された値をバイアスさせうる。詳しくは 4.3節にて議論を行うが、この
ような要因によってこれまでの研究が報告してきた指導方法の効果は必ずし
も頑健ではない可能性がある。
本稿の主たる問題意識は、固定効果推定では除くことのできないバイアス

をコントロールした上で指導方法の効果を分析することである。そのために、
本稿では子どもの科目間異質性を明示的に推定式に加え、観察不能な時間変
動しない生徒間異質性ならびに時間変動する生徒間異質性をコントロールし
た指導方法の効果を推定した。そのため、指導方法の効果の推定が抱える内
生性の問題に対して十分な対処を行うことができた。この点は過去の指導方
法の効果の研究が抱えている課題を解決しているという点において、本稿の
重要な貢献の一つとなっている。
結果として、一部の指導方法については子どもの教育成果に対する効果を

見ることができた。すなわち、子どもの自発性を促進する指導や子どもの授
業態度への指導および授業手法を工夫することは小学生に対してその効果は
有意に正であった。一方で、学級編成を工夫することは統計的に有意ではな
く、授業で扱う内容を工夫することはむしろ負の効果を持った。さらに、中
学生に対しては指導方法と子どもの学力の間に強い関係性は観察されなかっ
た。以上の結果を纏めれば、学校や教員によって様々に工夫され実践される
指導の全てが子どもの学力向上に結びつくわけではないと言えよう。そのた
め、闇雲に様々な指導方法を試すのではなく、教育成果と結びつきうる指導
方法において改善を志すことが重要であることが示唆された。
本稿の構成は以下の通りである。第 4.2節ではデータについて述べる。第

4.3 節では推定戦略について議論をする。第 4.4 節では推定結果について述
べる。第 4.5節では本稿における結論を述べる。
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4.2 データ
　本稿では 2017年－ 2018年5にかけて行われた日本のとある県 Aにおい

て実施された学力テスト (以降 S県学力調査と記述)および質問紙調査のT市
におけるデータを用いる。テストは毎年 4月に行われ、テストと同時に学校
に質問紙調査を行った。テストを受けた子どもには IDが振られ、経年で同
一生徒を特定することが可能な設計になっている。調査の対象になったのは、
T市の全ての公立小学校及び公立中学校に所属する小学 4年生から中学 3年
生までの子どもであった。ただし、中学 1年生の子どもは学校回答と紐付け
ができなかったため、分析の対象から除外した。
表 4.1にはデータで用いる変数についての記述統計を示した。以降ではデー

タで用いる変数について記述する。

4.2.1 学力
S県学力調査では国語と算数のテストを実施し、その結果から個人の科目

ごとの学力の推定値が項目反応理論 (Item Response Theory、以降 IRTと表
記)に従って算出されている。さらに、全ての学力の推定値を年度・学年及び
科目ごとに平均 0・分散 1に標準化を行った。この操作によって、実質的に
標準化された学力は学年内での相対的な高低を表すことになる。この IRTに
よって算出された学力推定値の標準化された値を、本稿では教育成果として
分析の対象とする。

4.2.2 指導方法
S県学力調査では、子どもへの調査と同時に各々の学校に学年の状況や行

なっている施策について尋ね回答を得ている。質問は全て、前年度用いた施
策について尋ねている。子どもへの調査は上述の通り毎年 4月に行われるた
め、そこで得られた学力はその年度の学校調査で回答された学校施策の効果
を反映していると考えられる。ここで用いるのはその中でも、授業における
指導方法についての質問項目である。質問は各学年の各科目（算数・数学、国
語）ごとに尋ねており、そのため科目間で比較することが可能である。具体
的な質問項目を表 4.2に示した6 。

5調査の実施は 2015 年から行われている。
6「授業ごとに学習の目標（めあて）を示した後に、児童自ら解決の方法を考えさせる発問を

していましたか」および「授業の課題解決の場面では、児童同士が互いの考えを比較検討しなが
ら、他の児童の考えを取り入れて解決させるよう努めていましたか」の 2 つの質問に対しては
「当てはまる」などの主観的な選択肢で回答された。どのような状況を指して「当てはまる」か
否かは回答する教員によって異なると考えられる。4.3 節で説明するように、本稿ではある個人
の年度間変動もしくは科目間変動を利用しているため、そのような主観的な選択肢が小学校にお
いてはバイアスを生むことは想定しにくいが、中学校においては教員間の異質性を源泉としたバ
イアスを生じさせうる。そのため、中学校を対象にした分析ではこの点について十分注意をして
解釈をする必要がある。
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2017年 2018年
子ども
生徒数
小学 5年 1195 1272

小学 6年 1165 1209

中学 2年 1027 1050

中学 3年 1024 1011

学力
0.007

(8820,0.997)
0.008

(9082,0.994)

学校
学校数
小学校 12 12

中学校 6 6

指導方法インデックス

授業の編成
-0.100

(72,1.445)
-0.467

(72,0.990)

授業の内容の工夫
0.001

(72,1.185)
-0.335

(72,1.101)

生徒の授業態度への指導
0.233

(72,0.628)
0.246

(72,0.763)

授業手法の工夫
-0.094

(72,1.898)
0.109

(72,1.306)

生徒の自発性の促進
0.051

(72,1.462)
0.329

(72,1.274)

注）本表では、本稿で用いている変数の記述統計を示している。表には、子どもや教員・学校の
データ数を表しているセルと変数の記述統計を表しているセルが存在する。記述統計を表すセ
ルでは、対応する変数について「平均 (サンプルサイズ、標準偏差)」という記述方法を用いて
いる。

表 4.1: 記述統計
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インデックス名 項目 スケール 回答方法 記述統計 主成分得点

授業の編成 習熟の遅い児童に対して、学習内容が習得できるよう、少人数による指導を
年間どのくらい計画的に取り入れましたか

5 『年間の授業』
1.826

(144, 1.329) 0.706

授業の編成 習熟の早い児童に対して、少人数による指導を行い、発展的な内容を扱った
指導を計画的に取り入れましたか

5 『年間の授業』
1.729

(144, 1.154) 0.706

授業の編成 ティーム・ティーチングによる指導を取り入れましたか 5 『年間の授業』
2.451

(144, 1.581) 0.067

授業の内容の工夫 補充的な学習の指導を計画的に取り入れましたか 5 『年間の授業』
2.708

(144, 1.121) 0.707

授業の内容の工夫 発展的な学習の指導を計画的に取り入れましたか 5 『年間の授業』
2.458

(144, 0.953) 0.707

生徒の授業態度への指導 学習規律（私語をしない、話をしている人の方を向いて聞く、聞き手に向かっ
て話をする、授業開始のチャイムを守るなど）を維持する指導を行っていま
したか

5 『年間の授業』
4.757

(144, 0.661) 1.000

授業手法の工夫 学習方法（ノートの取り方、間違ったところを振り返って学習すること、目
標・計画の立て方、自分をやる気にする方法など）に関する指導を行ってい
ましたか

5 『年間の授業』
4.403

(144, 0.895) 0.415

授業手法の工夫 ワークシートや資料、模型などの具体物を使って、児童の様々な考えを引き
出すための指導の工夫を行っていましたか

5 『年間の授業』
4.153

(144, 0.839) 0.448

授業手法の工夫 授業や単元（小単元）のまとめの場面では、学習した内容をどのように活用
できるかを児童に書かせましたか

5 『年間の授業』
3.396

(144, 1.213) 0.423

授業手法の工夫 上記 No６２，６３の場面で、ノートやプリントに書かせた児童の考えを教
師が確認していましたか

5 『記述させた』
4.556

(144, 0.843) 0.389

授業手法の工夫 授業の中でドリルなどを使った練習問題を行っていましたか 5 『年間の授業』
3.722

(144, 1.137) 0.333

授業手法の工夫 思考を深める板書（授業の全体像と思考の流れが分かる、振り返りができる
など）を行っていましたか

5 『年間の授業』
4.340

(144, 0.795) 0.430

生徒の自発性の促進 児童に理由を付けて考えを発表させたり、書かせたりする指導を行っていま
したか

5 『年間の授業』
4.319

(144, 0.799) 0.531

生徒の自発性の促進 授業のまとめの場面では、次の授業につながる新たな問いや疑問、次の授業
で調べたいことを児童に書かせましたか

5 『年間の授業』
3.625

(144, 1.176) 0.464

生徒の自発性の促進 授業ごとに学習の目標（めあて）を示した後に、児童自ら解決の方法を考え
させる発問をしていましたか

5 『当てはまる』
4.368

(144, 0.736) 0.508

生徒の自発性の促進 授業の課題解決の場面では、児童同士が互いの考えを比較検討しながら、他
の児童の考えを取り入れて解決させるよう努めていましたか

5 『当てはまる』
4.340

(144, 0.628) 0.495

表 4.2: 質問項目一覧
注）本表では指導法方法インデックスを構成する質問をまとめた。記述統計を表す列では、対応
する変数について「平均 (サンプルサイズ、標準偏差)」という記述方法を用いている。
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指導方法に関連する質問項目の数は非常に多く、そのまま分析に用いると
議論が非常に煩雑になる恐れがある。そのため、ある程度似ていると判断さ
れる質問項目を主成分分析を行い１つのインデックスとしてまとめた。最終
的には、「授業編成」「授業の内容の工夫」「生徒の授業態度への指導7」「授業
手法の工夫」「生徒の自発性の促進」の５つのインデックスにまとめた。
インデックスを構成する質問項目、及びインデックスの組成に用いた主成

分得点を表 4.2に示した。このインデックスの作成の妥当性については慎重
な議論が必要である。しかし、全ての質問項目における第 1成分の符号は全
て同一でありインデックス内での回答傾向は一貫している。そのため、本稿
で用いるインデックスは学校の回答の傾向を表すことができていると考えら
れる。

4.3 推定戦略
4.3.1 教育生産関数の分解
子どもの教育成果 (学力)とその要因は、次の様な教育生産関数を用いて表

現することができる。

yikt = µi + ηik + vit + ξikt (4.1)

yikt は t 期における子ども i の科目 k における学力を表す。yikt は時間や
科目によって変わりうることを想定しており、そのため yikt は 4 つの要因
(µi, ηik, vit, ξikt)に分解することができる。それぞれについて詳記すれば下記
の通りである。

• µi : 個人ごとに時間変化しない科目不変の要因 (time-fixed, subject-

fixed)

例）生得的な能力や、親の社会経済的地位など

• ηik : 個人ごとに科目変化する要因 (time-fixed, subject-varing)

例）科目ごとの得意不得意など

• vit : 個人ごとに時系列変化する要因 (time-varying, subject-fixed)

例）勉強時間の増加や通塾の有無など

• ξikt : 個人ごとに時系列変化し更に科目変化する要因 (time-varying,

subject varing)

例）特定科目での補習授業の受講など

7似たような項目がなかったため、対応する質問項目は１つである。
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式 (4.1) は教育経済学において想定されてきた教育生産関数 (Hanushek,

2008)と基本的には相違はない。伝統的に教育生産関数では教育成果を規定
する要因として生得的な能力や親の社会経済的地位、個人による学習時間投
資、学校効果などを想定してきたが、それらは全て µi、 ηik、 vit、 ξiktのい
ずれかに分類することができる。また、科目要因を表す ηik・ ξikt は多くの
研究において明示的には言及されてこなかったが、一方で多くの研究が科目
別に推定を行ってきていることを踏まえれば暗黙の内にこれまでも想定され
てきたと言える。
式 (4.1)を変量効果モデル及び固定効果モデルで推定8した結果を表 4.3に

まとめた。変量効果モデルで推定した結果については決定係数及び各要因の
標準偏差を記し、固定効果モデルについては決定係数を記した9。また推定結
果を視覚的に確認するために、図 4.1では変量効果モデルで推定された µi、
ηik、 vitの分布を図示した。図の横軸は推定された µi、ηik、 vitの値を表し、
縦軸はその頻度を表している。

表 4.3: 教育生産関数の分解
個人固定効果

(σµ)
個人科目固定効果

(ση)
個人年度固定効果

(σv) R2(adj) Obs

固定効果モデル ✓ ✓ ✓ 0.806 17902

ランダム効果モデル 0.841 0.361 0.049 0.783 17902

注）本表では式 (4.1)に基づいて教育生産関数を推定した結果を示している。推定は式 (4.1)の
各変数を固定効果として推定するモデル（固定効果モデル）もしくはランダム効果として推定す
るモデル（ランダム効果モデル）によって行なわれた。ランダム効果モデルについては、各ラン
ダム効果の標準偏差の推定値を同時に示している。

子どもの教育成果はその約 80%を µi、ηik、 vitの 3要因で説明することが
できる。すなわち、変量効果モデル及び固定効果モデルで推定した式 (4.1)の
修正済み決定係数の値はそれぞれ 78.3%・80.6%であった。また、それぞれの
要因の標準偏差はそれぞれ 84.1%・36.1%・4.9%(表 4.3）であり、それぞれ
大なり小なり子どもの教育成果に対する一定の役割を果たしていた。これら
の要因は様々な要因を内包しており、本稿で分析の対象とする指導方法や 4.1

節や 4.3.2節で言及する内生要因も µi、ηik、 vit の中に含まれている。その
ため、必ずしも十全に観察されるわけではない µi、ηik、 vitの 3要因の影響
をどのように考えるかが指導方法の分析においては重要な課題になる。次節
の 4.3.2節では、観察されない 3要因の影響を如何に制御するかについて考
察する。

8ただし ξikt を除いた定式化で推定を行なった。ξikt は被説明変数及び誤差項と線形従属で
あるために識別できない。

9ただし表 4.3で報告される決定係数は、多くの研究で報告される固定効果を除いた変動に対
する説明割合とは異なる。ここでは、固定効果が全体の変動をどれほど説明しているかを決定係
数として示している。
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図 4.1: 教育生産関数の分解

4.3.2 推定戦略
4.3.1節における議論を踏まえ、指導方法の効果を推定するために本稿では

次の様な推定式を考える。

yikgt = β tpkgt + µi + ηik + vit + ϵikt (4.2)

iは子ども個人、kは科目、gは子どもが在籍する学年、tは時点を表す。tpkgt

は t期での学年 gにおける科目 kの指導方法を表す。ϵiktは誤差項である。µi,

ηik, vitはそれぞれ生徒個人固定効果、生徒科目固定効果、生徒年度固定効果
を表す10。本稿において関心を寄せている指導方法の効果は β で表される。
本稿の主要な貢献として、指導方法の効果 βの推定値の内生要因の多くを

制御して推定を行っている点を挙げることができる。β を一致推定量で求め
るためには、指導方法 tpkgt が誤差項と無相関であることが必要になる。し
かしその推定値をバイアスさせうる要因として、これまで 1○子どもや教員が
学校間で内生的に配置される可能性 (selection between schools)、 2○学校内
で内生的に子どもや教員が配置される可能性 (selection within schools)、さ
らに 3○学校や教員による指導方法が内生的に選択される可能性などが挙げら
れてきた。これらの要因をコントロールすることを目的とするため、推定式
には個人科目固定効果 ηik及び個人年度固定効果 vitが含まれている。このう
ち、4.3.1節で記述したように個人年度固定効果 vit は個人ごとに年度によっ
て変化する要因全てを観察可能・観察不能に関わらず含む。その中には小学
校における上記 2○や 3○も含まれると考えられる。なぜならば、通常子どもの

10この式では教育を対象にした分析で多く用いられる付加価値モデルによる定式化と推定を
行っていない。その理由は用いたデータは 2期間分しか存在せず、付加価値モデルに直すと 1期
間の変動しか推定に用いることができなくなるためである。但し、データが 3期間以上に渡って
存在する場合においては、式 (4.1) における ξikt の影響を少しでもコントロールすることを目
的として付加価値モデルを用いることは有用な推定戦略になりうる。
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配置は年ごとに行われ小学校においては教員の配置も年ごとに一定であると
考えられるからである。そのため個人年度固定効果 vit をコントロールして
推定を行うことで 2○及び 3○の問題を解決することが可能になる11。
また、上述の 2○及び 3○の問題を解決するためには過去の指導方法の効果の

分析で用いられてきた手法は不十分であるという点は特に重要な論点である。
過去の研究が用いたそのような手法の代表例として、子どもの科目間変動を
推定に利用し個人固定効果 µi をコントロールする手法を挙げることができ
る (Clotfelter et al., 2010, など)。多くの場合、授業は科目ごとに行われ学力
テストも科目ごとに行われる。そのため、指導方法や学力テストの点数は同
一個人であっても科目ごとに異なりうる。その手法ではこの科目間変動を用
いて推定を行う。例として式 (4.2)に基づいて考える。推定する対象の年を t′

とし科目ごとの平均を引くことで (データの科目を表す集合ををK と記す)、
式 (4.2)は次の様に変形される。

yikt′−
1

|K|
∑

k′′∈K

yik′′t′ = β
[
tpkgt′−

1

|K|
∑

k′′∈K

tpk′′gt′

]
+
[
ηik+ϵikt′−

1

|K|
∑

k′′∈K

(ηik′′+ϵik′′t′)
]

(4.3)

この操作を行うことで、結果として個人固定効果 µi及び個人年度効果 vit′ の
影響を取り除くことができる。そして、この手法はパネルデータ分析と異な
り複数年度に渡ってテストをする必要がないという利点を持つ。単一年度の
データであっても、学力テストの値と分析を行う説明変数のとる値は科目に
よって変動するという状況があれば上述の定式化を行うことができる。その
ため、指導方法の効果を分析する研究の多くが科目間変動を用いて分析を行っ
てきた。
しかし、科目間変動を用いるこの手法は内生性の問題を解決する手段とし

ては不十分であり、個人の科目間の異質性が内生要因である可能性を見逃し
うる。すなわち、式 (4.3)において、（誤差項である ϵiktを除けば）科目個人
固定効果 ηik をコントロールすることはできていない。そのため ηik が指導
方法を表す tpkgtと相関関係にあれば、βの推定値はバイアスを含んだものに
なる12。そしてその様な状況は容易に想像することができる。例えば、算数
を苦手とする子どもが多く所属するクラスAと算数を得意とする子どもが多
く所属するクラス Bがあるとする。その場合教員はクラス Aとクラス Bで
同じような指導を行うだろうか。むしろ、目の前の子どもの性質に合わせて、
例えばクラス Aでは特別丁寧に問題解説を行うようにするなどと、指導方法
を変えるのではないだろうか。その様な状況があれば、科目個人固定効果 ηik

をコントロールしないまま得られた指導方法の効果にはバイアスが含まれる
と言える。

11 1○の問題に対しては、その他の指導方法の効果を分析する研究と同様に µi をコントロール
することで対処している。

12これは科目間変動を用いる代わりに、年度間変動を用いた場合も同様の議論を展開すること
ができる。その場合、観察不可能な時間変動要因 vit をコントロールすることはできなくなる。
これはいわゆるパネルデータ分析における固定効果法とその特徴を書き直したに過ぎない。
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これらの問題を乗り越えるためにも、本稿では個人固定効果 µiだけでなく
個人科目固定効果 ηikおよび個人年度固定効果 vitを推定式に加えている。こ
の様な定式化の下で推定を行うことで、通常の固定効果推定では取り除けな
い時間変動する異質性をもコントロールすることが可能になった13。
ただし、中学校においては個人科目固定効果 ηik 及び個人年度固定効果 vit

をコントロールしたとしてもなお内生要因は存在しうることには注意が必要
である。中学校において、ある子どもを担当する教員は科目によって異なり
その配置は年ごとに変わりうる。すなわち、中学校において担当する教員の
効果は式 (4.1)においては ξikt で表されるものである。そのため、個人科目
固定効果 ηikや個人年度固定効果 vitをコントロールするだけでは、その影響
を制御するためには必ずしも十分ではない。日本のデータを用いて中学校に
おける指導方法の効果を式 (4.2)の下で分析する際には、その内生性の方向
性などを注意深く検討する必要がある。

4.4 分析結果
表 4.4では式 (4.2)に基づき定式化を変えながら指導方法の効果 β の推定

値を示した。(1)列では何もコントロールしていない定式化における推定値を
示している。(2)列では個人固定効果 µiのみをコントロールした定式化にお
ける推定値を示している。(3)列では (2)に個人科目固定効果 ηik を加えた定
式化における推定値を示している。(4) 列では (2)列に個人年度固定効果 vit

を加えてコントロールをした定式化における推定値を示した。(5)列では個人
科目固定効果 ηik及び個人年度固定効果 vitの両方をコントロールをした定式
化における推定値を示している。この (5)列では式 (4.2)に示した全ての固定
効果を含めて推定を行なっており、その推定値は最もバイアスの影響が小さ
いと考えられる。そのため以降では (5)列で示した推定値を中心的に考察し
ていく。小学校と中学校では教員配置のルールが異なることに鑑み、分析は
学校種別ごとに行った14。
分析の結果、小学生の学力向上に効果を持った指導方法が存在した。具体

的には、子どもの自発性を促進する指導・子どもの授業態度の規律の向上に
努める指導及び子どもの学習の方法を工夫する指導15は小学校において子ど
もの教育成果の向上に効果を持ちうることが分かった。すなわち、表 4.4の

13観察できない固定効果を取り除く方法としては、層別化によるサブサンプルの分析といった
手法も候補に上がる。しかし本稿ではそのような方法を用いなかった。なぜならば、個人固定効
果を対象に層別化してしまうとその人数分だけ層ができてしまい解釈をすることがとても困難で
あり、また個人固定効果や個人科目固定効果・個人年度固定効果全てを考慮するとなれば、各々
の層のサンプルサイズは 1 つだけになってしまう。これらの限界を踏まえて本研究では層別化
の手法は用いなかった。

14ただし、ロバストネスチェックとして全ての学年をプールし、学校種別のダミーを用いた推
定も行なった。その結果は表 4.4 に示したものと大差がないことを確認している。

15それぞれ「生徒の自発性を促進」インデックス、「生徒の授業態度への指導」インデックス、
「授業手法の工夫」インデックス。
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表 4.4: 指導方法が子どもの学力に与える影響
小学校
(1) (2) (3) (4) (5)

コントロール変数 個人固定効果 個人固定効果 個人固定効果 個人固定効果
個人科目固定効果 個人科目固定効果

個人年度固定効果 個人年度固定効果 サンプル数

[1] 授業編成
0.009
(0.010)

-0.004
(0.006)

0.004
(0.008)

-0.005
(0.007)

0.015
(0.014) 9682

[2] 授業の内容の工夫
0.002
(0.010)

0.005
(0.006)

0.003
(0.007)

-0.005
(0.010)

-0.042***
(0.016) 9682

[3] 生徒の授業態度への指導
0.003
(0.011)

0.013
(0.013)

0.058***
(0.019)

0.002
(0.015)

0.165***
(0.043) 9682

[4] 授業手法の工夫
-0.006
(0.010)

0.006
(0.006)

0.010*
(0.006)

-0.009
(0.018)

0.142***
(0.041) 9682

[5] 生徒の自発性の促進
-0.036
(0.011)

0.022***
(0.007)

0.016**
(0.007)

0.058***
(0.016)

0.120***
(0.038) 9682

中学校
(1) (2) (3) (4) (5)

コントロール変数 個人固定効果 個人固定効果 個人固定効果 個人固定効果
個人科目固定効果 個人科目固定効果

個人年度固定効果 個人年度固定効果 サンプル数

[1] 授業編成
-0.018
(0.018)

-0.008
(0.009)

-0.046**
(0.024)

-0.006
(0.010)

-0.035
(0.033) 8220

[2] 授業の内容の工夫
0.005
(0.011)

0.020*
(0.011)

0.030**
(0.012)

0.016
(0.014)

0.038*
(0.023) 8220

[3] 生徒の授業態度への指導
-0.015
(0.013)

-0.002
(0.015)

0.001
(0.018)

0.002
(0.020)

0.039
(0.038) 8220

[4] 授業手法の工夫
0.007
(0.011)

-0.014*
(0.008)

-0.001
(0.011)

-0.022**
(0.011)

-0.012
(0.030) 8220

[5] 生徒の自発性の促進
-0.005
(0.011)

-0.010
(0.008)

-0.017
(0.011)

-0.009
(0.009)

-0.017
(0.012) 8220

注）本表では指導方法が子どもの学力に与える影響を示している。各々のセルでは指導方法の効
果 β(式 (4.2))) の推定値及び標準誤差・有意水準を示しており、「推定値 有意水準 (標準誤差)」
という表記法を用いている。「***」・「**」・「*」はそれぞれ 1%・5%・ 10%の水準で統計的に
有意であることを表す。

小学校を対象にした回帰表の (5)列で、上記 3つのインデックスの教育成果
に対する効果の推定値は正で有意であった。特に「生徒の自発性を促進」イ
ンデックスについては定式化に関わらず (2)列から (5)列の全てで推定値は
頑健に正で有意であった。一方で、小学生の学力向上に対して習熟度別少人
数学級の導入など学級編成を工夫すること（「授業編成」インデックス）は統
計的に有意ではなく、授業で扱う内容を工夫する指導（「授業の内容を工夫」
インデックス）は負に有意であった ((5)列)。総じて纏めれば、小学校を対象
にした時に子どもの教育成果を向上させるためには、学級編成や学習内容を
工夫することよりもむしろ学習の方法や学習動機付けを対象にして指導する
ことこそが重要でありうる。
さらに、小学校と中学校では指導方法の有効性は大きく異なり、小学校で

は効果が認められた上述の指導方法は中学校では効果は認められなかった。
すなわち、表 4.4の (5)列において、小学校では「生徒の授業態度への指導」
「授業手法の工夫」「生徒の自発性の促進」といった指導方法インデックスに
係る係数の推定値は 1%の水準で統計的に正に有意に出ているが、一方で中学
校では 5%の水準であっても統計的に有意なインデックスは存在しなかった。
また「授業の内容の工夫」については中学校においては 10%の有意水準で統
計的に有意ではあるものの、小学校における係数の推定値にくらべ係数の推
定値は絶対値は小さく標準誤差も大きい。この結果からは、中学校では子ど
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もの教育成果に対する指導方法の影響というのはそれほど強くない可能性が
示唆される。無論、小学校と中学校では年齢が異なるうえ指導を行う教員を
割り当てる方法も違うため、小学校と中学校での結果をそのまま比較するこ
とには困難が伴う。特に 4.3.2節で記したように、中学生を対象にした分析で
は必ずしも教員の内生的な配置や観察できない異質性を影響をコントロール
できているわけではない。しかしそれでもなお、小学校で有効でありうる指
導方法は必ずしも中学校では有効でありえず、「どのような指導が有効か」と
いう問いを考えた時には「どのような子どもを対象としているか」という点
にも注意を向けなければならないことを上記の結果は示している。
加えて、クラスの子どもの状況に合わせて、授業で用いる指導方法は変化

している可能性が示唆された。すなわち、指導方法の効果の推定値はコント
ロールする固定効果によって大きく異なった。具体的には、小学校において
その効果が正に有意であった指導方法のインデックス (「生徒の自発性を促
進」インデックス、「生徒の授業態度への指導」インデックス、「授業手法の
工夫」インデックス)の推定値は (5)列では 0.1標準偏差を超える効果量であ
るのに対し、(1)-(4)列では効果量は小さくそのほとんどが有意ではない。例
えば「生徒の授業態度への指導」インデックスの効果の推定値は (5)列では
0.17(1%の水準で有意)であるのに対して、(3)列では 0.06(1%の水準で有意)

であった。この推定値の違いをもたらしているのは、個人年度固定効果をコ
ントロールしているか否かである。同様に (4)列では 0.00(有意ではない)で
あり、(5)列における推定値と比較すれば効果量は小さく統計的有意性も失わ
れている。この推定値の違いをもたらしているのは、個人科目固定効果をコ
ントロールしているか否かである。これらの結果から、個人科目固定効果や
個人年度固定効果は指導方法と負の相関を持ち、観察できない異質性が推定
値を負の方向にバイアスさせていたと考えることができる。このことは、学
校や教員がどのような指導をするかを決めるにあたって、眼前の子どもたち
の特徴に応じて決めている可能性を示唆する。例えばある学校では、算数を
苦手とする子どもが多くいる学年において算数の授業では念入りに授業を行
い工夫を凝らした指導を行うことで子どもたちの学習を促進しようとした可
能性がある。もしくは同様に、学力水準が低い学年においては、念入りに授業
を構成している可能性がある。この様な状況が存在していたため、(1)列-(4)

列では効果量は小さく推定されてしまったと考えることができる。そのため、
この結果は学校や教員による指導方法の内生的に選択されておりその影響を
取り除くことの重要性を示唆している。

4.5 結論
本稿では授業で用いられた指導方法が子どもの教育成果に与える影響を推

定した。その際には学校から回答を得た子どもの指導に関するアンケート結
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果から似た項目を纏めた指導方法のインデックスを作成し、そのインデック
スと子どもの教育成果の間にある関係を分析した。授業でどのような指導方
法がなされるかは学級の子どもの特徴やどのような教員が学校や学級に配属
されるかと相関しうるため、指導方法の効果の分析はその内生性の問題に対
処をする必要がある。そのため、個人固定効果のみならず個人科目固定効果・
個人時間固定効果をコントロールした上で指導方法の効果の推定を行なった。
その結果として小学校においては数種の指導方法には子どもの教育成果へ

の正の効果が認められた。すなわち、子どもの自発性を促進する指導や授業
手法を工夫すること・子どもの授業態度への指導は小学生の学力に対して正
の効果を持った。一方で、学級編成を工夫することは統計的に有意ではなく、
授業で扱う内容を工夫する指導することは負の効果を持った。中学校におい
ては指導方法と子どもの教育成果の間には統計的に有意な関係性は観察され
なかった。様々に工夫され実践される指導の全てが、子どもの学力向上に結
びつくわけではない。本稿での結果は、闇雲に指導方法の改善を志すのでは
なく、教育成果と結びつきうる指導方法において改善を志すことの重要性を
示唆する。
ただし、本稿における分析は幾つかの限界を抱えている。まず第一に子ど

もの教育成果に影響を与えうる要因のうち、時間および科目によって変動す
る要因のコントロールには至っていない点を挙げることができる。例えば、算
数の学力が低く推移しているのを見た教員が補修授業を行なったといったよ
うな意思決定が広く存在する場合、本稿で得られた推定結果はバイアスを含
む可能性がある。第二に、本稿で用いている授業で用いた指導方法とは、あく
まで学校による回答を元に作成しているという点である。Hidalgo-Cabrillana

and Lopez-Mayan (2018)が指摘しているように、学校による自己認知が客
観的事実と必ずしも整合的である保証はない。
子どもの教育成果に対する学校や教員の効果についての研究は日本のみな

らず全世界で未だ決まった結果の方向性が示されていない研究分野である。
本稿で行った議論も多く存在する研究課題の一部を扱ったものであり決して
絶対的な知見であるとは言えないが、それでも本研究は日本における数少な
い指導方法についての研究として重要であると言える。

これからの教員の質研究
ここでひとまず、教員の質研究における本稿の立ち位置を改めて総括する。

ある教員が担当した子どもの能力の成長の平均的増分として定義される教員
付加価値を用いた研究は近年急速に進展を見せており、本稿第 3章において
も同様の問題を扱った。教員付加価値推定には多くの仮定が存在しその妥当
性については慎重に判断する必要があるものの、本稿が示した学力や非認知
能力に対する教員付加価値の性質は日本における教員の子どもに対する影響
力とその性質の一端を明らかにすることができたと言えよう。
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一方で「どのような教員が子どもの能力を伸ばすのか？」という教員の有
効性についての研究も相変わらず重要である。なぜならば「どのような教員
が有効か」という問いに対する答えは教員政策をそのまま方向付けるからで
ある。もし高い学力を有する教員がそのまま高い教員としての質を示すとい
う研究成果が認めらた時には、教員政策はそのような教員の採用や育成に向
けてのものになるであろう。しかし、本章の冒頭で記したように、現在の研
究水準では教員の履歴書的な特徴が教員の有効性と強い関係性があるとは考
えられていない。
そのような中で本章が取り上げたのは教員の指導方法であった。クラスルー

ムにおける教員や学校の実践そのものを表す指導方法はその概念的に子ども
の能力の成長との強い関係性を期待されており、近年の教育経済学の研究は
そのような期待を実証するようなものであった。本章の研究の結果もそのよ
うな近年の研究動向を反映したものになっている16。
そしてその中で、本稿はこれまでの指導方法研究の手法の妥当性について

強調して言及を行った。すなわち、これまでの教育経済学による指導方法に
ついての研究は一定のバイアスを含んだ結果である可能性があることを指摘
した。その意味で、これまでの研究はそのバイアスの程度を割り引いてその
結果を評価する必要があり、またこれからの研究はそういったバイアスに対
してどのように対処をするかが求められる。
本稿で用いた定式化はそのようなバイアスへの対処方法として有効ではあ

るものの限界も多い。その中でも最も大きい限界の一つが、本章で提案した
手法では学力以外のアウトカムを対象に分析をすることはできないという点
である。本稿で用いた手法は科目間の変動を利用するものであった。しかし、
それは科目という概念が存在する学力を対象にして行うことができる分析で
あり、非認知能力などを対象にして分析を行うときは本稿の結果を用いるこ
とはできない。「(伸ばすべき)非認知能力に応じた指導方法」というような非
認知能力に応じた指導方法という高度な実践は現状調査の対象になっておら
ず、またそのような比較が妥当なのかも現状十分な知見の蓄積は存在しない。
そういった中、今後の指導方法についての研究を行うときには、RCTや

擬似実験的な状況を上手く用いることが求められる。学力だけではなく様々
なアウトカムに対して分析を実行可能でまた現代的な因果推論の基準を満た
すためには、指導方法についての研究においてもそのような条件付けられた
状況でランダムな変動をうまく用いる必要がある。そして、そのようなこれ
からの指導方法研究・分析の１つの例・ケーススタディでもあるのが、次章
にて展開するカンボジアにおける ICT教育の実践についての分析である。当
該研究においては、カンボジアの首都ペノンペンでクラスター RCTを行い、

16加えて、この結果は本稿第 3 章の結果とも整合性が高いと考えられる。第 3 章では教員の
影響力は非認知能力に対してより高いことが示されているが、教員の指導によって変わるのは学
力そのものではなく子どもの学習態度や学習への取り組み方といった子どもの生活の過ごし方で
あるのかもしれない。
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ICTを用いた指導の効果について認知能力・非認知能力共に分析を行った。
次章では ICT教育にしぼってそのような研究を行ったものの、今後の指導方
法を対象にした分析ではこのようなエビデンスの蓄積が求められていると言
えよう。
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第5章 コンピューター支援教育は
子どもの能力を向上させ
るか？

概要1

本章では、コンピューター支援教育 (Computer-Assisted Instruction、CAI)

が子どもの認知能力と非認知能力に与える効果を分析した。カンボジアのプ
ノンペン近郊に所在する小学校 5校、約 1,600名の子どもを対象に、クラス
ター化無作為化比較試験を実施した。その結果、認知能力に対する平均処置
効果は肯定的で統計的に有意である一方で、学習時間には変化がなかったこ
とが示唆された。これは、CAIが子どもの単位時間当たりの学習生産性を向
上させることに成功していることを示している。さらに、CAIは子どもの大
学進学に対する主観的な期待感を高めることがわかった。

5.1 はじめに
世界銀行は近年「学習の危機 Learning Crisis」について言及している (World

Bank, 2017)。例えば、市場での売買や家計のやりくり、銀行や他の金融機関
との取引に必要な数学についての基礎的なスキルを学校で身につけることす
らできていない生徒が、開発途上国の生徒の大きな割合を占めていることが
わかっている (Hanushek and Woessmann, 2016)。
そして多くの低所得国ではここ数十年で小学校への就学者数が急速に増加

しており、学習の危機を回避する上で大きな障害に直面している。第一に、
初等教育への就学者数は増加してきたが、一人当たりの教育投入量の減少は
初等教育の質を低下させる可能性が高い。第二に、多くの開発途上国では質
の高い教師の雇用が困難である。なぜならば、教師の給与が他の同等の資格
を持つ専門職よりも低いためである。第三に、低学力の生徒と高学力の生徒
の能力に大きな差があると、教師が適切な指導レベルを設定することが困難
になる。このような状況では、教師の指導レベルと生徒の習熟度の間にミス
マッチが生じうる (Glewwe and Muralidharan, 2016)。

1本章は Ito et al. (2021) として出版されたものを一部修正して掲載している。
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新技術は発展途上国におけるこのような問題を軽減する有望な方法を提供す
ると考えられる。教室でのコンピューターの利用そのものは必ずしも生徒の学
習の質を向上させるものではないが (Barrera-Osorio and Linden, 2009)、よ
く設計されたコンピューター支援教育 (Computer-Assisted Instruction、以降
CAIと記す。コンピューター支援学習 (Computer-Assisted Learning、CAL)

とも呼ばれる)の下では、生徒は教師が不足していても質の高い教材にアク
セスでき自分のペースと習熟度に合わせて学習することが可能である。幾つ
かの研究がこの CAIの効果を検証している。Linden (2008)はインドにおけ
る RCTを通じて特に成績の低い生徒の成績を大幅に向上させることを示し
ている。また、ペルーとウルグアイの「子ども一人につき一台のラップトッ
プ」プログラムでは生徒の読解力や数学の能力に CAIは影響を与えなかった
ことがわかっている (Cristia et al., 2017; De Melo et al., 2014)。
本稿は、カンボジア政府、国際協力機構 (JICA)、日本の民間企業である

はなまるラボと共同で行われた経済実験から、CAI が生徒の認知能力と非
認知能力に与える因果関係を厳密に推定することを目的とする。実験では
Think!Think!という教育アプリケーションが用いられた。このThink!Think!

の主な目的は、小学生の算数の基礎力を養うことにある。
Think!Think!の効果を調べるために、2018年 5月から 8月にかけて、プノ

ンペン近郊の公立小学校 5校で、1年生 (G1)から 4年生 (G4)までの 1,656

人の生徒を対象としたクラスター化無作為化比較試験 (RCT)を実施した。各
学校は各学年に 2 つのクラスがあるため、生徒は 3 カ月間の介入期間中に
Think！Think！を使用した 20のトリートメントクラスのいずれか、または
20のコントロールクラスのいずれかに無作為に割り付けられた。
結果として、数学のテストと IQテストによって測定された認知能力に対

する平均処置効果が正で統計的に有意であった。その効果の大きさは、特に
発展途上国で実施された先行研究と比較して大きなものであり、ベースライ
ン調査で調べられた性別・学年・出生月・親の教育・学校の時間変化しない異
質性を考慮した場合でも、達成度に関する推定値は 0.68～0.77標準偏差、IQ

スコアに関する推定値は 0.66標準偏差であった。さらに、CAIは学生の大
学進学に対する主観的な期待感を高めることがわかった。しかし、モチベー
ションや自尊心などの非認知能力には有意な影響は見られなかった。
本研究の貢献は、主に以下のように要約される。(1)第一に先行研究ではテ

ストスコアの向上に焦点が当てられていたが、本研究ではテストスコアや IQ

などの認知能力だけではなく、モチベーションや自尊心などの非認知能力や
学習時間といった様々なアウトカムに対してコンピューター支援教育の効果
を検証した。(2)第二に、特に発展途上国では新たに開発された技術への期待
が高まっているが、その外部妥当性を検証するためにより厳密な定式化によ
る研究を行った。分析の結果、CAIが生徒の認知能力を向上させた要因は、
授業時間数の増加ではなく単位時間当たりの学習生産性の向上によるもので
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あることが明らかになった。
本章は下記のような構成になっている。5.2節では先行研究のレビューを行

う。5.3節では、研究デザインとデータを説明する。5.4節では、推定結果を
示す。 5.5節では、政策的なインプリケーションを示す。

5.2 先行研究
過去の研究では、学校によるコンピューターへの投資は、(i)情報通信技術

(ICT)または (ii)CAIのいずれかとして定義されている。特に近年では、イ
ンターネット接続を必ずしも必要としない CAIプログラムが公立学校でより
広く使用されるようになった。そして、いくつかの研究では、適切に設計さ
れた CAIプログラムが、特に発展途上国の学力の低い学生の数学または科学
の能力に強く正の影響を与えることが示された。Banerjee et al. (2007)は、
インドの都市のG4学生に対する CAIプログラムの効果を調査した。トリー
トメント群の学校に割り当てられた学生は、主に成績の悪い子どもたちの改
善により、数学の成績を標準偏差 0.47増加させた。プログラムが終了した後
でも、約 0.10の標準偏差に減少はしたがこの肯定的な効果は残った。しかし
他の研究では読書と言語テストのスコアにわずかな影響しか与えていなかっ
た。例えば、Rouse and Krueger (2004)は、米国北西部の都市地区にあるコ
ンピュータソフトウェアプログラム Fast For Word for G3～G6の学生を使
用して大規模なRCTを実行している。彼らの結果は、言語と読解力に対する
CAIのプログラムの影響が小さいものの、統計的に有意であることを示した。
経済学では、コンピューター・インターネット・ソフトウェア、およびそ

の他の技術への投資は通常教育生産関数の文脈で分析される。 Bulman and

Fairlie (2016) は、モデルを規定するもののうち一つが、指導に利用できる
時間であることを指摘した。CAIにおいては、コンピューターを使った指導
時間と従来の指導に費やされた時間との間のこのトレードオフにより、学校
が CAIプログラムを使用すべきかは決定される。それにも関わらず、Rouse

and Krueger (2004)およびBanerjee et al. (2007)を含む多くの研究では、通
常の授業外の CAIプログラムを用いる補習的な教育の効果を推定している。
そのため、それらの研究からは、CAIプログラムが伝統的な指導を代替しう
るものなのかについて判断することは難しい。
これらの問題に対処するために Barrow et al. (2009)では、ランダムに割
り当てられたトリートメントクラスの中学生がCAIを利用して教えられる一
方、コントロールクラスの学生は伝統的にクラスで教えられる介入を考えて
いる。これにより、新しく開発された CAIプログラムの効果と、限られた学
校のリソースと時間の制約の下でのより伝統的な指導の効果の比較が可能に
なっている。 2年間の実験の結果、トリートメントクラスの生徒はコントロー
ルクラスの生徒よりも少なくとも 0.17標準偏差だけ数学の能力が向上したこ
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とがわかった。また、 Carrillo et al. (2011)は、エクアドルで小学生を対象
に同様の実験を行った。分析の結果、従来の授業の代わりにクラスで CAIを
使用すると、数学のパフォーマンスは向上がなされた一方で、言語習得は改
善されなかったことがわかっている。また、インドの都市部の中学校に関す
る最近の調査では、クラスで CAIを使用すると数学と言語の両方の能力に大
きな影響があることが示されている (Muralidharan et al., 2019)。彼らの操
作変数法を用いた推定は、トリートメントの学生が 5か月の介入中に数学で
0.37標準偏差、ヒンディー語で 0.23標準偏差能力が向上したことを示唆して
いる。彼らはまた、学力の低い学生ほど成績の向上が大きいことも発見して
いる。本稿の分析はこのMuralidharan et al. (2019)の分析に基づいており、
CAIプログラムが発展途上国の比較的恵まれない地域の低年齢の子どもたち
に効果的かどうかを検証する。

5.3 手法とデータ
5.3.1 背景
本研究では、プノンペン周辺の半径約 10km以内に位置する 5つの公立小

学校を対象としている。これらの学校は介入期間中に他の開発機関からの援
助を受けていなかったため、他の外部介入による交絡要因は除外できる。ま
た学校周辺の世帯の大部分は収入を得るために農業や漁業に従事しており、
高等教育を受けている親の割合はわずかである。これら 5つの学校の位置を
図 5.1に示した 。

5.3.2 ベースライン調査とフォローアップ調査
介入に先立ち、2018年 5月 21日から 5月 25日まで、教職員の全面的な

協力のもと、授業内でベースライン調査を実施した。ベースライン調査では、
G3と G4の生徒を対象とした 40分間の達成度調査を 2種類、全生徒を対象
とした 40分間の IQテスト、全生徒と保護者を対象とした 20分間のアンケー
ト調査を実施した。
学生の認知能力を測定するために、カンボジア教育省が実施しているG3の

学生を対象とした全国学力テスト (NAT)と、International Association for the

Evaluation of Educational Achievement (IEA)が実施しているG4の学生を
対象としたTrends in International Mathematics and Science Study(TIMSS)

の 2種類の学力テストを使用した。これらのテストでは介入対象の生徒が過
去に受験したことのない問題が使われている。低学年の子どもの認知能力を
測定するための標準化された調査がないため、G1とG2には達成度テストを
実施しなかった。その代わりに、調査では年齢に応じた 2つの IQテストを
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図 5.1: 介入の対象となった学校の位置
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実施した。そのうちの 1つが「新田中 B型知能検査」である。田中 B型知能
検査 (Tanaka et al., 2003)は、日本をはじめとするアジアの国々で、子ども
の年齢に応じた認知能力を測る尺度として古くから利用されてきた。この田
中 B型知能検査を現地の言語に翻訳し、現地の環境に合わせて適切に改変し
て用いた (紙幣や食べ物、人のイラストなど)。
ベースライン調査で実施されたもう一つの知能テストは、Goodenough

Draw-a-Man(DAM)テスト (Goodenough, 1926)である。このテストでは、
生徒は紙に人物全体の絵を 10～15分かけて描くように求められる。収集され
た子どもたちの絵のいくつかの例を図 5.2に示した。知能の尺度としてのこ
のテストの妥当性については批判もあるが、ある研究によると DAMテスト
は低い知能の 5-12歳児をスクリーニングするのに有効であることが示唆され
ている (Scott, 1981)。

図 5.2: Samples of Draw-a-Man Test

G1～G4の全生徒を対象とした調査では、性別・学年・出生月・自宅での学習
時間・将来の大学進学の主観的な可能性などについて質問を行った。その調査
には、ローゼンバーグ自尊感情尺度 (Rosenberg self-esteem scale(Rosenberg,
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1965))や学習意欲 (internal and external motivation for study)(Sakurai and

Takano, 1985)などの非認知的能力を測定するための質問票も含まれている。
また、保護者調査では、親の学歴や社会経済的地位を尋ねている。
3ヵ月間の介入の後、8月 16日から 8月 25日にかけて追跡調査を実施し

た。大学への進学意欲や自宅での学習時間など、時間的に変化する変数のみ
に焦点を当てて再度達成度テスト、IQテスト、アンケート調査を実施した。
対象校において正式に登録されている 1656名のうち、ベースライン調査

とフォローアップ調査の両方に参加したのは 77.2%であったが、ベースライ
ン調査のみに参加したのは 6.3%であった。このサンプルの減少は、トリート
メントとコントロールの比較可能性を低下させる可能性がある。例えば、ト
リートメントに割り振られた低学力の生徒は介入が上手くいったことで介入
期間中に退学しないかもしれないが、コントロールに割り振られた低学力の
生徒はに退学するかもしれない。この場合、この介入の推定値は下方に偏る
可能性がある。そこで、トリートメントとコントロールの両方について離脱
率を計算し、その値が子どもの特徴と関連していないかを調べた。幸いなこ
とに、トリートメントとコントロールでは、離脱率に差があったり離脱をし
た子どもの特徴が異なっているという証拠は見られなかった。しかし、ベース
ライン調査にもフォローアップ調査にも参加しなかった学生の 9.2%について
はその詳細はよくわかっていない。世界銀行の最新の指標によると、2017年
のカンボジア全国の中途退学率は 9.4%である。私たちの介入は学期末の 3ヶ
月間に実施されたため、介入前や介入中に中退してしまう生徒もいるかもし
れない。この問題に対処するために、ベースラインデータが欠落している場
合は 0とするダミー変数を作成し、ロバスト性チェックとして ANCOVAに
よる定式化で制御した。

5.3.3 教育アプリケーション: Think!Think!

今回の介入で使用した Think!Think!というアプリケーションは、株式会社
はなまるラボが日本の児童向けの塾を数多く運営してきた経験を活かして開
発したものである。このアプリケーションは、特に小学生の算数の基礎力を
養うために開発された (図：例 5.3)。具体的には、このアプリケーションで
は独自のアルゴリズムによる適応学習を取り入れ、個々の生徒の習熟度に応
じた算数の問題・教材・指導を提供している。多くの文献で示唆されている
ように、算数・理科の能力は国を超えて経済成長との関連性が高いとされて
おり (e.g. Hanushek and Kimko, 2000; Jamison et al., 2007; Hanushek and

Woessmann, 2016)、数学的習熟度は経済成長を牽引するだけでなく個人の
所得を高める効果もあるとされる。例えば、デンマークでは高等学校の数学
習得コストが制度的に低下することを利用し、数学を重視した高校の専門科
目を選択することが将来の労働市場の収益に因果関係があることを Joensen

and Nielsen (2009)が実証している。
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図 5.3: Sample Problem

Think!Think!はカンボジアの小学生向けに現地のカリキュラム基準に合わ
せて修正され、現地の言語であるクメール語に翻訳された。トリートメント
に割り当てられた生徒には、授業中に追加の教員が必要になることがあった。
そのため、介入では、技術的な問題や時間管理について生徒にアドバイスを
するために教員経験のない 3人のスタッフを追加で派遣した。
介入で使用した Think!Think!と、Muralidharan et al. (2019)が使用した

Mindsparkによるコンピュータ支援学習を注意深く比較すると、多くの特徴
が非常に似ている。彼らは論文の中で、P1431から P1432まで、Mindspark

を使うことの利点を強調している。それは (i)質の高い教材、(ii)個々の学生
に合わせた「正しいレベルでの授業」を実現するためのアダプティブコンテ
ンツ、(iii)学生特有の概念的ボトルネックの緩和、(iv)インタラクティブな
ユーザーインターフェースといった要素で表すことが出来る。この類似性の
結果として、本稿の結果はMuralidharan et al. (2019)と強く一致している。
一方で少し異なる点として、Mindspark は中学生 (G6～G9) 向けにヒン

ディー語 (言語) プログラムと数学のコンテンツを提供しているのに対し、
Think!Think!は小学生向け (G1-G4)に特化している。さらに、Muralidharan

et al. (2019)と本稿の結果の最も重要な違いの 1つは、プログラムのあり方
にある。 Muralidharan et al. (2019)の介入は “blended learning”プログラ
ムであり、すなわち “”Mindsparkコンピューター支援学習 (CAL)プログラ
ムとグループごとの指導と追加の指導時間の組み合わせ”(p.1429)である。し
たがって、彼らの結果は CALの純粋な効果を介入内容から分離することが
できない。しかし学校の中で教育に利用できる時間には上限があると仮定す
ると、学校が従来の授業での教育との比較は、開発途上国の政府にとってよ
り重要な政策問題になる可能性がある。
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5.3.4 Clustered RCT

もし子どもが自分の好みに基づいて CAIにアクセスできるようなったと考
えた時、そのアプリケーションは成績の良い学生が利用する可能性が高い。
新しい技術に触れることを含めより質の高い教育を受けようとしたことのあ
る学生はそうでない学生に比べて、平均して勉強に熱心である。CAIベース
のソフトウェアへのアクセスを無作為に割り当てることで、この選択バイア
スを回避することができる。
本研究において、トリートメントクラスの学生は毎日約 30 分間 Think!

Think!を用いた。ピア効果はこの実験の内部妥当性に対する潜在的な脅威で
あり、学生間の相互作用により推定は SUTVAに違反する可能性がある。教
育においてはクラスター化 RCTがより一般的であるというだけでなく、そ
のような状況を避けるために我々は教室内の個々の学生ではなく教室ごとに
学生を無作為に介入群と非介入群に割り付けた2。
各学校は各学年に 2つのクラスを持っているため、クラスターランダム化

比較試験を使用した。すなわち、各学校において 1学年に 1つのトリートメ
ントクラスを無作為に選んだ。この操作は、5つの学校全体で 20のトリート
メントクラス (840人の学生)と 20のコントロールクラス (816人の学生)を
生んだ3。 しかし、トリートメントクラスの生徒が、同じ学校のコントロー
ルクラスの友人に、自分が学んだことを話してしまうのではないかという懸
念は残る。そのような波及のリスクを減らすために、トリートメントクラス
の生徒は授業外での Think! Think!を利用することは許可されなかった。さ
らに、タブレットやノートパソコンを家に持ち帰ることも許可されなかった。
しかし、クラスレベルのランダム化比較試験では、トリートメントとコント
ロールの間のスピルオーバーを抑制するのに十分ではないという懸念は依然
存在する。トリートメントを受けた仲間内での正の波及効果と、同じ学校で
トリートメントを受けていない生徒への副次的な効果があれば、偏りのない
推定値はより大きくなるかもしれない。
3ヶ月という比較的短い介入期間にもかかわらず、生徒たちはThink! Think!

に非常に熱心に取り組んだ。この場合、ホーソン効果とジョン・ヘンリー効
果と呼ばれるコントロールの評価による行動変化が介入効果に存在する可能
性がある。トリートメント内での有意なモチベーションの変化は見られない
ものの、ホーソン効果はトリートメントの子どもの成績を向上させるため、
コンピュータ支援教育の真の効果と比較して推定値は過大評価されている可
能性がある。一方、ジョン・ヘンリー効果はコントロールの子どもの成績を
向上させるため、コンピュータ支援教育の真の効果は過小評価されている可

2しかし、(Imbens and Wooldridge, 2009) が指摘しているように、個人への介入の直接的
な影響と、その個人への仲間の間接的な影響とを区別することは技術的に困難である。

3同じ教室の学生の結果の間に観察されない相関関係がある可能性があり、クラスター標準誤
差はそのような相関関係を補正するために使用することができる。しかし、このような相関関係
を補正するためにはクラスター標準誤差の計算には少なくとも 42 クラスターが必要であること
が示唆されているため (Angrist and Pischke, 2008) 我々の推定を適用することはできない。
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能性がある。

5.4 識別戦略および推定結果
5.4.1 推定に用いた定式化
Think!Think!を使用した指導の因果効果を推定するために、以下の定式化

に基づいて因果効果の推定を行った。

Yi,j,t = α+βTi,j,t+γYi,j,t−1+δMissingBaselinei,j,t+Xi,j,tσ+ϵi,j,t (5.1)

ここでYi,j,tは、時間 tにおける j校の学生 iのアウトカムである。MissingBaselinei,j,t

は、生徒 iがベースライン調査に参加したかどうかを示すダミー変数である。
Xi,j,t はコントロール変数のベクトルで、ϵi,j,t は誤差項である。Yi,j,t−1をコ
ントロールする ANCOVAを用いた。
この実証モデルの重要な仮定は、CAI ベースのソフトウェアを用いるとい

う介入と学生の観察されない能力との関係が、コントロールを条件として誤
差項に直交するというものである。この仮定のもとでは、(1)式の β の推定
値は、CAI ベースのソフトウェアが学生のアウトカムに与える因果効果と解
釈することができる。

5.4.2 変数の詳細
表 5.1では、ベースライン調査のバランスチェックを示した。Bruhn and

McKenzie (2009)に従い学年ごとの固定効果を制御した時、トリートメント
クラスに割り当てられた G3の学生とコントロールクラスに割り当てられた
学生との間の NATの結果に統計的に有意な差はなく、トリートメントクラ
スのG4学生はコントロールクラスのG4の学生よりもTIMSSの結果がわず
かに優れていた。
田中B型 IQテストとDAMテストの結果を精神年齢 (MA)に換算し、MA

を年代別年齢 (CA)で割ったものに 100を乗じたものが IQテストのスコア
である。記述統計によると、田中 B型 IQテストの平均値は 78.612、標準偏
差 13.451、DAMテストの平均値は 0.692、標準偏差 0.207となっている。田
中 B型 IQテストスコアと DAM型 IQスコアの間には統計的に有意な差は
ない。
非認知能力の値は、自尊心と動機づけそれぞれにおいて、関連する質問の

平均値として計算されている。自尊心の尺度はトリートメントを受けた学生
の方がわずかに高いが、動機づけの尺度は 2つのグループの学生で同様であ
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る。すべての認知的および非認知的能力の値は、回帰分析を実行する際に、
平均を 0標準偏差を 1に正規化している。
大学への進学意欲は、学生の主観的な期待値をもとに 3段階の尺度 (1=「可

能性がない」から 3=「可能性が高い」まで)で表される。自宅で勉強した時
間は、6段階の尺度 (1=「全くない」から 6=「4時間以上」まで)で測定さ
れる。その尺度から勉強時間の値の最小値を 0、最大値を 4とし、2(＝「30

分未満」)と 5(＝「2-3時間」)の間のカテゴリの回答はその中央値を用いて
表した。Ti,j,tで示される介入を表す変数は、学生がトリートメントクラスに
割り当てられている場合は 1、そうでない場合は 0としてコード化されたダ
ミー変数として表される。
性別・年齢・親の学歴など、Xi,j,tで示される子どもの特徴は、トリートメ

ントの子どもとコントロールの子どもの間で非常によく似ていた。親の学歴
に関する値としては、どちらかの親の最高学歴を用いた。これらの値は学生
調査と同時に実施された保護者調査から取得されていることに注意する必要
があり、授業中に実施された学生調査の 100％の回答率とは異なり親の調査
の回答率は約 85％であった。
観察可能な特性は 2つのグループ間で類似しているが、G4の生徒の学力

などのいくつかの値はトリートメント群とコントロール群の子どもの間で有
意な差があった。ランダム化が正しく行われていたとしても、トリートメン
ト群とコントロール群の間で不均一性が発生する可能性がある。グループレ
ベルによるランダム化においてグループ間での均一性が得られる可能性はサ
ンプルサイズに依存するため、本研究で用いるデータにおける幾つかの変数
で不均一であったことは必ずしもランダムな割り当てが機能していないこと
を意味するわけではない。ただし、学校のクラス構成は無作為に変更されて
いるのにも関わらず、ベースライン調査の日における欠席または退学のため
に、トリートメントグループとコントロールグループの間に不均一性が依然
として存在する可能性がある。そのため、施策効果を推定する際には異質性
のチェックに使用する特徴をコントロールした。

5.4.3 推定結果
認知能力への効果

まず、生徒の成績に対するCAIの影響を推定した。推定値はロバスト標準誤
差とともに表 5.2にて示した。ここでの主な焦点は表に示したThink!Think!

のG3の NATおよびG4の TIMSSへの推定された効果である。モデル 1は
コントールがない場合の推定の結果を示している。モデル 2は、ベースライ
ン調査の成績とベースライン不参加ダミーをコントロールした結果を表す。
モデル 3では以前のテストのスコアとベースライン不参加ダミーに加えて、
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表 5.1: Descriptive statistics and balance test

ALL
Treatment

(A)
Control
(B)

Difference
(A)-(B)

Achievement Test (NAT, G3)
0.538

(0.207, 356)
0.554

(0.214, 179)
0.522

(0.198, 177)
0.031
(0.039)

Achievement Test (TIMSS, G4)
0.292

(0.203, 347)
0.252

(0.211, 173)
0.330

(0.187, 174)
-0.067*
(0.035)

IQ Test (Tanaka-B)
78.612

(13.451, 1385)
78.795

(13.777, 685)
78.432

(13.131, 700)
0.401
(1.647)

IQ Test (Draw-a-man)
0.692

(0.207, 1217)
0.705

(0.207, 623)
0.678

(0.206, 594)
0.026
(0.033)

Self-esteem
2.762

(0.549, 1150)
2.794

(0.502, 615)
2.726

(0.596, 535)
0.039
(0.043)

Motivation
0.656

(0.142, 996)
0.660

(0.133, 525)
0.652

(0.150, 471)
0.010
(0.013)

Willingness to go to college
2.410

(0.771, 1051)
2.467

(0.734, 569)
2.342

(0.809, 482)
0.108
(0.109)

Minutes of studying at home week
168.667

(117.005, 949)
167.481

(123.173, 526)
170.142

(108.975, 423)
-3.111
(13.628)

Gender (male=1, woman=0)
0.525

(0.500, 1643)
0.519

(0.500, 830)
0.530

(0.499, 813)
-0.010
(0.016)

Age
8.485

(1.553, 1620)
8.470

(1.535, 817)
8.501

(1.573, 803)
-0.034
(0.048)

Highest parental education

College or Graduate school
0.023

(0.149, 1236)
0.029

(0.167, 626)
0.016

(0.127, 610)
0.012*
(0.005)

High school
0.457

(0.498, 1236)
0.441

(0.497, 626)
0.474

(0.500, 610)
-0.035
(0.038)

Junior high school
0.299

(0.458, 1236)
0.305

(0.461, 626)
0.292

(0.455, 610)
0.019
(0.022)

Elementary school
0.220

(0.414, 1236)
0.225

(0.418, 626)
0.215

(0.411, 610)
0.008
(0.030)

no education(ref)
0.002

(0.040, 1236)
0.000

(0.000, 626)
0.003

(0.057, 610)
-0.004
(0.003)

Birth of Month

Jan. - Mar.
0.234

(0.423, 1620)
0.245

(0.430, 817)
0.223

(0.416, 803)
0.004
(0.026)

Apr.-Jun.
0.246

(0.431, 1620)
0.230

(0.421, 817)
0.263

(0.440, 803)
-0.037
(0.030)

Jur.-Sep.
0.249

(0.433, 1620)
0.244

(0.430, 817)
0.255

(0.436, 803)
-0.018
(0.024)

Oct.-Dec.
0.270

(0.444, 1620)
0.282

(0.450, 817)
0.259

(0.438, 803)
0.038
(0.031)

注) この表では分析に用いるデータの記述統計を表した。トリートメントとコントロールとは、
子どもが CAI のクラスにランダムに割り当てられるかどうかを示している。そして、割り当て
られたトリートメントに限らず、2018 年 5 月に学力テスト・質問紙調査・親への質問紙調査を
行った。本表で表している値は全てその時の値になる。各セルでは、「平均値 (標準偏差、サン
プルサイズ) という表記方法を用いた。また、「Difference」列では子どもがトリートメントに
割り当てられている場合 1、コントロールに割り当てられている場合 0 をとるようなダミー変
数を、それぞれの変数に回帰させた場合を推定値を示した。「***」「**」「*」という表記はそれ
ぞれ 0.1%、1%、5%の水準で有意であることを表している。
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性別、学年、誕生月、親の教育、学校学年固定効果などの基本的な人口統計
学的特徴をコントロールした結果を表した。
結果は、NATに対する推定値が 0.1％レベルで正で統計的に有意であるこ

とを明確に示している (表 5.2、NAT)。特にモデル 3における G3の子ども
における推定値は CAIの利用が平均的にテストスコアを約 0.77標準偏差上
昇させることを示している。
子どもの特徴と学校学年固定効果を追加しても、モデル間の係数の推定値

は大きく異ならなかった。相互作用項を含め、性別、学年、親の教育に関す
る異質な効果を推定すると、ほぼすべての相互作用項で小さな点推定値が得
られ、これらの係数間の差はテスト得点に対する有意な異質な効果の仮説を
支持しなかった。さらに、学力の弱い生徒であっても達成度の向上は均質で
あった。
また、G4の TIMSSの成績に対する推定値に対しても同様の結果を得るこ

とができる (Table5.2, TIMSS)。CAIの利用は、3ヵ月間のトリートメントで
TIMSSのスコアを 0.68標準偏差改善した (モデル 3)。コントロールを追加
するとこの点推定値は増加し、これらの推定値の標準誤差は減少した。同時
に、性別・学年・親の教育またはベースラインにおける学力がテストスコア
に及ぼす異質な効果は有意には見出されなかった。
次に、生徒の IQスコアに対する CAIの影響を推定した。Table5.3では、

田中 B型 IQスコアに対する介入効果の推定値は正であり、0.1%レベルで統
計的に有意であることが示されている。モデル 1の IQスコアに対する効果
の推定値は 0.71標準偏差である。その推定値はモデル 3で子どもの特徴をコ
ントロールした後も変化していない。しかし、DAMスコアに対する介入効
果の推定値はモデルにかかわらず、統計的に有意ではない。
全体的に、我々の結果は、過去の研究で示唆された数値と比較して、認知ス

キルの大きさが非常に大きいように見えることを示している。Muralidharan

et al. (2019)は非常によく似た CALソフトウェアをインドのデリーにある
比較的貧しい生徒に用いており、その結果を本稿の結果と比較することは価
値がある。そのうち比較可能な ITTの推定値は、介入の 4.5か月後にトリー
トメントの学生はコントロールの学生と比較して 0.23標準偏差スコアが高
くなったことを示した。一方で本稿からはモデル 3において 0.77標準偏差
(G3、NAT)、0.68標準偏差 (G4、TIMSS)、および 0.66標準偏差 (G1-G4、
Tanaka-B IQ)の効果量を得ることができた。 Muralidharan et al. (2019)で
は、デリーのMindsparkセンターと呼ばれる学校の生徒が採用され、その保
護者は子どもたちがくじで授業料免除に選ばれるかどうかは決まると通告さ
れた (月額 200インドルピー、3米ドルに相当)。参加者は自身が参加するこ
とを選択するため (そしておそらく非常にやる気があり)、管理データは彼ら
が非参加者と比較してパフォーマンスが優れていることを示唆している。ま
た、Muralidharan et al. (2019)は初期の学習レベルによって生徒の進歩にか
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なりの不均一性があることを発見し、介入によるテストスコアの向上は初期
の低学歴の生徒の方がはるかに大きいことを示した。そのためより成績の低
い学生を含む代表サンプルから引き出された真の推定値は、彼らの論文で報
告されている推定値よりもはるかに大きい可能性がある。本稿では公立学校
のすべての生徒をカバーしたため、参加者は介入に自己選択されず介入の効
果としてより正しい値を得ることができる。
3ヶ月間の介入後のスコア分布を視覚的に比較するために、カーネル密度推

定を用いて達成度テストのスコアと IQスコアの両方について確率密度関数
を求めた (図 5.4 - 5.6)。サンプル全体の DAMスコアの差や，学年との交互
作用項でさえも統計的に有意ではないが，図からは低学年の生徒のスキルが
向上しているように見える。

非認知能力および学習習慣への効果

次に、非認知的能力を用いて上記と同様にCAIの効果を推定した (表 5.4)。
認知能力の結果とは異なり、モチベーションと自尊心で測定された非認知能
力には有意な効果は見られなかった。この結果からは CAIの非認知スキルに
対する正の効果は示されていないが、確率密度関数 (Figure 5.7 - 5.8)は低学
年ではわずかな変化の兆候を示唆している。
また、学習時間も教育生産関数の重要なインプットと考えられるため、自

宅での学習時間への影響も推定した (表 5.5)。その結果、有意な推定値は得
ることはできなかった。上記で述べたように，タブレット PCを自宅に持ち
込むことは認められていない。そのため、このように自宅での学習時間を長
くする効果が見られないことは納得できる。しかし結果として、トリートメ
ントクラスの学生は自宅でも教室でも勉強時間に変化はなかったのに関わら
ず成績が大幅に向上した。このことは、CAIが学生の学習効率や生産性を向
上させることに成功していることを示している。
大学進学意欲に関する推定値 (表 5.5)は 0.1%レベルで正で統計的に有意で

あった。この結果は、授業中に CAIを利用した学生は将来より高度な教育を
受けると考える可能性が高いことを示している。この推定値はモデル 2で子
どもの特徴をコントロールした後も一定であり、性別・学年・親の学歴によ
る異質な効果は存在しないことを示唆している。
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図 5.4: National Assessment Score and TIMSS

注) この図はフォローアップサーベイにおける標準学力テストおよび TIMSSのスコアの推定さ
れた確率密度関数を示している。オレンジ色で塗られた関数はトリートメントグループを表し

ており、灰色で塗られた関数はコントロールグループを示している。

図 5.5: IQ

注) この図はフォローアップサーベイにおける IQ スコアの推定された確率密度関数を示してい
る。オレンジ色で塗られた関数はトリートメントグループを表しており、灰色で塗られた関数は

コントロールグループを示している。

5.5 結論
本稿ではCAIが子どもの認知能力と非認知能力に与える因果的な効果を検

討した。カンボジア政府と共同でプノンペン周辺の 5つの小学校で 3ヶ月間
クラスター RCTを実施し、子どもは介入期間中に通常の算数の授業の代わ
りに CAIを使用することを許可された 20のトリートメントクラスと、20の
コンロールクラスのいずれかに無作為に割り付けらた。我々の結果は、いく
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図 5.6: Draw a Man Test

注) この図はフォローアップサーベイにおける Draw a man テストスコアの推定された確率密
度関数を示している。オレンジ色で塗られた関数はトリートメントグループを表しており、灰色

で塗られた関数はコントロールグループを示している。

図 5.7: Motivation

注) この図はフォローアップサーベイにおけるモチベーションスコアの推定された確率密度関数
を示している。オレンジ色で塗られた関数はトリートメントグループを表しており、灰色で塗ら

れた関数はコントロールグループを示している。
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図 5.8: Self-Esteem

注) この図はフォローアップサーベイにおける自尊心の推定された確率密度関数を示している。
オレンジ色で塗られた関数はトリートメントグループを表しており、灰色で塗られた関数はコン

トロールグループを示している。

つかのタイプの数学についての達成度テストと IQテストによって測定され
た認知能力に対する平均処置効果が正で統計的に有意であることを示してい
る。効果の大きさは、特に発展途上国を対象とした先行研究と比較して大き
い。生徒の学力に対する推定係数は 0.68～0.77標準偏差、人口統計学的要因
を考慮した場合でも IQスコアは 0.66標準偏差であった。さらに、CAIは学
生の将来の大学進学に対する主観的な期待感を高めることがわかった。しか
し、モチベーションや自尊心などの非認知的能力には有意な効果は見られな
かった。
このクラスター化RCTは 3ヶ月間しか実施されていないため，これらの効

果が長期的に持続するかどうかについてはさらなる調査が必要である。しか
し、我々の結果は CAIが短期的にも長期的にも生徒の数学の成績を向上させ
る可能性があることを示唆している。
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子どもの能力を向上させることができる教員はどのような教員かという問
いが本稿を通じて探求された問いであった。様々な教育政策が教員の資質向
上を謳って施策を実行に移してきたが、第 1章や第 2章で指摘したように、
学術的には必ずしもそれらの施策を裏付けるような一貫した研究成果が存在
するわけではない。しかしそれは必ずしも、教員の子どもに対する影響力が
存在しないことを意味しない。むしろ、いくつかの研究はそのような教員の
影響力の存在を指摘しており、さらにその影響力は因果的な効果をも含んで
いることが分かっている。そのような中で、本稿では日本のデータを用いな
がら改めて上述の問いを再検討し、日本における教員の有効性について定量
的なエビデンスを提示した。
第 3章で扱ったのは教員の違いが子どもの能力に与える影響についてであっ

た。この問題は教員付加価値研究として定式化することができ、本稿では教
員付加価値を測定しその記述的な分析を行った。その結果として次の 3点を
確認することができた。第 1に、教員の違いは子どもの非認知能力に対して
大きな影響を与えていた。第 2に、認知能力を伸ばすことが得意な教員とと
非認知能力を伸ばすことが得意な教員は異なっていた。第 3に、観察可能な教
員の特徴と教員付加価値の間には相関はなかった。ただし、これらの分析で
扱っている教員付加価値とは年齢や性別といった教員の特徴を全て合わせた
個々のそれぞれの教員の総体的な影響力を示したものであり、具体的に「ど
の要因が効果的か」という問いに答えるものではなかった。
そこで第 4章では、「どの要因が効果的か」という問いに対する一つの仮

説として教員が学級で用いる指導方法が持つ可能性を提出した。指導方法に
ついての研究は今の所世界的にも始まったばかりであり、その研究成果が十
分に蓄積されているとは言い難い。そういった中で本稿では、先行研究が抱
える課題を解決しながら、日本において指導方法の違いが子どもの学力と関
係があるのかどうかを検討したのであった。その結果、いくつかの指導方法
インデックスが小学生の子どもの学力に正の影響を与えていることを示した。
ただし、ここで分析をしたのは指導方法インデックであり、具体的な指導方
法そのものではない。またその分析対象も学力 (認知能力)に限られるもので
あり、非認知能力など学力以外のアウトカムに対する影響について議論をす
ることはできていなかった。これは本稿にとどまらず、観察データを用いた
教員の指導方法研究が一般に抱える問題である。
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第 4章で立ち上がった指導方法の効果の分析の限界を乗り越えるためには、
RCTや準実験的な状況を利用した分析が必要になる。そのような分析の例と
して、第 5章では具体的な指導方法としてコンピューター支援教育を検討し、
実験的な状況を利用して分析を行った1。ここでは、教員による授業に代わっ
て教育アプリを用いて行う授業を考える。そのような教育アプリを用いて授
業を行うという実証実験をカンボジアで実施をし、その結果を分析した。そ
の結果として、コンピューター支援教育が子どもの学力に正の影響を与えて
いることを示した。この第 5章で扱うことができたのはコンピューター支援
教育という指導方法の 1手法にとどまるが、今後の研究においては同様水準
の分析が求められる。
これらの結果をまとめると次の様になる。教員の違いは子どもの非認知能

力の成長に大きな影響を与えていた一方で、学力などの認知能力にたいして
は必ずしもその大きさの程度は自明ではなかった。しかしその中でも、学級
における指導方法の違いは子どもの学力にも違いをもたらしていた。そして
コンピューター支援教育はそういった効果的な指導方法の候補の 1つになり
うる。
本稿で明らかにすることができたのは教員の有効性研究のごく一部の分野

であり、将来的に解決する必要がある課題を多く抱えている。例えば、教員
付加価値研究として本稿では教員の因果的な効果を分析をすることはできて
いない。指導方法についての研究としては、本稿では指導方法のインデック
スを取り扱ったのみで、個々具体的な指導方法の有効性を分析したわけでは
ない。コンピューター支援教育の効果の分析としては、カンボジアにおける
実証実験を通じた分析であり、その成果が日本においても適用可能かどうか
についてはさらなる議論が必要である。
しかし、本稿は日本における教員の有効性研究として数少ない定量的なエ

ビデンスを提示することができた。教員制度は国によって違うため、教員や
学校の有効性のありかたもまた国によって違うと考えられる。それにも関わ
らず、第 2章で指摘したように、日本のデータを用いて教員の有効性を定量
的に研究した例は非常に少ない。そのような中で本稿が日本に教員について
の教育施策にもたらす含意は決して少なくない。例えば第 3章の教員付加価
値研究からは、どのような教員を雇用スべきかについての指針を得ることが
出来るだろう。無論、本稿で扱うことができなかったトピックも数多く存在
する。しかしいずれにしてもとりわけ大事なのは、これまでなされてきた膨
大な教員研究を踏まえた上で、エビデンスを一つ一つ蓄積していくことであ
る。そのような中で初めて、様々な教育施策・教育政策を根拠を持って実施
する道が拓かれると言えよう。

1一方で筆者が関わった研究で準実験的な状況を利用した分析として、学級規模が子どもの能
力に与える影響を分析した Ito et al. (2020) を挙げることができる。
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